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第一種使用規程承認申請書

平成27年8月18日

農林水産大臣  林  芳正 殿

環 境 大 臣  望月 義夫 殿

氏名 ダウ・ケミカル日本株式会社

申請者    代表取締役 栗田 道郎   印

住所 東京都品川区東品川二丁目2番24号

第一種使用規程について承認を受けたいので、遺伝子組換え生物等の使用等の規制による

生物の多様性の確保に関する法律第４条第２項の規定により、次のとおり申請します。
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遺伝子組換え生物等の

種類の名称

チョウ目害虫抵抗性並びに除草剤アリルオキシアルカノエー

ト系及びグルホシネート耐性ワタ（改変 cry1F, 改変 cry1Ac, 
改変 vip3A, pat, 改変 aad-12, Gossypium hirsutum L.）（(281
×3006)×COT102×DAS1910, OECD UI : (DAS-24236-5×
DAS-21Ø23-5)×SYN-IR1Ø2-7×DAS-8191Ø-7）並びに当該

ワタの分離系統に包含される組合せ

遺伝子組換え生物等の

第一種使用等の内容

食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及び

廃棄並びにこれらに付随する行為

遺伝子組換え生物等の

第一種使用等の方法

－
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生物多様性影響評価書の概要

遺伝子組換え

生物等の種類

の名称

チョウ目害虫抵抗性並びに除草剤アリルオキシアルカノエート系及びグルホシ

ネート耐性ワタ（改変 cry1F, 改変 cry1Ac, 改変 vip3A, pat, 改変 aad-12, 
Gossypium hirsutum L.）（(281×3006)×COT102×DAS1910, OECD UI : 
(DAS-24236-5×DAS-21Ø23-5)×SYN-IR1Ø2-7×DAS-8191Ø-7）並びに当該

ワタの分離系統に包含される組合せ

申請者 ダウ・ケミカル日本株式会社

チョウ目害虫抵抗性並びに除草剤アリルオキシアルカノエート系及びグルホシネート耐性ワタ

（改変 cry1F, 改変 cry1Ac, 改変 vip3A, pat, 改変 aad-12, Gossypium hirsutum L.）（(281×
3006)×COT102×DAS1910, OECD UI : (DAS-24236-5×DAS-21Ø23-5)×SYN-IR1Ø2-7×
DAS-8191Ø-7）（以下、本スタック系統ワタという。）並びに当該ワタの分離系統に包含される組

合せは、既に承認されている 3 つの親系統間における組合せを前提として、交雑育種法により作

出されるスタック系統（分離系統を含む）である。

したがって、本スタック系統ワタ及び当該ワタの分離系統に包含される組合せの生物多様性影

響評価に必要とされる情報は、既に承認または審議された各親系統の生物多様性影響評価書の情

報（日本版バイオセーフティクリアリングハウスホームページ等に掲載されている以下の情報）

を活用することにより、評価を的確に行うことができるため、以下の様式を用いることとする。

なお、各親系統に導入されたそれぞれの形質が生体内で宿主の代謝系に影響を及ぼすことがな

く、かつ機能的な相互作用を起こさない場合、多重スタック系統について、その分離系統に包含

される組合せも含めて、各形質間の相互作用の有無を的確に判断することが可能である。そこで、

まず本スタック系統ワタについて各親系統由来のすべての形質の評価を行い、引き続き本スタッ

ク系統ワタ及び当該ワタの分離系統に包含される組合せの生物多様性影響について評価すること

とする。

親系統名 遺伝子組換え生物等の種類の名称及び参照した生物多様性影響評価書の概要

281×3006 
チョウ目害虫抵抗性及び除草剤グルホシネート耐性ワタ（cry1F, cry1Ac, pat, 
Gossypium hirsutum L.）（281×3006, OECD UI : DAS-24236-5×
DAS-21Ø23-5）生物多様性影響評価書の概要 

COT102 チョウ目害虫抵抗性ワタ（改変vip3A, Gossypium hirsutum L.）（COT102, 
OECD UI : SYN-IR1Ø2-7）生物多様性影響評価書の概要 

DAS1910 除草剤アリルオキシアルカノエート系及びグルホシネート耐性ワタ（改変

aad-12, pat, Gossypium hirsutum L.）（DAS1910, OECD UI : DAS-8191Ø-7） 
生物多様性影響評価書の概要
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第一 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報

1 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 

(1) 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 

① 和名、英名及び学名

和名 ワタ

英名 cotton 
学名 Gossypium hirsutum L. 

② 宿主の品種名又は系統名

親系統名 参照資料名

281×3006 281×3006（生物多様性影響評価書の概要） 

COT102 COT102（生物多様性影響評価書の概要） 

DAS1910 DAS1910（生物多様性影響評価書の概要） 

③ 国内及び国外の自然環境における自生地域

参照資料名

ワタに関する情報

(2) 使用等の歴史及び現状 

① 国内及び国外における第一種使用等の歴史

② 主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途

参照資料名

ワタに関する情報
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(3) 生理学的及び生態学的特性 

イ 基本的特性

ロ 生息又は生育可能な環境の条件

ハ 捕食性又は寄生性

ニ 繁殖又は増殖の様式

① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命

② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官か

らの出芽特性

③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性及びアポ

ミクシスを生ずる特性を有する場合はその程度

④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命

ホ 病原性

ヘ 有害物質の産生性

ト その他の情報

参照資料名

ワタに関する情報

2 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報 

(1) 供与核酸に関する情報 

イ 構成及び構成要素の由来

ロ 構成要素の機能

① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカーその他の供与核酸

の構成要素それぞれの機能

親系統名 参照資料名

281×3006 281×3006（生物多様性影響評価書の概要） 

COT102 COT102（生物多様性影響評価書の概要） 

DAS1910 DAS1910（生物多様性影響評価書の概要） 

5 



② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及び当該蛋

白質がアレルギー性を有することが明らかとなっている蛋白質と相同性を有す

る場合はその旨

蛋白質名 親系統名
蛋白質の

機能＊

既知アレルゲン

との相同性 1)
参照資料名

改変 Cry1F 
蛋白質

281×3006 
チョウ目

害虫抵抗性
☐有 無

281×3006（生物多様性影響評価

書の概要）

改変 Cry1Ac 
蛋白質 

281×3006 
チョウ目

害虫抵抗性
☐有 無

281×3006（生物多様性影響評価

書の概要）

改変 Vip3A 
蛋白質

COT102 
チョウ目

害虫抵抗性
☐有 無

COT102（生物多様性影響評価書

の概要）

PAT 蛋白質 281×3006, 
DAS1910 

除草剤耐性 ☐有 無

281×3006（生物多様性影響評価

書の概要）

DAS1910（生物多様性影響評価

書の概要）

改変 AAD-12
蛋白質

DAS1910 除草剤耐性 ☐有 無
DAS1910（生物多様性影響評価

書の概要）

APH4 蛋白質 COT102 
抗生物質耐性

(選抜マーカー) 
☐有 無

COT102（生物多様性影響評価書

の概要）

1) 既知アレルゲンと相同性を有する蛋白質がある場合、その内容 

－

＊チョウ目害虫抵抗性、コウチュウ目害虫抵抗性、除草剤耐性、選抜マーカー、その他の機能

名を記入
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③ 宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容

蛋白質名
宿主代謝系

への影響 1)
参照資料名

改変 Cry1F 蛋白質 ☐有 無 281×3006（生物多様性影響評価書の概要） 

改変 Cry1Ac 蛋白質 ☐有 無 281×3006（生物多様性影響評価書の概要） 

改変 Vip3A 蛋白質 ☐有 無 COT102（生物多様性影響評価書の概要） 

PAT 蛋白質 ☐有 無
281×3006（生物多様性影響評価書の概要） 

DAS1910（生物多様性影響評価書の概要） 

改変 AAD-12 蛋白質 ☐有 無 DAS1910（生物多様性影響評価書の概要） 

APH4 蛋白質 ☐有 無 COT102（生物多様性影響評価書の概要） 

1) 特記事項がある場合、その内容

－
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(2) ベクターに関する情報 

イ 名称及び由来

ロ 特性

① ベクターの塩基数及び塩基配列

② 特定の機能を有する塩基配列がある場合は、その機能

③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関する情報

親系統名 参照資料名

281×3006 281×3006（生物多様性影響評価書の概要） 

COT102 COT102（生物多様性影響評価書の概要） 

DAS1910 DAS1910（生物多様性影響評価書の概要） 

(3) 遺伝子組換え生物等の調製方法 

イ 宿主内に移入された核酸全体の構成

ロ 宿主内に移入された核酸の移入方法

ハ 遺伝子組換え生物等の育成の経過

① 核酸が移入された細胞の選抜方法

② 核酸の移入方法がアグロバクテリウム法の場合はアグロバクテリウムの菌体

の残存の有無

親系統名 参照資料名

281×3006 281×3006（生物多様性影響評価書の概要） 

COT102 COT102（生物多様性影響評価書の概要） 

DAS1910 DAS1910（生物多様性影響評価書の概要） 

③ 核酸が移入された細胞から、移入された核酸の複製物の存在状態を確認した系

統、隔離ほ場試験に供した系統その他の生物多様性影響評価に必要な情報を収

集するために用いられた系統までの育成の経過

本スタック系統ワタ育成の経過は図１(社外秘情報につき非開示)に記載した。 
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表 1 親系統及び本スタック系統ワタの我が国における申請及び承認状況 
（平成 27 年 8 月現在） 

1) 食品衛生法に基づく。

2) 飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律に基づく。

3) 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律に基づく。

(本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任はダウ・ケミカル日本株式会社にある)

(4) 細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性 

① 移入された核酸の複製物が存在する場所

281、3006、COT102、DAS1910 の形質はメンデルの法則に従って伝達され、移入さ

れた核酸の複製物は、ワタ染色体ゲノム上に存在することが確認されている。

② 移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複数世代

における伝達の安定性

各親系統における導入遺伝子のコピー数及び伝達の安定性について、サザンブロット

分析が行われており、その結果は以下のとおり。

親系統名 参照資料名

281×3006 281×3006（生物多様性影響評価書の概要） 

COT102 COT102（生物多様性影響評価書の概要） 

DAS1910 DAS1910（生物多様性影響評価書の概要） 

③ 染色体上に複数コピーが存在している場合は、それらが隣接しているか離れて

いるかの別

―

系統名 食  品 1) 飼  料 2) 環  境 3)

281×3006 
☐申請

承認

2005 年 
10 月 

☐申請

承認

2006 年 
3 月 

☐申請

承認

2006 年 
4 月 

COT102 
☐申請

承認

2012 年 
7 月 

☐申請

承認

2012 年 
7 月 

☐申請

承認

2012 年 
9 月 

DAS1910 
☐申請

承認

2015 年 
6 月 

申請

☐承認

2014 年 11 月

申請

申請

☐承認

2014 年 3 月 18 日

パブコメ終了

本スタック系統

ワタ
― ―

申請

☐承認

2015 年 8 月 
申請
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④ (6)の①において具体的に示される特性について、自然条件の下での個体間及

び世代間での発現の安定性

本スタック系統ワタの親系統の発現安定性は、以下の方法で確認した。

親系統名 確認方法

281×3006 
ELISA 法による蛋白質の産生の確認、チョウ目害虫抵抗性の生物

検定、除草剤グルホシネート散布試験

COT102 ELISA 法による蛋白質の産生の確認 

DAS1910 
ELISA 法による蛋白質の産生の確認、除草剤 2,4-D 及びグルホシ

ネート散布試験

⑤ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に伝

達されるおそれのある場合は、当該伝達性の有無及び程度

移入された核酸は伝達を可能とする配列を含まないため、ウイルスの感染その他の

経路を経由して野生動植物等に伝達されるおそれはない。

親系統名 参照資料名

281×3006 281×3006（生物多様性影響評価書の概要） 

COT102 COT102（生物多様性影響評価書の概要） 

DAS1910 DAS1910（生物多様性影響評価書の概要） 

(5) 遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性 

本スタック系統ワタの検出及び識別は、1 つの種子又は植物体を以下の方法で分析す

ることによって行う。

親系統名
当該情報

の有無
参照資料名

281×3006 有 ☐無 281×3006（生物多様性影響評価書の概要） 

COT102 有 ☐無 COT102（生物多様性影響評価書の概要） 

DAS1910 有 ☐無 DAS1910（生物多様性影響評価書の概要） 
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(6) 宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違 

① 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特性

の具体的な内容

蛋白質名 親系統名
蛋白質の

特性

その他の

機能

宿主代謝系

への影響
参考資料名

改変 Cry1F 
蛋白質

281×3006 
チョウ目

害虫抵抗性
☐有 無 ☐有 無

281×3006（生物多様性影

響評価書の概要）

改変 Cry1Ac 
蛋白質 

281×3006 
チョウ目

害虫抵抗性
☐有 無 ☐有 無

281×3006（生物多様性影

響評価書の概要）

改変 Vip3A 
蛋白質

COT102 
チョウ目

害虫抵抗性
☐有 無 ☐有 無

COT102（生物多様性影響

評価書の概要）

PAT 蛋白質 281×3006, 
DAS1910 

除草剤耐性 ☐有 無 ☐有 無

281×3006（生物多様性影

響評価書の概要）

DAS1910（生物多様性影

響評価書の概要）

改変 AAD-12
蛋白質

DAS1910 除草剤耐性 ☐有 無 ☐有 無
DAS1910（生物多様性影

響評価書の概要）

APH4 蛋白質 COT102 
抗生物質耐性

(選抜マーカー) 
☐有 無 ☐有 無

COT102（生物多様性影響

評価書の概要）
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○それぞれの親系統由来の発現蛋白質（導入遺伝子）の機能的な相互作用の可能性

について 
 
発現蛋白質 

（導入遺伝子） 
相互作用 
の可能性 

考  察 

害虫抵抗性蛋白質間 ☐有 無 

改変 Cry1F 蛋白質、改変 Cry1Ac 蛋白質及び改変 Vip3A 蛋白質

はチョウ目害虫に殺虫効果を示す（第一. 2. (１).ロ.②、6 ページ）。 
本スタック系統ワタに産生されるこれら害虫抵抗性蛋白質は、チ

ョウ目害虫に対して特異的に作用し、独立して殺虫効果を示すと考

えられる。また、本スタック系統ワタに産生されるこれら害虫抵抗

性蛋白質の殺虫効果の特異性に関与する機能領域に変化が生じて

いるとは考え難く、標的害虫に対する効果に変化はないと考えられ

る。これらのことから、本スタック系統ワタにおいて各親系統が有

する殺虫効果が相加的に高まることはあり得るが、お互いの作用に

影響を及ぼし合うことによる相乗効果や拮抗作用が生じることは

考え難い。 

除草剤耐性蛋白質間 ☐有 無 

PAT 蛋白質及び改変 AAD-12 蛋白質のいずれも酵素活性を有す

る。PAT 蛋白質の基質は L-グルホシネート、改変 AAD-12 蛋白質の

基質はアリルオキシアルカノエート構造をもつ化合物のうち光学

異性体のないもの及び光学異性体である S 体であり、各蛋白質の基

質は異なる。しかも、各蛋白質はそれぞれの基質と特異的に反応す

ることが知られている。また、それぞれが関与する代謝経路も互い

に独立している（第一. 2. (１).ロ.③、7 ページ）。したがって、これ

らの蛋白質が相互に作用して予期しない代謝物が生じることは考

え難い。 

害虫抵抗性蛋白質と

除草剤耐性蛋白質間 
☐有 無 

害虫抵抗性蛋白質と除草剤耐性蛋白質の作用機作は独立してい

ることから、相互に影響を及ぼす可能性は考え難い。 

抗生物質耐性蛋白質

と害虫抵抗性蛋白質

または除草剤耐性蛋

白質間 

☐有 無 

COT102 で発現する抗生物質耐性蛋白質である APH4 蛋白質は、

ハイグロマイシン B と一部の類縁アミノグリコシド系抗生物質を

リン酸化する酵素であり、極めて基質特異性が高く、他の代謝経路

に影響を及ぼす可能性は低いと考えられる。上述の害虫抵抗性蛋白

質及び除草剤耐性蛋白質と APH4 蛋白質の作用機作は独立してい

ることから、これら蛋白質が相互に作用する可能性は考え難い。 

 

親系統の範囲を超えた新たな特性

が付与される可能性 
☐有 無 

考察 

移入されている核酸の発現により産生される蛋白質

の相互作用により、親系統の範囲を超えた新たな特性

が付与される可能性は考え難い。 
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② 以下に掲げる生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿主

の属する分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程度

各親系統の生物多様性影響評価は終了しており、下記 a～g の生理学的又は生態

学的特性の観点から評価した結果、各親系統はいずれも宿主の属する分類学上の種

であるワタの範囲にあると判断されている。

a. 形態及び生育の特性

b. 生育初期における低温耐性

c. 成体の越冬性

d. 花粉の稔性及びサイズ

e. 種子の生産性、脱粒性、休眠性及び発芽率

f. 交雑性

g. 有害物質の産生性

親系統名
当該情報

の有無
参照資料名

281×3006 有 ☐無 281×3006（生物多様性影響評価書の概要） 

COT102 有 ☐無 COT102（生物多様性影響評価書の概要） 

DAS1910 有 ☐無 DAS1910（生物多様性影響評価書の概要） 
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3 遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報 

(1) 使用等の内容 

該当内容

☐ 隔離ほ場における栽培、保管、運搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為

☐
食用又は飼料用に供するための使用、栽培、加工、保管、運搬及び廃棄並び

にこれらに付随する行為。


食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこれ

らに付随する行為。

(2) 使用等の方法 

―

(3) 承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後における情報収集の方法 

―

(4) 生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を防止する

ための措置

「緊急措置計画書」を参照

(5) 実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似の環境での

使用等の結果

―
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(6) 国外における使用等に関する情報 

表 2 親系統及び本スタック系統ワタの諸外国における申請及び承認状況 
（平成 27 年 8 月現在） 

米国農務省

（USDA） 
米国食品医薬品庁

（FDA） 

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ

食品基準機関

（FSANZ） 

無規制栽培 食品、飼料 食品（輸入）

281, 3006＊ ☐申請

確認
2004 年 ☐申請

確認
2004 年 ☐申請

確認
2005 年 

COT102 
☐申請

確認
2005 年 ☐申請

確認
2005 年 ☐申請

確認
2005 年 

DAS1910 ☐申請

確認
2015 年 ☐申請

確認
2014 年 ☐申請

確認
2014 年 

本スタック系統ワタ － － －

カナダ食品検査庁

（CFIA） 
カナダ保健省

（HC） 

環境、飼料 食品

281, 3006＊ ☐申請

確認
2005 年 ☐申請

確認
2005 年 

COT102 
☐申請

確認
2011 年 ☐申請

確認
2011 年 

DAS1910 ☐申請

確認
2015 年 ☐申請

確認
2015 年 

本スタック系統ワタ 2016 年届出予定 －

－：承認済み系統から作出されたスタック系統については、新たな承認及び届出を必要としない。

＊米国、オーストラリア・ニュージーランド、カナダにおいては、個別に 281 と 3006 の安全を確認。 
(本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任はダウ・ケミカル日本株式会社にある)
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第二 項目ごとの生物多様性影響の評価 
 

本スタック系統ワタ及び当該ワタの分離系統に包含される組合せは、281×3006、
COT102 及び DAS1910 の 3 つの親系統間における組合せを前提として、交雑育種法によ

り作出されるスタック系統（分離系統を含む）である。 
 
本スタック系統ワタの親系統で産生される害虫抵抗性蛋白質（改変 Cry1F 蛋白質、改変

Cry1Ac 蛋白質及び改変 Vip3A 蛋白質）と比較し、本スタック系統ワタで産生されるこれ

ら害虫抵抗性蛋白質の殺虫効果の特異性に関与する機能領域に変化が生じているとは考え

難く、標的害虫に対する効果に変化はないと考えられる。加えて、各害虫抵抗性蛋白質は

互いに独立して機能することから相互作用が生じることも考え難い。また、これら害虫抵

抗性蛋白質には酵素活性がないため、宿主の代謝系に影響を及ぼすことは考え難い。 
 
本スタック系統ワタで産生される除草剤耐性蛋白質（PAT 蛋白質、改変 AAD-12 蛋白

質）及び抗生物質耐性蛋白質である APH4 蛋白質は酵素活性を有するが、いずれも高い基

質特異性を有し、関連する代謝経路も互いに独立していることから、宿主の代謝系に影響

を及ぼすことや、予期しない代謝物が生じることは考え難い。また、害虫抵抗性蛋白質、

除草剤耐性蛋白質及び APH4 蛋白質は作用機作が独立しており、相互に影響を及ぼすこと

は考え難い。 
 
以上のことから、いずれの組合せであっても、各親系統由来の蛋白質の相互作用により

親系統の範囲を超えた新たな特性が付与される可能性は考え難く、本スタック系統ワタ及

び当該ワタの分離系統に包含される組合せについては、親系統が有する形質を併せ持つこ

と以外に評価すべき形質の変化はないと考えられる。 
 
したがって、本スタック系統ワタ及び当該ワタの分離系統に包含される組合せの生物多

様性影響の評価は、各親系統の諸形質を個別に調査した結果に基づいて実施した。 
 
以下の「1 競合における優位性」、「2 有害物質の産生性」、「3 交雑性」の各項目につい

て、資料 1～3 各親系統の学識経験者の意見（p.19 参照）のとおり、各親系統において第

一種使用規程に従って使用した場合に生物多様性影響が生ずるおそれはないと結論されて

いる。このため、本スタック系統ワタ及び当該ワタの分離系統に包含される組合せにより、

競合における優位性、有害物質の産生性及び交雑性に起因する生物多様性影響が生ずるお

それはないと判断された。 
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1 競合における優位性 
(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
(2) 影響の具体的内容の評価 
(3) 影響の生じやすさの評価 
(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 

2 有害物質の産生性 
(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
(2) 影響の具体的内容の評価 
(3) 影響の生じやすさの評価 
(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 

3 交雑性 
(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
(2) 影響の具体的内容の評価 
(3) 影響の生じやすさの評価 
(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 

4 その他の性質 
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第三 生物多様性影響の総合的評価

本スタック系統ワタ及び当該ワタの分離系統に包含される組合せは、281×3006、
COT102 及び DAS1910 の 3 つの親系統間における組合せを前提として、交雑育種法によ

り作出されるスタック系統（分離系統を含む）である。

本スタック系統ワタの親系統で産生される害虫抵抗性蛋白質（改変 Cry1F 蛋白質、改変

Cry1Ac 蛋白質及び改変 Vip3A 蛋白質）と比較し、本スタック系統ワタで産生されるこれ

ら害虫抵抗性蛋白質の殺虫効果の特異性に関与する機能領域に変化が生じているとは考え

難く、標的害虫に対する効果に変化はないと考えられる。加えて、各害虫抵抗性蛋白質は

互いに独立して機能することから相互作用が生じることも考え難い。また、これら害虫抵

抗性蛋白質には酵素活性がないため、宿主の代謝系に影響を及ぼすことは考え難い。

本スタック系統ワタで産生される除草剤耐性蛋白質（PAT 蛋白質、改変 AAD-12 蛋白質）

及び抗生物質耐性蛋白質である APH4 蛋白質は酵素活性を有するが、いずれも高い基質特

異性を有し、関連する代謝経路も互いに独立していることから、宿主の代謝系に影響を及

ぼすことや、予期しない代謝物が生じることは考え難い。また、害虫抵抗性蛋白質、除草

剤耐性蛋白質及び APH4 蛋白質は作用機作が独立しており、相互に影響を及ぼすことは考

え難い。

同様に、各親系統由来のすべての蛋白質について、宿主の代謝系を変化させたり、相互

に影響を及ぼす可能性は考えにくいことから、当該ワタの分離系統に包含される組合せに

おいても、各親系統由来の蛋白質が宿主の代謝系を変化させたり、相互に影響を及ぼすこ

とは考え難い。

以上のことから、いずれの組合せであっても、各親系統由来の蛋白質の相互作用により

親系統の範囲を超えた新たな特性が付与される可能性は考え難く、本スタック系統ワタ及

び当該ワタの分離系統に包含される組合せについては、親系統が有する形質を併せ持つこ

と以外に評価すべき形質の変化はないと考えられる。

したがって、本スタック系統ワタ及び当該ワタの分離系統に包含される組合せの生物多

様性影響評価は、各親系統の生物多様性影響評価に基づいて評価できると判断した。

各親系統において、競合における優位性、有害物質の産生性及び交雑性に起因する生物

多様性影響を生ずるおそれはないと評価されていることから、本スタック系統ワタ及び当

該ワタの分離系統に包含される組合せを第一種使用規程に従って使用した場合に、我が国

の生物多様性に影響が生ずるおそれはないと総合的に判断した。
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学識経験者の意見

資料１：生物多様性影響評価検討会での検討の結果「チョウ目害虫抵抗性及び除草剤グル

ホシネート耐性ワタ（cry1F, cry1Ac, pat, Gossypium hirsutum L.）（281×3006, 
OECD UI:DAS-24236-5×DAS-21Ø23-5）」【総合検討会：2005年11月25日】

資料２：生物多様性影響評価検討会での検討の結果「チョウ目害虫抵抗性ワタ（改変vip3A, 
Gossypium hirsutum L.）（COT102, OECD UI: SYN-IR1Ø2-7）」【総合検討会：2008
年8月21日】

資料３：生物多様性影響評価検討会での検討の結果「除草剤アリルオキシアルカノエート

系及びグルホシネート耐性ワタ（改変aad-12, pat, Gossypium hirsutum L.）
（DAS1910, OECD UI : DAS-8191Ø-7）」【総合検討会：2013年12月2日】 

 19 


	第一　生物多様性影響の評価に当たり収集した情報
	1　宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報
	(1)　分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況
	① 和名、英名及び学名
	② 宿主の品種名又は系統名
	③ 国内及び国外の自然環境における自生地域

	(2)　使用等の歴史及び現状
	①　国内及び国外における第一種使用等の歴史
	②　主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途

	(3)　生理学的及び生態学的特性
	イ　基本的特性
	ロ　生息又は生育可能な環境の条件
	ハ　捕食性又は寄生性
	ニ　繁殖又は増殖の様式
	① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命
	② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官からの出芽特性
	③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性及びアポミクシスを生ずる特性を有する場合はその程度
	④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命
	ホ　病原性
	ヘ　有害物質の産生性
	ト　その他の情報


	2　遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報
	(1)　供与核酸に関する情報
	イ　構成及び構成要素の由来
	ロ　構成要素の機能
	① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカーその他の供与核酸の構成要素それぞれの機能
	② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及び当該蛋白質がアレルギー性を有することが明らかとなっている蛋白質と相同性を有する場合はその旨
	③　宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容

	(2)　ベクターに関する情報
	イ　名称及び由来
	ロ　特性
	① ベクターの塩基数及び塩基配列
	② 特定の機能を有する塩基配列がある場合は、その機能
	③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関する情報

	(3)　遺伝子組換え生物等の調製方法
	イ　宿主内に移入された核酸全体の構成
	ロ　宿主内に移入された核酸の移入方法
	ハ　遺伝子組換え生物等の育成の経過
	① 核酸が移入された細胞の選抜方法
	② 核酸の移入方法がアグロバクテリウム法の場合はアグロバクテリウムの菌体の残存の有無
	③ 核酸が移入された細胞から、移入された核酸の複製物の存在状態を確認した系統、隔離ほ場試験に供した系統その他の生物多様性影響評価に必要な情報を収集するために用いられた系統までの育成の経過

	(4)　細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性
	① 移入された核酸の複製物が存在する場所
	② 移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複数世代における伝達の安定性
	③ 染色体上に複数コピーが存在している場合は、それらが隣接しているか離れているかの別
	④  (6)の①において具体的に示される特性について、自然条件の下での個体間及び世代間での発現の安定性
	⑤ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に伝達されるおそれのある場合は、当該伝達性の有無及び程度

	(5)　遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性
	(6)　宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違
	① 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特性の具体的な内容
	② 以下に掲げる生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿主の属する分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程度


	3　遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報
	(1)　使用等の内容
	(2)　使用等の方法
	(3)　承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後における情報収集の方法
	(4)　生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を防止するための措置
	(5)　実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似の環境での使用等の結果
	(6)　国外における使用等に関する情報

	第二　項目ごとの生物多様性影響の評価
	1　競合における優位性
	(1)　影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定
	(2)　影響の具体的内容の評価
	(3)　影響の生じやすさの評価
	(4)　生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断

	2　有害物質の産生性
	(1)　影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定
	(2)　影響の具体的内容の評価
	(3)　影響の生じやすさの評価
	(4)　生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断

	3　交雑性
	(1)　影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定
	(2)　影響の具体的内容の評価
	(3)　影響の生じやすさの評価
	(4)　生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断

	4　その他の性質
	第三　生物多様性影響の総合的評価




  


＜資料２＞ 
 


 
 


第一種使用規程承認申請書 ........................................................................................... 1 
 


生物多様性影響評価書の概要 ........................................................................................ 2 


第一 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報 ...................................................2 
1 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 ..............................................2 


(1) 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況.......................................2 
(2) 使用等の歴史及び現状 .....................................................................................3 
(3) 生理学的及び生態学的特性 ..............................................................................4 


2 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報.........................................................7 
(1) 供与核酸に関する情報 .....................................................................................7 
(2) ベクターに関する情報 ...................................................................................11 
(3) 遺伝子組換え生物等の調製方法 .....................................................................12 
(4) 細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性.....15 
(5) 遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性 .18 
(6) 宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違 ...............................................18 


3 遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報.......................................................22 
(1) 使用等の内容 .................................................................................................22 
(2) 使用等の方法 .................................................................................................22 
(3) 承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後にける情報収集 


の方法...............................................................................................................22 
(4) 生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を 


防止するための措置 .........................................................................................22 
(5) 実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似の 


環境での使用等の結果......................................................................................22 
(6) 国外における使用等に関する情報 .................................................................22 


第二 項目ごとの生物多様性影響の評価 ...................................................................23 
１ 競合における優位性 .........................................................................................23 
２ 有害物質の産生性 ............................................................................................24 
３ 交雑性 ..............................................................................................................26 
４ その他の性質....................................................................................................26 


第三 生物多様性影響の総合的評価 ..........................................................................27 


 


チョウ目害虫抵抗性及び除草剤グルホシネート耐性ワタ (cry1F, cry1Ac, 
pat, Gossypium hirsutum L.)(281×3006, OECD UI : DAS-24236-5× 
DAS-21Ø23-5)申請書等の概要 







  


緊急措置計画書 ........................................................................................................... 31 


 
 







 1 


 


 
第一種使用規程承認申請書 


 


 
平成 1６年１２月１０日 


 


農林水産大臣 島村 宜伸 殿 


環 境 大 臣 小池百合子 殿 


 


 
 


氏名 ダウ・ケミカル日本株式会社 


代表取締役 モンティー・ベイヤー 


申請者                     印 


住所 東京都品川区東品川 2丁目 2 番 24 号 


 


 


 


 
第一種使用規程について承認を受けたいので、遺伝子組換え生物等の使用等の規制による


生物の多様性の確保に関する法律第４条第２項の規定により、次のとおり申請します。 


 
 


遺伝子組換え生物等の


種類の名称 


 


 
チョウ目害虫抵抗性及び除草剤グルホシネート耐性ワタ 


（cry1F, cry1Ac, pat, Gossypium hirsutum L.） 


（281×3006, OECD UI : DAS-24236-5×DAS-21Ø23-5） 


 
 


遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の内容 


 


 
食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及び廃


棄並びにこれらに付随する行為 
 


 


遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の方法 


 


 


 ―― 
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生物多様性影響評価書の概要 


 
第一 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報 


1 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 
 
(1) 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 


イ 和名、英名及び学名 
和名：ワタ、英名：Cotton、学名：Gossypium hirsutum L. 、科名：アオイ科（Malvaceae） 


 
ロ 宿主の品種名又は系統名 


チョウ目害虫抵抗性及び除草剤グルホシネート耐性ワタ(cry1F , cry1Ac , pat, Gossypium 


hirsutum L.) (281×3006, OECD UI : DAS-24236-5×DAS-21Ø23-5)（以下「本組換えワタ」


と呼ぶ）は、組換えワタ同士の交配種である。 


交配親は、 


１． チョウ目害虫抵抗性遺伝子 改変型cry1F と除草剤グルホシネート耐性遺伝子patを
挿入したワタ281（以下「ワタ281」と呼ぶ） 


２． チョウ目害虫抵抗性遺伝子 改変型 cry1Ac と除草剤グルホシネート耐性遺伝子 pat
を挿入したワタ 3006（以下「ワタ 3006」と呼ぶ） 


である。 


それぞれ、遺伝子の挿入のための宿主として、実験用ワタGC510系統 (G. hirsutum) を使


用した。 


 
ハ 国内及び国外の自然環境における自生地域 


G. hirsutum及びGossypium属植物と交雑可能な近縁野生種は、我が国の自然環境には分


布しない。 


一方、国外において、Gossypium属の野生種は、熱帯及び亜熱帯の乾燥地域に分布してお


り、野生種二倍体は地理的分布から、オーストラリア群（11種）、アフリカ・アラビア群（8


種）及びアメリカ群（12種）の三群に分けられる（Fryxell 1984）。また、野生種四倍体の分


布地域としては、G.tomentosum（ハワイ）、G.mustelinium（ブラジル北西部）、G.darwinii
（ガラパゴス諸島）、G.lanceolatum（メキシコ）、G.barbadebse（アンチル列島、中南米、
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ガラパゴス諸島）がある。さらに、G.hirsutumは、野生種あるいは栽培種として中米、アン


チル諸島、南米北部、フロリダの南端、ポリネシア、北アフリカ及び南アジアに分布する。


また、栽培種二倍体としてアジアワタと呼ばれるG. arboreumとG. herbaceumが知られてい


る（Fryxell 1984, Lee 1984）。 
 


(2) 使用等の歴史及び現状 


イ 国内及び国外における第一種使用等の歴史 
日本へのワタの伝播は古く、799年に三河国に漂着したインド人によって伝えられたこと


が記録に残っているが、このワタはすぐに消滅したと考えられている。その後、文禄年間（1592


～1595年）に再び九州に伝えられ、明治15～20年には関東以南を中心に100,000haに栽培さ


れていた。しかし、輸入ワタに圧迫された結果、現在では観賞用にわずかに栽培されている


にすぎない。なお、日本で栽培されていたのはアジアワタ（二倍体、G. arboreum）と考え


られている。 


一方、世界的に見れば、ワタは東アフリカを起源とし、原始的な栽培は5000年前に現在の


パキスタン周辺で始まったと考えられている。17世紀には、米国南部でワタの栽培が始まり、


19世紀には、ワタの最大供給源となった（Cotton Australia 2005)。 


 


ロ 主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途 
ワタは世界の約90ヵ国で栽培され、2004年度の総生産は2,600万トンと推計されている。


最大生産国は中国(24%)、ついで米国(19%)、インド(15%)、パキスタン(9%)、ブラジル(5%)、


ウズベキスタン(4%) の順である（National Cotton Council 2005）。 


栽培方法については、我が国のように温度が不足するところで栽培するときには、生長を


抑制して成熟を促進するとともにさく（果実）の数を制限するために摘心・摘果を行うのが


通例である。摘心時期は早すぎると枝の発生及び発育が旺盛になり、遅すぎると成熟が遅れ


るので、その時期は難しいが、我が国では７月下旬～８月上旬ごろの結果枝が10～12段くら


いになった頃が適当だといわれている。また、さく数については、結果枝当たり下方では２


ヶ、上方では１ヶ程度に摘果するのが通例となっている（「農学大事典」養賢堂）。 


一方、国外においては、国や地域によりその詳細な栽培方法が異なるが、以下近代農法に


共通する点をまとめる。ほ場は耕起し、畝立てを行い、春先に地温が14℃まで上昇した時期


に十分な土壌水分含量を確認した上で播種が行われる。種子は数日で発芽するが、その後適
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宜、潅水、施肥、病害虫防除などの一般管理を行う。発芽後から平均180日でワタのさくは成


熟する。さくの成熟を確認した上で落葉剤を散布し、大部分の葉が枯れ落ちたことを確認し


たのち、機械による収穫を行う（Cotton Australia 2003）。 


ワタは、種子上皮から発達した綿毛が刈り取られて繊維として衣服の原料になるほか、短


毛（リンター）は化学製品の原料として利用される。子実（種子）は家畜の飼料や搾油用に


供され、綿実かすは家畜の飼料として利用されている。 


我が国におけるワタ種子の輸入量（2002年）は、約15万トンであり、そのうち約12万トン


が飼料用として使用されている（FAO 2004）。また、2002年には、約22,000トンの綿実油が


輸入されている（FAO 2004）。さらに、2004年に6,100トンの綿実かすが家畜の飼料として


輸入されている（財務省 輸入統計 2005）。 


2002年に輸入された栽培用種子は約200kgで、そのほとんどが米国から輸入されており、


観賞用として栽培されている。この栽培用種子は米国の種子会社が非遺伝子組換えワタ品種


を特定して栽培し、遺伝子組換えワタ種子の混入がないように分別した上で輸入していると


のことである。 


(3) 生理学的及び生態学的特性 


イ 基本的特性 
ワタは種子繁殖するアオイ科に属する植物であり、熱帯では多年生であるが、温帯では一


年生である（学研学習事典データベース 1999）。日本の気候では、冬季の気温が低いため多


年生となるケースは稀であり、ほとんどが一年生と考えてよい。 


草丈は90～190cm（Cotton Australia 2003）で、葉は互生である。第３葉までは心臓形を


しているが完全な本葉は５片である。花は葉と対生し総包は心臓形の３片からなり、がくは


盃状に花冠の基部を包み、上縁は浅く５分する。（「農学大事典」養賢堂）。 


 
ロ 生息又は生育可能な環境の条件 


土壌は排水良好な砂質壌土に適し、アルカリ土壌に強く酸性を嫌う。ワタの発芽には最低


12℃を必要とし、20～28℃で活発に生育する。生育には年1,000～1,500mmの降水量を必要


とする（「農学大事典」養賢堂）。 


なお、米国では、１シーズン中に最低500mmの雨量、温度15℃以上の日が160日以上ある


北緯37度以下の地域で生育可能である。また、ヨーロッパや中国では北緯42度以上でも生育


可能である（Waddle 1984）。 
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ハ 繁殖又は増殖の様式 
① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命 


ワタのさくは長径23～43mmの球形ないし長円形で先端が尖っている。開花後30日程度で


最大に達し、40～60日までに成熟し、その後開裂する。さくは３～５室からなり、各室６～


10個の種子を形成する。種子はその表皮細胞が発達した綿毛で覆われているため、脱粒性は


低く、風や鳥、動物等の媒介による種子の拡散も起こらない。ワタの種子は休眠性が極めて


浅く、土壌中で湿度や温度（14℃以上）など一定の条件が揃えば発芽する（OGTR 2002)。


Eastick (2002)によるオーストラリアでの実験では、リントが残っている綿実は、発芽に好適


な環境条件下においても発芽率は比較的低く（40％）、綿実を地表に放置した場合の発芽率


は20％程度であった。乾期の土壌中に播種した場合、綿実の発芽率は３ヵ月後に10％、５ヵ


月後にほぼ0％となり、長期間生存しないことが示されている。 


 
② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官からの出芽特


性 


ワタは種子繁殖であり、塊茎や地下茎などによる栄養繁殖はしない。また、ワタには、自


然条件において植物体を再生しうる組織等がある、あるいはそこから発芽するというような


報告はない。 


③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性及びアポミクシス


を生ずる特性を有する場合はその程度 


ワタは基本的には自家受粉であるが、虫媒等で他家受粉が生じる場合がある。なお、我が


国においてワタと交雑可能な近縁野生種は知られていない。種子は受精によって作られ、ア


ポミクシスは生じない。 


④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命 


ワタの花は１葯当たり600個程度の花粉が詰まった約65本の葯を持つ。ワタの花粉は黄色


の球形で多くの突起がある。花粉の稔性は葯から放出された直後は56％であり、その寿命は


約12時間であることが報告されている (Govila and Rao 1969)。ワタの花粉は他の花粉と比


べて重く、粘性が高いので、自然条件下で風に運ばれることはほとんどない。米国及びオー


ストラリアの研究機関の行った調査によれば、ワタの花粉は20ｍ以上風で移動することはほ


とんどないことが報告されている (Umbeck et al. 1991)。なお、マルハナバチ (Bombus sp.) 


やミツバチの一種 (Apis mellifern) 等が花粉を媒介することがある。 
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ニ 有害物質の産生性 
他感作用物質のような野生動植物等の生息又は生育に影響を及ぼす有害物質の産生性は知


られていない。 


 
ホ その他の情報 


ワタにはゴッシポールとシクロプロペン脂肪酸が含まれていることが知られている。ゴッ


シポールには遊離型と結合型があるが、遊離型ゴッシポールが生理活性をもつ。ゴッシポー


ルは単胃動物（家禽類、豚等）に対して致死毒性があるため、単胃動物には綿実は与えられ


ない。一方、反芻動物では反芻胃においてゴッシポールを無毒化することができるが、大量


の綿実を与えると害を及ぼすことがあるため、成牛の場合、綿実の摂食許容量は体重の0.5％


とされており、反芻胃が発達するまで綿実は与えられない。さらに、ゴッシポールは雄の抗


受精特性を持つため、牛の繁殖期が始まる２～３ヶ月前から綿実は与えられない（Myer et al. 


2003）。また、遊離型ゴッシポールは、綿実油の加工中に加熱により蛋白質と結合し減少する


ため、綿実油中にはほとんど含まれない。一方、シクロプロペン脂肪酸（マルバリン酸、ス


テルクリン酸、ジヒドロステルクリン酸）は、飽和脂肪酸の不飽和化を阻害することにより、


鶏卵の脱色やふ化率低下を引き起こす。これらのシクロプロペン脂肪酸は、精製油の脱臭工


程中に大幅に減少する （OECD 2004）。綿実は大量の繊維に覆われているため、鳥類のよう


な種子を捕食する動物は好まない。また、哺乳類もゴッシポールが含まれていることや、種


子の形態により、捕食することを避けると思われる。さらに、野生の哺乳動物が綿実を捕食


するという例も知られていない。したがって、ゴッシポール及びシクロプロペン脂肪酸は、


野生動植物等の生息又は生育に影響を及ぼす他感作用物質ではないと考えられる。 
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2 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報 


 


(1) 供与核酸に関する情報 


本組換えワタは、ワタ281とワタ3006を交雑により掛け合わせて作出した。このため、遺


伝子組換え生物等の調製等に関する情報についてはワタ281及びワタ3006それぞれについて


記載した。なお、ワタ281及びワタ3006について、商品化系統としての利用は予定していな


い。 


 


イ 構成及び構成要素の由来 
ワタ281及びワタ3006の作出に用いられた供与核酸の構成及び構成要素の由来については


表 1（P.8）及び表 2（P.8）に示した。 


なお、改変型cry1F 及び改変型cry1Ac 遺伝子は、それぞれBacillus thuringiensis (B. t.) var. 


aizawai 由来のcry1F 遺伝子及びB. t. kurstaki 由来のcry1Ac 遺伝子をもとに、殺虫活性を


高め、植物用に最適化するように合成しており、当該遺伝子によりコードされる改変型Cry1F


蛋白質及び改変型Cry1Ac蛋白質は野生型とサイズ、アミノ酸配列が異なっている。また、pat 


遺伝子は、Streptomyces viridochromogenes 由来のpat 遺伝子をもとに、植物用に最適化す


るように合成しているが、当該遺伝子によりコードされるPAT蛋白質のアミノ酸配列は変化


していない。 


 


ロ 構成要素の機能 
① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカーその他の供与核酸の構成そ


れぞれの機能 


改変型Cry1F蛋白質は特にワタの葉を加害するビートアーミーワームとソイビーンルーパ


ーに高い活性を示し、改変型Cry1Ac蛋白質は特にワタの綿実さやを加害するコットンボール


ワームとピンクボールワームに高い活性を示す（P.10,表 3）。したがって、葉における改変


型Cry1F蛋白質の発現を高める目的で、改変型cry1F 遺伝子のプロモーターとして葉におけ


る発現量が多い特徴を持つ(4ocs)DeltaMas2’を用いた。また、綿実さやにおける改変型


Cry1Ac蛋白質の発現を高める目的で、改変型cry1Ac 遺伝子のプロモーターとして綿実さや


における発現量が多い特徴を持つUbiZm1を用いた。ワタ281及びワタ3006の作出に用いられ


た供与核酸の各構成要素の機能を表 1（P.8）及び表 2（P.8）に示した。 







 8 


表 1 ワタ 281 の作出に用いられた供与核酸 


構成要素 由 来 及 び 機 能 


改変型 cry1F カセット 


(4ocs)DeltaMas 2’ pTiAch5 (Ellis et al. 1987) (GenBank Accession Numbers I05704 to I05712) 由来


のオクトピン合成酵素 (OCS) のエンハンサー４コピーを含む pTi15955 (Barker et 
al. 1983) (GenBank Locus ATACH5, Accession X00491) 由来のマンノピン合成酵素


のプロモーターであり、ワタの葉における発現量が多い特徴を持つ。 


改変型 cry1F  B.t. var. aizawai 由来の cry1F 遺伝子をもとに合成した。タバコバッドワーム


（Heliothis virescens）、ビートアーミーワーム（Spodoptera exigua）、コットンボ


ールワーム（Helicoverpa zea）等のワタの主要害虫に対して殺虫活性を示す改変型


Cry1F 蛋白質をコードする遺伝子。 


ORF25 polyA R.radiobacter (A.tumefaciens) pTi15955 (Barker et al. 1983) (GenBank Locus 
ATACH5, Accession X00491)由来の双方向ターミネーター 


pat カセット 


UbiZm1 (intron) 第 1 エクソン（翻訳されないエンハンサー）及び第 1 イントロンを加えたトウモロコ


シ Zea mays のユビキチン 1 プロモーターであり、ワタの綿実さやでの発現量が多い


特徴を持つ。 (Christensen et al. 1992) (米国特許第 5614199 号、GenBank 
Accession I18571) 


pat S. viridochromogenes 由来のフォスフィノトリシン・アセチルトランスフェラーゼ


遺伝子配列に基づき、植物用に最適化された合成グルホシネート耐性遺伝子 (Eckes 
et al. 1989) 。選抜マーカーとして使用した PAT 蛋白質をコードする遺伝子。 


ORF25 polyA R.radiobacter (A.tumefaciens) pTi15955 (Barker et al. 1983) (GenBank Locus 
ATACH5, Accession X00491)由来の双方向ターミネーター 


 
表 2 ワタ 3006 の作出に用いられた供与核酸 


構成要素 由 来 及 び 機 能 


改変型 cry1Ac  カセット 


Ubi Zm1(intron) 第 1 エクソン及び第 1 イントロンを加えたトウモロコシ Zea mays のユビキチン 1 プ


ロモーターであり、ワタの綿実さやでの発現量が多い特徴を持つ。(Christensen et al. 
1992) (米国特許第 5614199 号、GenBank Accession I18571) 


改変型 cry1Ac  B.t. var. kurstaki 由来の cry1Ac 遺伝子をもとに合成した。タバコバッドワーム


（Heliothis virescens）、ビートアーミーワーム（Spodoptera exigua）、コットンボー


ルワーム（Helicoverpa zea）、ピンクボールワーム（Pectinophora gossypiella）等の


ワタの主要害虫に対して殺虫活性を示す改変型 Cry1Ac 蛋白質をコードする遺伝子。 


ORF25 polyA R.radiobacter (A.tumefaciens) pTi15955 (Barker et al. 1983) (GenBank Locus 
ATACH5, Accession X00491)由来の双方向ターミネーター 


pat カセット 


(4ocs)DeltaMas 2’ pTiAch5（Ellis et al. 1987）（GenBank Accession Numbers I05704 toI05712）由来


のオクトピン合成酵素（OCS）のエンハンサー４コピーを含む pTi15955（Barker et al. 
1983）（GenBank Locus ATACH5, Accession X00491）由来のマンノピン合成酵素の


プロモーターであり、ワタの葉における発現量が多い特徴を持つ。 


pat S. viridochromogenes 由来のフォスフィノトリシン・アセチルトランスフェラーゼ遺


伝子配列に基づき、植物用に最適化された合成グルホシネート耐性遺伝子（Eckes et al. 
1989）。選抜マーカーとして使用した PAT 蛋白質をコードする遺伝子。 


ORF25 polyA R.radiobacter (A.tumefaciens) pTi15955 (Barker et al. 1983) (GenBank Locus 
ATACH5, Accession X00491)由来の双方向ターミネーター 
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② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及び当該蛋白質がア


レルギー性を有することが明らかとなっている蛋白質と相同性を有する場合はその旨 


改変型Cry1F 及び改変型Cry1Ac蛋白質 


B. t. var. aizawai 及びB.t. var. kurstaki において産生されるデルタ-エンドトキシン（プ


ロトキシン）の多くは、約120～140kDaの蛋白質である（Schnepf et al. 1998）。 


標的昆虫に摂食されると、プロトキシンは腸管内のプロテアーゼにより、Ｃ－末端及びＮ


―末端が消化され殺虫活性のあるコアトキシンとなる。これらのコアトキシンは65～70kDa


の分子量であり、中腸上皮にある特異的な受容体と結合することで、立体配位構造が変化し


て細胞膜に侵入する。さらに、この蛋白質はオリゴマーを形成し、それが中腸細胞膜に細孔


構造をつくり、その結果、細胞の破壊が誘導され昆虫を死に至らしめる。本組換えワタ中で


発現する改変型Cry1F蛋白質及び改変型Cry1Ac蛋白質の活性部分であるコア蛋白質は、野生


型B.t.菌のCry1F蛋白質及びCry1Ac蛋白質のコア蛋白質と同一である。野生型B.t.菌を利用し


たBt製剤は、米国、ヨーロッパ及び日本等で長年にわたり、チョウ目害虫防除に使用されて


いる。 


Cry1F及びCry1Ac蛋白質を含むCry1蛋白質はチョウ目昆虫に対してのみ殺虫活性を示す


ことが知られている（Prieto-Samsónov et al. 1997）。改変型Cry1F蛋白質は、ワタを加害す


るチョウ目害虫であるタバコバッドワーム（Heliothis virescens）、ビートアーミーワーム


（Spodoptera exigua）、コットンボールワーム（Helicoverpa zea）、ソイビーンルーパー


（Psuedoplusia includens）に対して殺虫活性を示す。また、改変型Cry1Ac蛋白質はタバコ


バッドワーム、ビートアーミーワーム、コットンボールワーム、ソイビーンルーパー、ピン


クボールワーム（Pectinophora gossypiella）に対して殺虫活性を示す。本組換えワタは、改


変型Cry1F及び改変型Cry1Ac蛋白質の両Cry蛋白質を発現するため、両方の殺虫活性を併せ


持つ。改変型Cry1F蛋白質を発現するワタ281、改変型Cry1Ac蛋白質を発現するワタ3006及


び両Cry蛋白質を発現する本組換えワタのワタを加害するチョウ目害虫に対する防除効果の


概要を表 3（P.10）にまとめた。 


また、改変型Cry1F及び改変型Cry1Ac蛋白質の非標的生物であるオオミジンコ、ニッポン


クサカゲロウ、テントウムシ、ミツバチ、キョウソヤドリコバチ、ミミズ、ニジマスに対す


る安全性は確認されている。 
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表 3 チョウ目害虫に対する防除効果 


チョウ目害虫 
ワタ281 


（改変型Cry1F蛋白質） 
ワタ3006 


（改変型Cry1Ac蛋白質）
本組換えワタ 


タバコバッドワーム 
（Heliothis virescens） ○ ○ ○ 


ビートアーミーワーム 
（Spodoptera exigua） ○ △ ○ 


ソイビーンルーパー 
（Psuedoplusia includens） ○ △ ○ 


コットンボールワーム 
（Helicoverpa zea） △ ○ ○ 


ピンクボールワーム 
（Pectinophora gossypiella） × ○ ○ 


○：優れた防除効果有 
△：防除効果有 
×：防除効果無 


 


PAT蛋白質 
 


ホスフィノトリシン・アセチルトランスフェラーゼであるPAT蛋白質は、除草剤グルホシ


ネートを特異的にアセチル化し、無毒のアセチルグルホシネートに変換して除草活性を失わ


せることから、pat 遺伝子を有する植物体は除草剤グルホシネートに耐性を示す。 


 


アレルギー性 


改変型Cry1F、改変型Cry1Ac及びPAT蛋白質が既知アレルゲンと機能上重要なアミノ酸配


列を共有するかどうかをアレルゲン・データベース（Swiss-Prot, PIR, GenRept, FARRP 


Protein Allergen Database）を用いて比較したところ、既知アレルゲンと構造的に類似する


配列を共有していなかった。 


 


③ 宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容 


Cry蛋白質は酵素ではないので、改変型Cry1F及び改変型Cry1Ac蛋白質は植物の代謝系に


影響を及ぼすものではないと考えられる。また、PAT蛋白質はきわめて特異的にグルホシネ


ートをアセチル化する酵素であり（Thompson et al. 1987)、植物中において基質となる蛋白


質はグルホシネートのみである。したがって、PAT蛋白質が他の代謝系に関与することは考


えられない。 
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 (2) ベクターに関する情報 


イ 名称及び由来 
本組換えワタの母本であるワタ281の作出に用いられた発現ベクターpAGM281及びワタ


3006の作出に用いられた発現ベクターpMYC3006は、広域宿主プラスミドRK2


（Schmidhauser et al. 1985）をもとに構築された。 


 
ロ 特性 
① ベクターの塩基数及び塩基配列 


発現ベクターpAGM281の塩基数は14,950bpである。また、発現ベクターpMYC3006の塩


基数は15,337bpである。 


 


② 特定の機能を有する塩基配列の種類 


eryR 遺伝子によるエリスロマイシン耐性は、発現ベクターpAGM281、pMYC3006の選択


に用いられた。ただし、eryR 遺伝子はT-DNA領域の外側に位置するためワタ281及びワタ3006


にこの遺伝子は導入されていない。 


 


③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関する情報 


pAGM281及びpMYC3006ベクターの基となった、プラスミドRK2のT-DNA領域は、表 1


（P.8）と表 2（P.8）に示した改変型cry1F カセット､改変型cry1Ac カセット及びpat カセッ


トの３種類の遺伝子カセットで置き換えられている。したがって、プラスミドRK2には、ア


グロバクテリウムの感染を可能とする配列は含まれておらず、感染性は知られていない。 
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(3) 遺伝子組換え生物等の調製方法 


イ 宿主内に移入された核酸全体の構成 


ワタ281に用いられた発現ベクターpAGM281の構成図を図 1（P.12）に示した。また、ワ


タ3006に用いられた発現ベクターpMYC3006の構成図を図 2（P.13）に示した。 


 


 
T-DNA Border A：T-DNA 左末端 
T-DNA Border B：T-DNA 右末端 
 


図 1 発現ベクターpAGM281 の構成図 
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eryR 
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ubi probe 


Ubi Zm1 


(4ocs)DeltaMas 2' 
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Hin dIII (8946) 
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Bam HI (2591) 
Bam HI (2843) 


Bam HI (3591) 


Bam HI (7048) 


Bam HI (7365) 


Bam HI (7726) 
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T-DNA Border A：T-DNA 左末端 
T-DNA Border B：T-DNA 右末端 


 


図 2 発現ベクターpMYC3006 の構成図 
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Bam HI (6063) 
Bam HI (8113) 


Sal I (1106) 


Sal I (1259) 
Sal I (1271) 


Sal I (1829) 


Sal I (6075) 


Sal I (7473) 


Sal I (14315) 


non-specific cry probe 


ORF25 probe 


cry1Ac probe 
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ロ 宿主内に移入された核酸の移入方法 


ワタ281及びワタ3006の宿主である実験用ワタGC510系統 (G. hirsutum) への発現ベク


ターpAGM281、pMYC3006の導入はアグロバクテリウム法により行われた。GC510系統ワ


タの子葉切片を、発現ベクターpAGM281またはpMYC3006を保持するアグロバクテリウム


と共存培養し、発現ベクター上のT-DNA領域をワタゲノムに組み込ませた。 


 
ハ 遺伝子組換え生物等の育成の経過 
① 核酸が導入された細胞の選抜の方法 


グルホシネート及び抗生物質カルベニシリンを含む培地でカルスを形成させ、その後再生


培地を用いて植物体まで再生させた。得られた再生個体について挿入遺伝子の存在をサザン


ブロット分析で確認し、標的害虫であるタバコバッドワームに対する抵抗性について、葉片


ディスクによる生物検定で確認した。 


 


② アグロバクテリウムの菌体の残存の有無 


カルスを誘導する段階で、抗生物質カルベニシリンを添加することにより残存アグロバク


テリウムを殺菌し、アグロバクテリウム菌体が残存していないことを確認した。 


 


③ 育成の経過及び系統樹 


ワタ281及びワタ3006は、それぞれ優良品種ワタ（PSC355）と交配し、選抜育種を行った。


その後ワタ281とワタ3006のBC3F1世代を交配することにより、改変型Cry1F、改変型


Cry1Ac 及びPAT蛋白質を発現する本組換えワタを作出した。本組換えワタの育種には、一般


的に行われている自家受粉による系統育種法により行った。まず、F2世代においてPCR法に


より改変型cry1F 及び改変型cry1Ac 遺伝子をもつ株を特定し、両遺伝子をもたない株を開花


前に除去した。次に、開花した株において自家受粉を行い、F3世代を得た。これを繰り返す


ことにより、優性ホモ個体の割合を高めることができ、商品化するF7世代では、調べた368


種子すべてが、改変型Cry1F及び改変型Cry1Ac蛋白質をともに発現した。 


 


ワタ281及びワタ3006は平成17年9月に、本組換えワタは平成17年10月に、厚生労働省よ


り｢食品衛生法｣に基づく安全性の承認を得た。また、ワタ281及びワタ3006は、平成17年7


月、農林水産省に、「飼料安全法」に基づく安全性審査の申請を行った。 
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 (4) 細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性 


イ 移入した核酸が存在する場所 


移入したDNAは、いったん植物染色体に組み込まれると、メンデル遺伝の法則に従う。ワ


タ281及びワタ3006に導入された形質が、F2世代の集団でどのような分離比を示すかを分析


した。改変型cry1F /pat または改変型cry1Ac /pat 遺伝子をヘテロで有するBC3F1世代の個体


を自家交配した結果、BC3F2世代では、核内遺伝子におけるメンデルの法則から予想される


分離値を示した。したがって、ワタ281及びワタ3006に移入した核酸が染色体上に存在して


いると仮定したときに想定しうる分離比と試験結果が一致したことにより、移入した核酸が


染色体上にあることを確認した。さらに、本組換えワタにおけるF1及びF2世代の形質分離に


ついて調べた。その結果、核内遺伝子におけるメンデルの法則から予想される分離比を示し


たことより、移入した核酸が本組換えワタの染色体上に存在することを確認した。 
 
 


ロ 移入した核酸のコピー数及び導入された核酸の複数世代における伝達の安定性 


移入した改変型cry1F 、改変型cry1Ac 及びpat 遺伝子のコピー数、及び伝達の安定性につ


いては、サザンブロット分析を用いて確認した。 


移入した核酸のコピー数を確認するため、本組換えワタのF3世代を用いてサザンブロット


分析を行った。その結果、本組換えワタには１コピーの改変型cry1F 遺伝子、１コピーの改


変型cry1Ac 遺伝子及び２コピーのpat 遺伝子と１つのpat 遺伝子の断片（部分的pat 遺伝子）


が確認された。部分的pat 遺伝子はワタ281に存在しており、本組換えワタに存在する部分的


pat 遺伝子はワタ281に由来するものである。ワタ281及びワタ3006に導入された遺伝子の概


略図をそれぞれ図 3（P.16）及び図 4（P.16）に示した。部分的pat 遺伝子の長さは、完全な


pat 遺伝子に比べて16分の１程度である。このpat 遺伝子断片におけるPAT蛋白質の産生性に


ついて、本組換えワタを用いたウェスタンブロット分析では、部分的PAT蛋白質は検出され


なかった。また、本組換えワタには形質転換ベクターに存在する細菌由来のエリスロマイシ


ン耐性 (eryR) をコードする遺伝子は組込まれなかったことが確認されている。さらに、移入


した核酸の複数世代における伝達の安定性を確認するため、本組換えワタのF7世代を用いて、


サザンブロット分析を行った。その結果、導入遺伝子が安定して後代に遺伝していることが


明らかになった。 
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図 3 ワタ 281 由来の T-DNA 挿入全体及び隣接境界領域の略図 


 


 


 


 


 


 


図 4 ワタ 3006 由来の T-DNA 挿入全体及び隣接境界領域の略図 


 
ハ 染色体上に複数コピーが存在している場合はそれらが隣接しているか離れてい


るかの別 


本組換えワタにはpat 遺伝子が２コピー存在し、１コピーはワタ281由来で、１コピーはワ


タ3006由来である。ワタ281に存在するpat 遺伝子は、発現ベクターpAGM281のT-DNA領域


として改変型cry1F 遺伝子とともに導入されたものである。また、ワタ3006に存在するpat 遺
伝子は、発現ベクターpMYC3006のT-DNA領域として改変型cry1Ac 遺伝子とともに導入さ


れたものである。ワタ281に導入された改変型cry1F /pat 遺伝子とワタ3006に導入された改


変型cry1Ac /pat 遺伝子は、それぞれワタ281とワタ3006の特有のゲノム上に存在する。本組


換えワタは、ワタ281とワタ3006を交雑により掛け合わせて作出したものであり、F1及びF2


世代の形質分離試験において、２つの独立する核内遺伝子がメンデルの法則に従う分離比を


示した。さらに、ワタ281とワタ3006特有の塩基配列を用いたPCR法による本組換えワタの


検出においても、本組換えワタではワタ281及びワタ3006特有のバンドが認められている。


以上のことから、本組換えワタに存在する２コピーのpat 遺伝子は離れているものと考えら


れる。 


PAT 
改変型 cry1F Partial PAT Fragment 


T-DNA (Border B) 


T-DNA (Border A) T-DNA (Border A) 
UbiZm1 


UbiZm1 
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5’ Border 3’ Border 


PAT 
改変型 cry1Ac T-DNA (Border A) T-DNA (Border B) 
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5’ 
Border 3’ 


Border 
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ニ 移入された核酸の発現により付与された生理学的又は生態学的特性の自然条件


の下での個体間及び世代間での発現の安定性 
 


本組換えワタは、2001年（F3世代）及び2002年（F5世代）に行われたほ場試験において、


ワタを加害するチョウ目害虫であるタバコバッドワーム、ビートアーミーワーム、コットン


ボールワームに対して十分な防除効果を示したことから、改変型Cry1F 及び改変型Cry1Ac


蛋白質が本組換えワタにおいて安定して産生されているものと考えられた。 


PAT蛋白質は、ワタ281及びワタ3006の選抜マーカーとして用いており、T0世代において


グルホシネート耐性を確認している。ワタ281とワタ3006を掛け合わせて作出した本組換え


ワタについては、日本における隔離ほ場試験におけるグルホシネート散布試験により（F6世


代）、PAT蛋白質が安定して産生されていることが確認されている。 


また、本組換えワタの各部位における改変型Cry1F、改変型Cry1Ac及びPAT蛋白質の発現


を、ELISA法により確認した。分析には、2001年に米国６ヵ所のほ場（アリゾナ州、カリフ


ォルニア州、ミシシッピ州、ノースカロライナ州、テキサス州２ヵ所）で生育したF3世代の


サンプルを供試した。その結果、頂生葉、蕾、綿実さや、全植物及び種子において、改変型


Cry1F、改変型Cry1Ac及びPAT蛋白質が発現していた。改変型Cry1F蛋白質の発現量は、綿


実さやの0.91 ng/mg から全植物の40.21 ng/mg の範囲であり、改変型Cry1Ac蛋白質の発現


量は、綿実さやの検出限界（0.025 ng/mg）以下から蕾の3.04 ng/mg の範囲であった。また、


PAT蛋白質の発現量は、頂生葉及び蕾の検出限界（0.056 ng/mg）以下から種子の0.85 ng/mg 


の範囲であった。また、花粉においては、改変型Cry1F及びPAT蛋白質はほとんど発現せず、


改変型Cry1Ac蛋白質のみ発現していた（1.02~2.46 ng/mg）。次に、改変型Cry1F、改変型


Cry1Ac及びPAT蛋白質の世代間でも発現の安定性を確認するために、2003年に米国６ヵ所の


ほ場（アリゾナ州、カリフォルニア州、ミシシッピ州、ノースカロライナ州、テキサス州２


ヵ所）で生育したF6世代の種子における蛋白質発現をELISA法により測定した。その結果、


F6世代においても改変型Cry1F（1.50~4.15 ng/mg）、改変型Cry1Ac（0.16~0.89 ng/mg）及


びPAT蛋白質（0.22~1.02 ng/mg）が安定して発現していることが明らかになった。試験を行


ったほ場は、いずれも代表的なワタ栽培地であり、1シーズン中に最低500mmの雨量、温度


15℃以上の日が160日以上のようにワタの生育に適した気象条件であるが、様々な地勢条件


である。 


以上のことから、改変型Cry1F、改変型Cry1Ac及びPAT蛋白質は様々な環境条件でも安定


して発現しているものと考えられた。 
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ホ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に伝達


されるおそれのある場合は、当該伝達性の有無及び程度 
 


本組換えワタには、伝達性を有する配列は含まれておらず、本組換えワタに導入された遺


伝子が伝達される事はない。 
 


(5) 遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性 


本組換えワタの検出及び識別の方法として、ワタ281とワタ3006にそれぞれ特異的な塩基


配列をプライマーとして組み合わせて用いたPCR法が開発されており、本法により、本組換


えワタを特異的に検出可能である。なお、本法の検出感度（測定下限値）は、PCR増幅物20


コピーであり、測定間再現性、希釈試験及び他の遺伝子組換えワタや非組換えワタとの交差


性確認試験により信頼性が確認されている。 


 


 (6) 宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違 


イ 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特性の


具体的な内容（特定の組織又は生育段階において特異的に発現している場合は、


その内容を含む。） 


改変型cry1F 及び改変型cry1Ac 遺伝子によってコードされる改変型Cry1F 及び改変型


Cry1Ac蛋白質が本組換えワタの様々な組織において発現していることを確認しており、チョ


ウ目害虫抵抗性が付与されている。 


また、選抜マーカーとして使用したpat 遺伝子によってコードされるPAT蛋白質も本組換


えワタの様々な組織において発現していることを確認しており、除草剤グルホシネート耐性


が付与されている。 
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ロ 以下に掲げる生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿主の


属する分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程度 


平成15年度に、独立行政法人 農業技術研究機構 九州沖縄農業研究センターにおいて隔離


ほ場試験を行い、本組換えワタと非組換えワタの相違を検討した。 


① 形態及び生育の特性 


発芽揃いは、本組換えワタと非組換えワタとも播種６日後であった。 


草丈では、各時期において本組換えワタと非組換えワタの間に有意差は認められなかった。 


開花特性では、花蕾数について個体間のばらつきが大きかったが、本組換えワタと非組換


えワタの間に有意差は認められなかった。がくは３枚の心臓形をした大きながく片からなり、


縁は鋸歯状であった。花弁は５枚、基部は折れ重なっていた。雌蕊は１本、雄蕊は子房下部


より多数伸長するが、柱頭には達していなかった。子房基部に６本の小さな蜜腺があるが、


芳香はほとんどなかった。花色は、本組換えワタと非組換えワタとも開花初日は白色で、２


日目から３日目にかけて薄ピンク色になり、３～４日目には萎れて落花した。花器形態には


本組換えワタと非組換えワタ間で差がみられなかった。 


開じょ特性では、開花後約１ヵ月半で最大の大きさになり、本組換えワタ、非組換えワタ


とも、開じょした。収穫期に差は見られなかった。 


さく形態は、本組換えワタと非組換えワタとも楕円形で、開花後１週間で肥大を始めた。


株当たりの収穫さく数及び未収穫さく数は、本組換えワタと非組換えワタの間に有意差は認


められなかったが、収穫さく数は本組換えワタで多かった（19.2個対11.7個）。これについて


は、ワタノメイガ及びアワノメイガの食害により非組換えワタの生育及びさくの成熟が遅延


したためと推察された。さく重量には、差は見られなかった。さくの室数は本組換えワタと


非組換えワタとも3～5で、各さくに21～33粒の種子を生じていた。 
 


② 生育初期における低温耐性 


生育初期における低温耐性について検討するため、本葉２葉期の20個体を４℃、12時間日


長の人工気象器に搬入し、経時的に反応を調査した。人工気象器搬入の翌日から、子葉の萎


凋・退色がみられ、搬入６日後には全個体が枯死した。このことから、本組換えワタの幼植


物は、一般のワタと同様に４℃条件下では生存できないことが確認された。 
 


③ 成体の越冬性 


九州沖縄農業研究センターの露地ほ場で栽培した本組換えワタ及び非組換えワタの株は、


12月下旬までの低温及び降霜で完全に枯死し、成体での越冬も困難であり、本組換えワタと


非組換えワタの差は見られなかった。 







 20 


④ 花粉の稔性及びサイズ 


我が国においては、本組換えワタの種子を販売する予定はなく、ワタの商業栽培も行われ


ていない。よって、搾油用または飼料用として輸入された本組換えワタの種子が輸送中にこ


ぼれ落ち、自生化することにより他の植物を駆逐し、我が国の生物多様性に影響を与えるこ


とが想定される。しかし、こぼれ落ちた種子が発芽した後に生育あるいは自生化して完全な


成体になるまでは形成されないことと、これまでに、輸送中にこぼれ落ちた種子が我が国の


自然条件下で生育あるいは自生化したという報告はされていないことから、花粉の稔性及び


サイズの調査は行わなかった。 
 


⑤ 種子の生産量、脱粒性、休眠性及び発芽率 


種子の生産量については、１株当たりのさく数、さくの室数、さく当たりの種子数、さく


重量の本組換えワタと非組換えワタとの差異を調査した。その結果、本組換えワタと非組換


えワタの間に有意差は認められなかった。 


脱粒性に関しては、ワタの種子は地毛が絡み合って分離しにくいため、種子の脱粒性は低


いものと考えられる。ワタは通常、開花後40～60日で開じょする（「農学大辞典」養賢堂）。


隔離ほ場試験において本組換えワタと非組換えワタの開じょ特性を比較した結果、本組換え


ワタ及び非組換えワタの開じょ期及びその進行程度は､一般のワタと同様であった。また、開


じょした本組換えワタのさくの綿毛は、非組換えワタと同様に地毛が絡み合って分離しにく


いことが認められた。したがって、本組換えワタの脱粒性は非組換えワタと同等であると考


えられた。 


ワタの種子は休眠性が極めて浅く、土壌中で湿度や温度（14℃以上）など一定の条件が揃


えば発芽することが知られている（OGTR 2002）。また、米国で行った20ヵ所のほ場試験に


おいて、本組換えワタと非組換えワタの休眠性に差が認められなかった。したがって、本組


換えワタ種子の低温での生存性及び越冬性能力は極めて低く、我が国の冬季における低温条


件下では発芽能力を維持できないと判断されたため、休眠性に関する試験は行わなかった。 


発芽率については、本組換えワタが92%、非組換えワタが98%であり、本組換えワタと非


組換えワタの間で有意差は認められなかった。 
 


⑥ 交雑率 


本組換えワタの花粉飛散等により、非組換えワタに交雑が生じる可能性を検討した。九州


沖縄農業研究センターの隔離ほ場において、本組換えワタに隣接して栽培されている非組換


えワタの種子及び本組換えワタの種子をそれぞれ180粒及び20粒採取し、ビニルハウス内に


播種した。本葉２葉期にグルホシネート液剤の200倍液（通常使用濃度）を1.5cc/m2散布し、
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散布５日後に生存個体数を調査した。その結果、本組換えワタは供試した20個体すべてが生


存したのに対し、非組換えワタは供試した180個体中３個体が生存した。また、隔離ほ場試験


におけるグルホシネート散布試験では、非組換えワタにグルホシネート液剤の200倍液を1.5


㏄/㎡散布した結果、５個体すべてが枯死したことから、本試験において生存した３個体は、


交雑によりグルホシネート耐性が件与されたものと考えられた。以上のことにより、風媒あ


るいは虫媒により1.7％の交雑が生じた可能性が示唆されたが、ワタの自然交雑率は2.0％（11


ヵ所平均、0～5.9％）という報告があり（Umbeck et al. 1991）、認められた交雑率は一般の


ワタと同等であった。 
 
⑦ 有害物質の産生性 


本組換えワタと非組換えワタの有害物質の産生性を比較するために、後作試験、鋤込み試


験及び土壌微生物相試験を行った。 
 


＜後作試験＞ 


本組換えワタ及び非組換えワタの栽培土壌を用いた後作試験において、検定植物であるハツ


カダイコンの発芽数、草丈、根長、地上部生重について統計学的有意差は認められなかった。 


 


＜鋤込み試験＞ 


本組換えワタ及び非組換えワタの植物体を用いた鋤込み試験において、検定植物であるハ


ツカダイコンの発芽数、草丈、根長､地上部生重について統計学的有意差は認められなかった。 


 


＜土壌微生物相試験＞ 


播種期、生育期及び収穫期の土壌を採取し、ATPバイオマス、土壌中の微生物生菌数、放


線菌数、糸状菌胞子数、Pseudomonus 数を測定した。また、収穫期には代表的な作物体を引


き抜き、側根の微生物相を調査した。その結果、播種期土壌では組換え区の生菌数（希釈肉


汁培地）は対照区との間に統計学的有意差が認められたが（組換え区：1.21×107 CFU/g 乾


土、対照区：8.38×106 CFU/g 乾土）、その差は通常の変動範囲内であり、供試土壌としては


適切であったと判断された。栽培期間には、すべての調査項目において組換え区と対照区で


統計学的有意差は認められなかった。収穫期土壌の側根付近でも、組換え区と対照区で微生


物相の違いを検出することはできなかった。 


 


以上の結果から、有害物質の産生性に関して、本組換えワタにおいて意図しない有害物質


の産生はないと考えられる。 
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3 遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報 


(1) 使用等の内容 


食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこれらに付随する


行為 
 


(2) 使用等の方法 


――― 


 
(3)承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後における情報収集の方法 


――― 


 
(4) 生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を防止する


ための措置 


「緊急措置計画書」を参照。 
 
(5) 実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似の環境での


使用等の結果 


――― 


 
(6) 国外における使用等に関する情報 


国外における本組換えワタの安全性に係る承認の状況を表 4（P.22）に示した。 


表 4 国外における本組換えワタの安全性に係る承認の状況 
国名 承認機関 承認時期 承認内容 


米国農務省 2004年7月 無規制栽培 
米国食品医薬品局 2004年8月 食品及び飼料安全性 米国 
米国環境保護局 2004年9月 植物農薬登録 


メキシコ メキシコ保健省 2004年9月 植物農薬登録 
なお、国内における安全性審査の状況については、ワタ281及びワタ3006は平成17年9月に、


本組換えワタは平成17年10月に、厚生労働省より｢食品衛生法｣に基づく安全性の承認を得た。


また、ワタ281及びワタ3006は、平成17年７月、農林水産省に「飼料安全法」に基づく安全


性審査の申請を行った。 
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第二 項目ごとの生物多様性影響の評価 


本組換えワタの育種には、一般的に行われている自家受粉による系統育種法により行った。


まず、F2世代においてPCR法により改変型cry1F 及び改変型cry1Ac 遺伝子をもつ株を特定し、


両遺伝子をもたない株を開花前に除去した。次に、開花した株において自家受粉を行い、F3


世代を得た。これを繰り返すことにより、優性ホモ個体の割合を高めることができ、商品化


するF7世代では、調べた368種子すべてが、改変型Cry1F及び改変型Cry1Ac蛋白質をともに


発現した。したがって、商品化する本組換えワタは親系統に分離する可能性は低いと考えら


れ、項目ごとの生物多様性影響の評価においては、本組換えワタによる生物多様性影響の評


価を行った。 
 


１ 競合における優位性 


（１）影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
平成15年度に、独立行政法人 農業技術研究機構 九州沖縄農業研究センターにおいて、野


生植物との競合における優位性に寄与すると考えられる特性（形態及び生育の特性、生育初


期における低温耐性、成体の越冬性、種子の生産量・脱粒性・休眠性・発芽率）について調


査を行った｡その結果、いずれの項目においても、本組換えワタは非組換えワタとの間に統計


学的有意差は認められなかった。また、ワタについては我が国においてこぼれ落ちて自生し


たという報告はされていない。 


以上の結果より、本組換えワタと非組換えワタには、競合における優位性に影響を与える


差はないと判断された。 


本組換えワタは改変型cry1F 及び改変型cry1Ac 遺伝子の発現により、改変型Cry1F及び改


変型Cry1Ac蛋白質が産生されることからチョウ目害虫に対して抵抗性を示す。しかし、チョ


ウ目害虫による食害は、ワタが我が国の自然環境下において生育することを困難にさせる主


な要因ではないことから、この形質によって本組換えワタが自生し、競合における優位性を


持つようになるとは考えられない。また、本組換えワタは、選抜マーカーとして使用したpat 
遺伝子の発現によりPAT蛋白質が産生されるが、グルホシネートを散布されることが想定さ


れにくい自然環境下においては、PAT蛋白質を産生することが本組換えワタの競合における


優位性を高めるとは考えられない。 


 


以上のことより、競合における優位性に起因する影響を受ける可能性のある野生動植物等


は特定されないと判断された。 
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（２）影響の具体的内容の評価 
――― 


 
（３）影響の生じやすさの評価 
――― 


 
（４）生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 


影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、本組換えワタの競合における優位


性に起因して生物多様性影響を生ずるおそれはないと判断された。 


 


 


２ 有害物質の産生性 


（１）影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
ワタには、他感作用物質のような野生動植物等の生息又は生育に影響を及ぼす有害物質の


産生性は知られていない。有害物質の産生性に関して、後作試験、土壌微生物相試験、鋤込


み試験を行ったが、いずれの試験においても本組換えワタと非組換えワタとの間に有意差は


認められず、本組換えワタには意図しない有害物質は産生されていないと判断された。 


さらに我が国では、ワタの商業栽培は殆ど行われておらず、本組換えワタの種子を栽培の


ために販売する予定はないため、本組換えワタが有害物質を産生して野生動植物等に影響を


与えるとするならば、搾油用あるいは飼料用として輸入された種子が、輸送中に温度・水分


条件が生育に適した土地に落ちて生育した場合が想定された。しかし、現在までにワタの種


子がこぼれ落ちて、我が国の自然条件下で生育したという報告はされていない。 


本組換えワタには、選抜マーカーとして使用したPAT蛋白質を産生する性質が付与されて


いる。しかし、PAT蛋白質は有害物質としては知られておらず、また、PAT蛋白質が他の代


謝系に関与するとは考えられていない。 


また、本組換えワタには、チョウ目害虫抵抗性を示す改変型Cry1F及び改変型Cry1Ac蛋白


質を産生する性質が付与されているため、本組換えワタの花粉により非標的チョウ目昆虫種


への影響が懸念されるが、仮に生育したとしてもワタの花粉は比較的重く、粘着性があるた


め飛散する可能性は少ない。したがって、ワタを摂食しない非標的チョウ目昆虫種が本組換


えワタの花粉に曝露される可能性は低いと考えられる。 


以上のことより、本組換えワタにおいて、有害物質の産生性に起因する影響を受ける可能


性のある野生動植物等は特定されないと判断された。 
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（２）影響の具体的内容の評価 
――― 


 
（３）影響の生じやすさの評価 
――― 


 


（４）生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 
以上のことから、有害物質の産生性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと判


断された。 
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３ 交雑性 


（１）影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 
本組換えワタと交雑可能な近縁野生種は我が国には存在しないことから、本組換えワタの


交雑性に関して影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されなかった。 


 
（２）影響の具体的内容の評価 
――― 


 
（３）影響の生じやすさの評価 
――― 


 
（４）生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 


以上のことから、本組換えワタの交雑性に起因する生物多様性への影響が生ずるおそれは


ないと判断された。 


 


４ その他の性質 


本組換えワタにおいては、上記の他に生物多様性影響評価を行うことが適切であると考え


られる性質は認められなかった。 
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第三 生物多様性影響の総合的評価 


本組換えワタの育種には、一般的に行われている自家受粉による系統育種法により行った。


まず、F2世代においてPCR法により改変型cry1F 及び改変型cry1Ac 遺伝子をもつ株を特定し、


両遺伝子をもたない株を開花前に除去した。次に、開花した株において自家受粉を行い、F3


世代を得た。これを繰り返すことにより、優性ホモ個体の割合を高めることができ、商品化


するF7世代では、調べた368種子すべてが、改変型Cry1F及び改変型Cry1Ac蛋白質をともに


発現した。したがって、商品化する本組換えワタは親系統に分離する可能性は低いと考えら


れ、項目ごとの生物多様性影響の評価においては、本組換えワタによる生物多様性影響の評


価を行った。 


 


我が国では、本組換えワタの種子を栽培のために販売する予定はなく、ワタの商業栽培は


行われていない。さらに、我が国には本組換えワタと交雑可能なGossypium 属植物の自然分


布は報告されていない。本組換えワタが野生動植物等に影響を与えるとするならば、搾油用


あるいは飼料用として輸入された種子が輸送中に生育に適した土地に落ちて、生育した場合


が想定されるが、我が国の自然条件下で生育したという報告はされていない。 


 


競合における優位性に関わる形質として、形態及び生育の特性、生育初期における低温耐


性、成体の越冬性、種子の生産量・脱粒性・休眠性・発芽率について、本組換えワタと非組


換えワタを比較した。その結果、いずれの項目においても組換え遺伝子に起因すると考えら


れる差異は認められなかった。 


また、本組換えワタはチョウ目害虫に抵抗性を示すが、栽培作物であるワタが本形質を付


与されたことにより、自然環境下で発芽し、自生化できるほど競合における優位性が高まる


ことはないと考えられる。また、本組換えワタは選抜マーカーとして使用したPAT蛋白質が


発現しているが、自然環境下で除草剤グルホシネートが使用されることはないため、本形質


が付与されたことにより、競合における優位性が高まることはないと考えられる。 


以上のことから、競合における優位性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと


判断された。 


 


有害物質の産生性に関して、後作試験、鋤込み試験及び土壌微生物相への影響試験を行っ


た結果、本組換えワタと非組換えワタの間に意図しない差異は認められなかった。本組換え


ワタの中には改変型Cry1F及び改変型Cry1Ac蛋白質が発現しているため、本組換えワタの花


粉による非標的チョウ目昆虫種への影響が懸念される。しかし、ワタの花粉は比較的重く、
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粘着性があるため飛散する可能性が低く、ワタを直接摂食しない非標的昆虫種が本組換えワ


タの花粉に曝露される可能性は低いと判断された。また、本組換えワタは選抜マーカーとし


て使用したPAT蛋白質が発現しているが、PAT蛋白質は高い基質特異性をもっているため、


新たに有害物質を産生し、自然環境下において野生動植物等に影響を及ぼすとは考えられな


い。 


以上のことから、有害物質の産生性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないと判


断された。 


 


我が国において本組換えワタの栽培予定はなく、Gossypium hirsutum と交雑可能な近縁


野生種は我が国には自生していない。したがって、交雑性に起因する生物多様性影響が生ず


るおそれはないと判断された。 


 


よって、総合的評価として、本組換えワタを、第一種使用規程に従って使用した場合、我


が国の生物多様性へ影響を生ずるおそれはないと判断した。 
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緊急措置計画書（食用、飼料用に供する場合） 
 


平成1６年１２月１０日 


 


 氏名 ダウ・ケミカル日本株式会社 


 代表取締役 モンティー・べイヤー 


 住所 東京都品川区東品川２丁目２番24号 


 


第一種使用規程の承認を申請しているチョウ目害虫抵抗性及び除草剤グルホシネ


ート耐性ワタ(cry1F, cry1Ac, pat, Gossypium hirsutum L.) (281×3006, OECD UI : 
DAS-24236-5×DAS-21Ø23-5) (以下、本組換えワタ)について、第一種使用規程に従


った使用が承認された場合においても、今後、生物多様性影響が生ずるおそれがある


と、科学的根拠に基づき立証された場合には、当該影響を効果的に防止するため、以


下の措置をとることとする。 
 


１ 第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 


ダウ・ケミカル日本株式会社内に、緊急措置に適切に対応するための危機対策本部


を速やかに設置する。危機対策本部は、代表取締役を本部長とし、広報部、業務部、


登録部の部門長から構成される。同時に、危機対策本部並びに本組換えワタの開発社


である米国ダウ・アグロサイエンス社との円滑な連絡を確保するための連絡窓口を設


置し、登録部長が責任者となる。 
 


２ 第一種使用等の状況の把握の方法 


弊社は、米国ダウ・アグロサイエンス社と連絡をとり、第一種使用等の状況に関し、


可能な限り情報収集を行う。 
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３ 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の


内容を周知するための方法 


米国ダウ・アグロサイエンス社は、販売した種子の購入者及び穀物取扱い業者、ワ


タの栽培者が加入する団体に対して、広く情報を提供するための連絡体制を保有して


いる。したがって、今後、本組換えワタが我が国の生物多様性に影響を与えるおそれ


があると科学的根拠に基づき立証された場合には、これらの連絡体制を使って、関係


各者と連絡を取る。 
 
また、必要に応じて、日本国内の主要３紙並びに、ダウ・ケミカル日本株式会社の


ホームページ上に、本件について通知するための記事を掲載する。 
 


４ 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を取り、その使用等を継続する


ための具体的な措置の内容 


今後、本組換えワタが我が国の生物多様性に影響を与えるおそれがあると科学的根


拠に基づき立証された場合には、弊社は、米国ダウ・アグロサイエンス社とともに、


日本向けに輸出している穀物取扱い業者及び種子取扱い業者に対して不活化及び拡


散防止措置を講じるように通知する。 
 


５ 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 


科学的正当性のある根拠に基づき、本組換えワタが我が国の生物多様に性影響を与


えるおそれがあると認められた場合には、弊社は、速やかに農林水産省農産安全管理


課及び環境省野生生物課に連絡するとともに、緊急措置対応のための体制及び連絡窓


口を報告する。 
 


以上  
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添付資料の一覧 
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ける安全性評価試験報告書 
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第一種使用規程承認申請書 
 平成 20 年 5 月 29 日   


    
 
 
農林水産大臣  若林 正俊 殿 
環境大臣    鴨下 一郎 殿 
        
 


氏名  シンジェンタシード株式会社 
 申請者      代表取締役社長 大伴 秀郎 


住所  千葉県香取郡多古町高津原向ノ台 401-2 
 
 
 
 
 第一種使用規程について承認を受けたいので、遺伝子組換え生物等の使用等の規


制による生物の多様性の確保に関する法律第 4 条第 2 項の規定により、次のとお


り申請します。 
 
 


遺伝子組換え生物等の


種類の名称 
チョウ目害虫抵抗性ワタ（改変 vip3A, Gossypium hirsutum 
L.）（COT102, OECD UI: SYN-IR102-7）  


遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の内容 
食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及び廃


棄並びにこれらに付随する行為 


遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の方法 － 
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生物多様性影響評価書の概要 


 


 


第 1 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報 


 


1. 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 


 


(1) 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 


 


① 和名、英名及び学名 


和名：ワタ 


英名：cotton  


学名：Gossypium hirsutum L. 


 


② 宿主の品種又は系統名 


宿主はアオイ科ワタ属に属する 4 倍体栽培ワタ（G. hirsutum）の品種 Coker312 であ


る。 


 


③ 国内及び国外の自然環境における自生地域 


現在、ワタ属植物種は 2 倍体種と 4 倍体種から成り、およそ 50 種が知られている


が、栽培種は 2 倍体種（2n=26）の G. herbaceum と G. arboreum 並びに 4 倍体種（2n=52）


の G. hirsutum と G. barbadense の 4 種のみである。今日、栽培されているワタの約 91%


かそれ以上は G. hirsutum 種と考えられている（文献 1）。 


 


ワタ属植物種を自然環境における分布範囲で分類すると、2 倍体種はオーストラリ


ア群（主にオーストラリア北西部に分布）、アフリカ・アラビア群（主にアフリカか


らアラビア半島に分布）及びアメリカ群（主にメキシコ西部からペルー及びガラパゴ


ス諸島に分布）の 3 グループに分類される。また、4 倍体種は、G. hirsutum が中央ア


メリカ沿岸、G. barbadense がペルー及びエクアドル沿岸、G. tomentosum がハワイ諸


島、G. mustelinum がブラジル及び G. darwinii がガラパゴス諸島に主に分布している


（文献 2、文献 3、文献 4）。我が国におけるワタ属植物種の自生は報告されていな


い。 


 


(2) 使用等の歴史及び現状 
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① 国内及び国外における第一種使用等の歴史 


メキシコの紀元前 5800 年ごろの洞窟から、4 倍体の G. hirusutum のさく（果実）が


発掘されたといわれており、ワタの栽培利用の歴史は極めて古い。インドは紀元前数


百年ごろからワタの生産国として有名であった。ここで作出された G. arboreum は、


北インドから東は東南アジアに広がり、また、西はアラビアを経て西アフリカに及ん


だ。中国ではワタは 11 世紀以来主要畑作物の一つになっている。新大陸では紀元前


から 4 倍体の G. hirsutum 及び G. barbadense が栽培されていた。この当時のワタは永


年性の灌木であったが、永年性のG. barbadenseは各地に広がって 1年生の種類を生じ、


南カロライナの沿岸地帯と島嶼部では今日の世界最長繊維種の「海島綿」となり、さ


らにこれがエジプトに入って現地の改良種と交雑の結果、長繊維種の「エジプト綿」


を生じている。また、中南米で栽培された G. hirsutum は 1700 年頃アメリカ合衆国に


入り、内陸部で「陸地綿」と呼ばれる 1 年生の早生種が栽培されてアメリカ合衆国の


主要作物となったが、南北戦争のためその供給が絶たれたのを機に、世界の熱帯・亜


熱帯の諸国に広がった（文献 5）。 


 


日本に初めてワタ作が伝えられたのは 799 年（延暦 18 年）で、三河国に漂着した


インド人が、ワタを伝えたことが記録に残っているが、このワタはすぐに消滅したよ


うである。その後、文褖年間（1592～1595）にワタの種子が九州に再び伝えられ、ワ


タ作は関東以南に広がり明治 15～20 年ごろには 10 万ヘクタール、2 万 4,000 トンの


生産をみるにいたったものの、輸入におされて次第に衰微した。第二次世界大戦中及


び戦後に再び盛んになったが、現在ではわずかに園芸的に観賞用として栽培されるの


みである（文献 5）。 


 


② 主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途 


2006 年におけるワタの世界総栽培面積は約 3,500 万ヘクタールで、インドが約 890


万ヘクタール(25%)、米国が約 560 万ヘクタール(16%)、中国が約 540 万ヘクタール


(15%)、パキスタンが約 310 万ヘクタール(9%)であった(文献 6)。ワタの生産量は 2,658


万トンで、世界生産の約 29％を中国が占めており、次いでインド、米国、パキスタン


である。ワタの輸出量については、アメリカ、インド、ウズベキスタン、オーストラ


リアの順である。一方、ワタの輸入量は、中国、トルコ、バングラデシュ、パキスタ


ンの順である（文献 7）。日本における 2007年の採油用のワタの輸入量は約 14万 4,000


トンであり､米国（約 10 万トン）やオーストラリア（約 4 万 1,000 トン）から輸入さ


れている（文献 8）。 


 


ワタの生産は国によって原始的農耕が行われているところもあるが、主要な生産国
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では高度に機械化されている。すなわち、開発途上国では人手による播種及び除草、


手摘みによる収穫が行われているのに対して、先進国では、機械による播種、除草剤


及び除草機による除草、摘み取り機による収穫が行われている（文献 9）。 


  


ワタの綿毛には約 94％のセルロースが含まれており、その大部分が紡織用（綿糸、


綿織物等）あるいは製綿用（ふとん綿、脱脂綿等）に利用される。地毛は短いため繊


維として利用されず、セルロースや紙の原料とされる。種子は 18～24%の油脂と 16


～20%の蛋白質を含んでおり、油脂から綿実油が生産される（文献 10、文献 11）。


綿実油は、食用油の他マーガリンや石鹸の原料等として用いられており、搾油後の綿


実粕は精製して飼料や肥料として用いられる（文献 5）。 


 


(3) 生理学的及び生態学的特性 


 


イ、基本的特性 


ワタは灌木状で高さ 1～2.5 m である。葉柄の先の葉身は、通常 3～5 裂に深裂した


掌状をしている。主茎からは結果枝と発育枝が生じ、発育枝からはさらに結果枝が生


じ、結果枝には花が形成される。花芽は 3 枚のほう葉に包まれている。開花は下位の


枝から始まり、1 個体の花が咲き終わるのに 1～2 ヶ月を要する。果実であるさくは、


直径数 cm であり、内部が 3～5 室に分かれ、各室に 6～9 個の種子ができる。さくの


色は緑～暗緑色であり、その後茶色く成熟すると縦に割れて開く（文献 11）。 


 


ロ、生息又は生育可能な環境の条件 


 ワタは熱帯原産であり、高温・多照で、開じょ期に乾燥するところが望ましい（文


献 10）。発芽の最低温度は 12℃であり、通常、年降雨量 1,000～1,500 mm 程度の場所


で栽培されるが、灌漑ができれば降雨は少ないほうがよい（文献 5）。ほぼ北緯 40 度


から南緯 35 度の間の熱帯から温帯にかけて栽培される（文献 11）。 


 


ワタは酸性に弱いが、アルカリに対する適応性が高い。塩分に対しては作物の中で


耐性が高く、塩分の多いアルカリ性土壌でも栽培できる（文献 11）。 


 


ハ、繁殖又は増殖の様式 


 


① 種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命 


ワタのさくは成熟するにつれて水分が減り、さく皮が裂けて開じょする（文献 10、


文献 11）。種子の表面は、種子の表皮細胞が外部に突出、伸長してできた綿毛に覆わ
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れていることから（文献 5）、脱粒性及び自然環境下で種子が散布される可能性は低


いと考えられる。休眠性は浅く、土壌中で温度や湿度等の条件が揃えば発芽する（文


献 12）。ワタの種子は湿度の影響を非常に受けやすく、高湿度条件下で保存されたワ


タの種子の寿命は短い（文献 13）。 


 


② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官からの


出芽特性 


ワタは種子によって繁殖し、栄養繁殖による植物体の再生は自然条件下ではおこら


ない（文献 12）。 


 


③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性及びアポミ


クシスを生ずる特性を有する場合はその程度 


ワタは基本的に自家受粉を行うが、マルハナバチやミツバチ等の花粉媒介昆虫によ


って他家受粉が生ずる場合もある（文献 14）。近縁種との交雑の可能性は、染色体数、


媒介昆虫の有無、開花期の同時性、植物間の距離等に依存する（文献 15）が、我が


国においては交雑可能な近縁野生種は報告されていない。また、アポミクシスについ


ての報告はない。 


 


④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命 


ワタは一花当たり 45,000 を超える花粉粒を生産する（文献 16）。ワタの花粉は他の


花粉と比べて重く、粘性が高いので、自然条件下で風に運ばれることはほとんどない。


花粉の飛散距離に関してはこれまでにいくつかの報告があるものの、いずれの報告に


おいても 16 メートル以上離れた植物体間での交雑は認められていないことから（文


献 12、文献 15）、花粉の飛散距離は短いと考えられる。なお、マルハナバチやミツ


バチ等の昆虫によって花粉が媒介されることはある。ワタの花粉の寿命は約 12 時間


である（文献 17）。 


 


ニ、有害物質の産生性 


ワタにおいて、他感作用物質のような野生動植物等の生息又は生育に影響を及ぼす


有害物質の産生性は知られていない。 


 


ホ、その他の情報 


ワタにはゴシポールとシクロプロペン脂肪酸が含まれている（文献 18）。 
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ゴシポールは腺組織（ピグメントグランド）に存在するテルペノイドである。ゴシ


ポールには遊離型と結合型があるが、遊離型は非反芻動物に対する毒性及び雄の抗受


精特性を有する（文献 18）。綿実粕は、綿実中の遊離ゴシポールが搾油工程で蛋白質


と結合かつ不溶化して著しく減少し、無害な結合型に変化するために飼料として使用


できる。綿実油中の遊離ゴシポールは精製工程で結合型となり、各工程で取り除かれ


る（文献 19）。 


 


また、綿実油にはシクロプロペン環を有する脂肪酸（ステルクル酸やマルバリン酸）


が存在することが知られており、綿実原油中での含量は1%前後である（文献 19）。


シクロプロペン脂肪酸は、飽和脂肪酸の不飽和化を阻害するため、鶏卵の脱色や、ふ


化率の低下を引き起こす（文献 18）。シクロプロペン脂肪酸は綿実油の精製工程を経


るにしたがって著しく減少し、特に活性白土による脱色及び脱臭工程で取り除かれる。


また、水素添加反応によってもその特性を失う（文献 19）。 


 


ワタは種子が多量の綿毛に覆われているため、鳥類のような種子を捕食する動物は


好まず、哺乳類もゴシポールが含まれていることや種子の形態により、捕食すること


を避けると思われる。さらに、野生の哺乳動物が綿実を捕食するという例も知られて


いない。 


 


2. 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報 


 


(1) 供与核酸に関する情報 


 


イ、構成及び構成要素の由来 


チョウ目害虫抵抗性ワタ（改変vip3A, Gossypium hirsutum L.）（COT102, OECD UI: 


SYN-IR102-7）（以下、「本組換え体」と記す。）の作出に用いた供与核酸の構成及び構


成要素の由来は表1に示すとおりである。 


 


表 1 本組換え体作出に用いた供与核酸 pCOT1 の構成要素の由来及び機能 


構成要素 サイズ 
（bp） 


由来及び機能 


害虫抵抗性遺伝子カセット 


Act2 


プロモーター 


 


1,408 Arabidopsis thaliana 由来のアクチン遺伝子（actin-2 遺伝子）の


第 1 エクソン及びイントロンを含むプロモーター領域（文献 
20）。目的遺伝子（改変 vip3A 遺伝子）を恒常的に発現させる。 
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改変 vip3A 


遺伝子 


 


2,370 一般に土壌に生息するグラム陽性細菌である Bacillus 
thuringiensis strain AB88 由来の vip3A 遺伝子（文献 21）を、植


物における発現に適したコドン（文献 22）に改変した遺伝子。


チョウ目昆虫に殺虫活性を示す改変 Vip3A 蛋白質をコードす


る。改変 Vip3A 蛋白質では、そのアミノ酸配列の 284 番目の


アミノ酸がリシンからグルタミンに置換されている。 
NOS 


ターミネーター 


253 Agrobacterium tumefaciens 由来のノパリン合成酵素遺伝子のタ


ーミネーター配列。ポリアデニル化により、mRNA の転写を


終結させる（文献 23）。 
形質転換体選抜マーカー遺伝子カセット 


Ubq3 


プロモーター 


1,721 A. thaliana 由来のポリユビキチン遺伝子（ubi3）の第 1 イント


ロンを含むプロモーター領域（文献 24）。目的遺伝子（aph4）
を恒常的に発現させる。 


aph4 


遺伝子 


1,026 大腸菌（Escherichia coli）由来のリン酸基転移酵素（ハイグロ


マイシン B リン酸基転移酵素）遺伝子。ハイグロマイシンと


いくつかの類縁アミノグリコシドをリン酸化することから


（文献 25）、ハイグロマイシン耐性を付与する。本組換え体


作出の際の形質転換細胞の選抜マーカー。 
NOS 


ターミネーター 


253 A. tumefaciens 由来のノパリン合成酵素遺伝子のターミネータ


ー配列（文献 23）。ポリアデニル化により、mRNA の転写を


終結させる。 


その他の領域（＝外骨格領域） 


LB 25 
A. tumefaciens由来のノパリン Ti－プラスミドの T-DNAレフト


ボーダー領域（文献 26）。 


spec 789 


E. coli由来のトランスポゾンTn7のストレプトマイシンアデニ


ル酸転移酵素遺伝子（aadA）（文献 27）。エリスロマイシン、


ストレプトマイシン、スペクチノマイシン耐性を付与するた


め、ベクターの選抜マーカーとして用いた。 


repA 1,074 


Pseudomonas属細菌由来のプラスミド pVS1由来のレプリコン


（DNA の複製を制御する最小機能複製単位）領域。A. 
tumefaciens においてベクターの維持に必要な遺伝子（文献 
28）。 


VS1 ori 405 
Pseudomonas属細菌由来のプラスミド pVS1の複製起点共通配


列。A. tumefaciens における複製起点となる（文献 29）。 
ColE1 ori 807 E. coli 由来のプラスミドの複製起点（文献 30）。 
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RB 25 
A. tumefaciens 由来のノパリン Ti－プラスミドの T-DNA ライ


トボーダー領域（文献 31）。 


ロ、構成要素の機能


① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカー、その他の供与核酸


の構成要素それぞれの機能


本組換え体作出に用いられた供与核酸の構成要素の機能を表 1に示した。 


② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及び当該蛋白


質がアレルギー性（食品としてのアレルギー性を除く。）を有することが明らかと


なっている蛋白質と相同性を有する場合はその旨


改変 Vip3A 蛋白質 


Bacillus thuringiensis 由来で殺虫活性を示す Cry 蛋白質は、B. thuringiensis の芽胞形


成期に産生されて細胞内に内在するのに対し、本組換え体において発現する改変


Vip3A 蛋白質が属する Vip 蛋白質は、B. thuringiensis の栄養成長期に産生されて細胞


外に分泌される殺虫活性蛋白質（Vegetative Insecticidal Protein）として見出された（文


献 21）。このような Vip 蛋白質には、これまでに Vip1、Vip2 及び Vip3 蛋白質が知ら


れており、Bacillus thuringiensis nomenclature committee（Bacillus thuringiensis 分類委員


会）により 3 群、7 節に分類されている。なお、Vip1 及び Vip2 蛋白質はコウチュウ


目昆虫に対して殺虫活性を示し、Vip3 蛋白質はチョウ目昆虫に対して殺虫活性を示す。 


Vip3A 蛋白質の全長は 88kDa であるが、標的チョウ目昆虫の幼虫に摂取されると消


化管内で部分消化され、62kDa のコア蛋白質になる。このコア蛋白質が標的昆虫の腸


管上皮細胞の受容体に結合し、イオンバランスを乱して腸管上皮細胞を破壊し、その


結果、消化プロセスが阻害されて殺虫活性を示すことが示唆されている（文献 32、


文献 33）。この作用機作は Cry 蛋白質と同様である。また、Lee ら（文献 33）は、


Vip3A 蛋白質と Cry1Ab 蛋白質が互いに競合せずに中腸上皮刷子縁膜小胞（brush 


border membrane vesicles；BBMV）へ結合することを報告しており、さらに、感受性


チョウ目昆虫種であるタバコホーンワーム（タバコスズメガ）（Manduca sexta）の


BBMV において、Cry1Ab 蛋白質の受容体として知られるアミノペプチダーゼ様及び


カドヘリン様分子に、Vip3A 蛋白質が結合しないことも明らかにした（文献 33）。


以上のように、Vip3A 蛋白質の作用機作は Cry 蛋白質と同様と考えられるものの、


Vip3A 蛋白質と Cry1Ab 蛋白質では受容体が異なることが示されている（文献 33）。 
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Vip3A 蛋白質は、米国のワタ栽培で発生するチョウ目害虫であるコットンボールワ


ーム（アメリカタバコガ）（Helicoverpa armigera）、タバコバッドワーム（ニセアメリ


カタバコガ）（Heliothis virescens）等に殺虫活性を示すことが確認されている。一方、


ワタの花粉を媒介することがあるミツバチ（Apis mellifera）、さらに、Cry1Ab 蛋白質


が殺虫活性を示すチョウ目昆虫のヨーロピアンコーンボーラー（アワノメイガ）


（Ostrinia nubilalis）や、オオカバマダラ（Danaus plexippus）に対しては殺虫活性を示


さないことが確認されている。 


 


また、改変 Vip3A 蛋白質のアミノ酸配列が既知アレルゲンや毒素と有意な相同性を


持たないことを、公的に利用可能な蛋白質データベース（SWISS-PROT、FARRP 等）


を用いた相同性検索によって確認した。 


 


APH4蛋白質 


aph4 遺伝子は E. coli 由来で、ハイグロマイシン B リン酸基転移酵素である APH4


蛋白質をコードしている。APH4 蛋白質はハイグロマイシンをリン酸化して無毒化す


るため、この蛋白質を有する細胞はハイグロマイシン耐性を示すことから（文献 34）、


遺伝子が導入された細胞を選抜するマーカーとして利用した。APH4 蛋白質は基質特


異性が高く、アミノグリコシド系抗生物質のハイグロマイシン B、ハイグロマイシン


B2、さらに構造が類似したデストマイシン A、デストマイシン B をリン酸化するこ


とが知られているが、他のアミノシクリトール系やアミノグリコシド系の抗生物質


（ネオマイシン、ストレプトマイシン、ゲンタマイシン、カナマイシン、スペクチノ


マイシン、トブラマイシン、アミカシン等）はリン酸化しない（文献 34、文献 35）。 


 


APH4 蛋白質の安全性に関し、本蛋白質は米国環境保護庁（EPA）により残留基準


値の設定の免除が認められている（文献 36）。 


 


また、本蛋白質のアミノ酸配列が既知アレルゲンや毒素と相同性をもたないことを、


公的に利用可能な蛋白質データベース（SWISS-PROT、FARRP 等）を用いた相同性検


索によって確認した。 


 


③ 宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容 


改変 vip3A遺伝子によって発現する改変 Vip3A 蛋白質が酵素活性を持つという報告


はなく、よって宿主の代謝系とは独立して機能すると考えられる。また、aph4 遺伝子


によって発現する APH4 蛋白質は、ハイグロマイシン B と一部の類縁アミノグリコシ
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ド系抗生物質をリン酸化する酵素であるが、極めて基質特異性が高く、植物体中に基


質となり得る物質が存在することは知られていないことから（文献 38）、植物の代謝


系に何らかの影響を及ぼす可能性は極めて低いと考えられる。 


 


以上のことから、導入された遺伝子が宿主の持つ代謝系を変化させる可能性は極め


て低いと考えられる。 


 


(2) ベクターに関する情報 


 


イ、名称及び由来 


本組換え体の作出に用いたベクターは、ベクターpCOT1である。このベクターは


E.coli由来のpBluescript II SK(+)を基に構築された。 


 


ロ、特性  


 


① ベクターの塩基数及び塩基配列 


ベクターpCOT1の塩基数は11,801 bpであり、その塩基配列は明らかにされている。 


 


② 特定の機能を有する塩基配列がある場合はその機能 


ベクターpCOT1には、微生物中でベクターを増殖する際の選抜マーカーとして、ス


トレプトマイシン、エリスロマイシン、スペクチノマイシン耐性を発現するspec遺伝


子が含まれているが、本組換え体中にこれらの遺伝子は導入されていない。 


 


③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関する情報 


 ベクター中に感染性を示すような配列はない。 


 


(3) 遺伝子組換え生物等の調製方法 


 


イ、宿主内に移入された核酸全体の構成 


本組換え体の作出に用いたベクターpCOT1の T-DNA 領域である RBと LBの間の 2


つの遺伝子発現カセット（改変 vip3A 遺伝子カセット及び aph4 遺伝子カセット）が


宿主に移入される。 
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ロ、宿主内に移入された核酸の移入方法 


アグロバクテリウム法によって、ベクターpCOT1のT-DNA領域をワタの胚軸組織に


導入した。 


 


ハ、遺伝子組換え生物等の育成の経過 


 


① 核酸が移入された細胞の選抜の方法 


抗生物質ハイグロマイシンを含む培地で培養することにより、APH4 蛋白質を発現


する細胞を選抜した。 


 


② 核酸の移入方法がアグロバクテリウム法の場合はアグロバクテリウムの菌体の残


存の有無 


形質転換細胞の選抜培養培地に抗生物質セフォタキシンを添加して、形質転換に用


いたアグロバクテリウムを除菌した。その後、セフォタキシンを含まない培地で培養


し、菌体の残存の無いことを確認した。 


 


③ 核酸が移入された細胞から、移入された核酸の複製物の存在状態を確認した系統、


隔離ほ場試験に供した系統その他の生物多様性影響評価に必要な情報を収集する


ために用いられた系統までの育成の経過及び系統樹 


遺伝子導入後に選抜した細胞から植物体を再分化、馴化した後、温室で栽培した。


その後、植物体を TaqMan PCR で分析することで、改変 vip3A 遺伝子及び aph4 遺伝子


の存在が確認された植物体を選抜し、自殖あるいは優良ワタ品種との戻し交配を行い、


後代を育成した。これら後代を用いて生物多様性影響評価に必要な情報を収集した。 


 


なお、本組換え体については、2007 年 5 月に農林水産省及び環境省によって、「遺


伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」に従い、


第一種使用等（隔離ほ場における栽培、保管、運搬及び廃棄並びにこれらに付随する


行為）が承認された。また、食品としての安全性の確認申請を厚生労働省に、飼料と


しての安全性の確認申請を農林水産省に、順次行う予定である。 


 


 (4) 細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安定性 


 







 12


① 移入された核酸の複製物が存在する場所（染色体上、細胞小器官内、原形質内の


別） 


本組換え体の挿入遺伝子はメンデルの法則に従い、複数世代に渡って伝達されるこ


とから、染色体上に存在すると考えられる。 


 


② 移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複数世代にお


ける伝達の安定性 


本組換え体の複数世代から抽出したゲノム DNA を制限酵素処理により切断し、ベ


クターpCOT1 の T-DNA 領域及び外骨格領域をプローブに用いたサザンブロット分析


を行った。その結果、ベクターpCOT1 の T-DNA 領域をプローブに用いた場合、複数


世代で 1 コピーの T-DNA が挿入されたことを示唆する同一のバンドが検出された。


そのため、複数世代に渡り 1 コピーの改変 vip3A 遺伝子カセット及び aph4 遺伝子カ


セットが安定して伝達されていることが示され、各世代における挿入遺伝子の同一性


が確認された。 


 


ベクターpCOT1 の外骨格領域をプローブに用いた場合、いずれの世代においてもバ


ンドは検出されなかった。 


 


以上の結果から、本組換え体には1コピーのベクターpCOT1のT-DNA領域がゲノム


の1ヶ所に挿入されており、後代へ安定して伝達していることが確認された。 


 


③ （6）の①において具体的に示される特性について、自然条件の下での個体間及び


世代間での発現の安定性 


2001 年に米国の 3ヶ所のほ場で本組換え体をそれぞれ栽培し、生育ステージに応じ


て各組織別にサンプルを採取し、改変 Vip3A 蛋白質及び APH4 蛋白質の発現量を


ELISA 法により測定した。なお、花粉及び蜜は、温室栽培した植物体より採取した材


料を用いた。その結果、改変 Vip3A 蛋白質は葉、根、蕾、さく、花粉、種子で検出さ


れたが、綿毛と蜜では検出されなかった。また、2006 年に米国シンジェンタ社の温室


において栽培した 3 世代の本組換え体から葉を採取して ELISA 法により改変 Vip3A


蛋白質の平均発現量を調査した結果、安定的に発現していることが確認された。APH4


蛋白質については、発現量は定量限界値以下であったものの、いずれの世代において


も発現が認められた。 


 


以上のことから、本組換え体における改変Vip3A蛋白質及びAPH4蛋白質は、個体間


及び世代間で安定的に発現していることが確認された。 
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④ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に伝達さ


れるおそれのある場合は、当該伝達性の有無及び程度 


移入された核酸は伝達を可能とする配列を含まない。よって、野生動植物等に伝達


されるおそれはないと推定される。 


 


(5) 遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性 


 本組換え体の目的遺伝子の存在は、ゲノム DNA を制限酵素で切断後、改変 vip3A


遺伝子をプローブとしたサザンブロット分析の結果より確認できる。また、挿入遺伝


子の塩基配列及びその近傍ゲノムの塩基配列に基づいた本組換え体の特異的検出法


を開発している。 


 


(6) 宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違 


 


① 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特性の具


体的な内容 


本組換え体に付与された特性は、改変 vip3A 遺伝子によって発現する改変 Vip3A 蛋


白質によるチョウ目害虫抵抗性と、aph4 遺伝子によって発現する APH4 蛋白質による


選抜マーカー特性である。改変 Vip3A 蛋白質を発現する本組換え体は、米国のワタ栽


培で発生する主要なチョウ目害虫であるコットンボールワーム（アメリカタバコガ）


（Helicoverpa armigera）、タバコバッドワーム（ニセアメリカタバコガ）（Heliothis 


virescens）等に対して抵抗性を示す。 


 


② 以下に掲げる生理的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿主の属


する分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程度 


本組換え体とその対照となる非組換え体を使用し、シンジェンタ ジャパン株式会


社 研究部 中央研究所 神座サイトにて、平成 19 年に隔離ほ場試験を実施した。 


 


a 形態及び生育の特性 


形態及び生育の特性として、発芽経過、発芽率、開花日、花の形状及び花弁色、葉


長及び葉幅、さくの長さ及び幅、開じょ期（第 1 さくの開じょ期）、繊維色、収穫期


（株の勢いが衰え、落葉が確認された日）、草丈、節数、着蕾数、総分枝数、1 株当


たりの収穫さく数、1 株当たりの総さく数、1 さく当たりの室数、1 さく当たりの種


子数、種子の色及び形状、1 さく当たりの新鮮重、並びに、収穫期の地上部重及び地


下部重について調査を行った。なお、発芽率、葉長及び葉幅、さくの長さ及び幅、草
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丈、節数、着蕾数、総分枝数、1 株当たりの収穫さく数、1 株当たりの総さく数、１


さく当たりの種子数、１さく当たりの新鮮重並びに収穫期の地上部重および地下部重


については統計処理を行った。その結果、すべての調査項目において、本組換え体と


対照の非組換え体間で有意差や相違は認められなかった。 


 


b 生育初期における低温又は高温耐性 


1 葉期の本組換え体と対照の非組換え体の幼苗を、冬季を想定した低温条件下で栽


培し、その低温ストレスによる障害程度を比較した。その結果、本組換え体と非組換


え体とも完全に枯死し、その枯死程度に両者間で相違は見られなかった。 
 


c 成体の越冬性 


隔離ほ場試験において、ほ場で栽培した本組換え体と対照の非組換え体の植物体は


冬季の低温及び降霜で落葉・枯死した。以上のことから、本組換え体と対照の非組換


え体の成体の越冬性に相違はないと判断した。 
 


d 花粉の稔性及びサイズ 


本組換え体と対照の非組換え体から花粉を採取し、稔性率、形状及びサイズを顕微


鏡下で比較観察した。その結果、アセトカーミン溶液染色による花粉稔性率に、本組


換え体と対照の非組換え体間で有意差は認められなかった。また、花粉の形状はとも


に円形で、その直径に両者間で有意差は認められなかった。 
 


e 種子の生産量、脱粒性、休眠性及び発芽率 


種子の生産量について、1 株当たりの総さく数及びさく当たりの種子数の調査を行


ったが、本組換え体と非組換え体間で有意差は認められなかった。 


 


脱粒性について、収穫時に開じょしたさくから自然に脱粒した種子の有無及び脱粒


数を調査したが、本組換え体、対照の非組換え体とも脱粒した種子は観察されず、脱


粒性に相違は見られなかった。 


 


発芽率については、本組換え体と対照の非組換え体の種子の発芽率はいずれも 97％


以上で有意差は認められなかった。 


 


ワタの種子は一般的には休眠性が浅いことが知られており（文献 12）、休眠性につ


いて試験は行っていない。 
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f 交雑率 


 我が国には、本組換え体が属する 4倍体栽培ワタ（Gossypium hirsutum）と交雑可能


な近縁野生種は自生していないことから、交雑率の試験は行わなかった。 


 


g 有害物質の産生性 


本組換え体の有害物質産生性に関して、隔離ほ場において以下のような評価試験を


実施した。 


 


鋤込み試験： 


各植物体の地上部（葉及び茎）を収穫し、乾燥、粉末化した後に、土壌と混和し、


検定植物としてハツカダイコンを播種し、栽培を行った。発芽率と乾燥重を測定した


結果、本組換え体と対照の非組換え体の間で、ハツカダイコンの発芽率及び乾燥重に


有意差は認められなかった。 
 


後作試験： 


植物体栽培後の各土壌に検定植物としてハツカダイコンを播種し、温室で栽培を行


った。発芽率と乾燥重を測定した結果、本組換え体と対照の非組換え体の間で、ハツ


カダイコンの発芽率及び乾燥重に有意差は認められなかった。 


 


土壌微生物相試験： 


本組換え体及び対照の非組換え体の収穫時の栽培土壌を採取し、希釈平板法により、


糸状菌数、細菌数及び放線菌数を計測した。その結果、本組換え体と対照の非組換え


体の間で有意差は認められなかった。 
 


3. 遺伝子組換え生物等の使用に関する情報 


 


(1) 使用等の内容  


食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこれらに付


随する行為。 


  


(2) 生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響を防止するた


めの措置 


添付の｢緊急措置計画書｣を参照。 
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(3) 国外における使用等に関する情報 


米国では 2000 年よりほ場試験が実施され、米国農務省（USDA）による無規制栽培


の承認、及び、米国食品医薬品庁（FDA）による食品及び飼料安全性の確認が、いず


れも 2005 年 7 月になされている。 


 


なお、我が国においては、2007 年 5 月に農林水産省及び環境省によって、「遺伝子


組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律」に従い、第一


種使用等（隔離ほ場における栽培、保管、運搬及び廃棄並びにこれらに付随する行為）


が承認された。また、食品としての安全性審査のための申請を厚生労働省へ、飼料と


しての安全性審査のための申請を農林水産省へ、それぞれ順次行う予定である。 
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第 2 項目ごとの生物多様性影響の評価 


 


1. 競合における優位性 


 


(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


ワタは我が国における長期にわたる使用等の実績があるが、我が国の自然環境下で


自生することは報告されていない。 


 


隔離ほ場試験において、本組換え体の競合における優位性に関わる諸形質として、


形態及び生育の特性、生育初期における低温耐性、成体の越冬性、花粉の稔性及びサ


イズ、種子の生産量、脱粒性、発芽率を検討した（第1、2-(6)-②-a～e、13ページ）。


その結果、これらすべての調査項目において、本組換え体と対照の非組換え体間で有


意差や相違は認められなかった。したがって、本組換え体の競合における優位性に関


わる諸形質は、対照の非組換え体や従来のワタと同様と判断された。なお、競合にお


ける優位性に関わる諸形質のうち休眠性については、ワタの種子は一般的には休眠性


が浅いことが知られている。 


 


本組換え体には改変Vip3A蛋白質の発現によるチョウ目害虫抵抗性が付与されてい


るが、チョウ目害虫による食害は、ワタが我が国の自然環境下において生育すること


を困難にさせる主な要因ではなく、抵抗性が付与されても競合における優位性が高ま


るとは考えにくい。また、本組換え体は選抜マーカーとして利用したAPH4蛋白質の


発現によるハイグロマイシンB等、一部のアミノグリコシド系抗生物質耐性が付与さ


れているが、我が国の自然環境下において、この形質を有することにより競合におけ


る優位性が高まるとは考えにくい。よって、これらの形質の付与が栽培作物であるワ


タを自然条件下で自生させ、さらに競合における優位性を高めるとは考えにくい。 


 


以上のことから、本組換え体の競合における優位性に関して影響を受ける可能性の


ある動植物等は特定されなかった。 


 


(2) 影響の具体的内容の評価 


― 


 


(3) 影響の生じやすさの評価 


― 
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(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 


 以上のことから、競合における優位性に起因する生物多様性影響を生ずるおそれは


ないと判断された。 


 


2. 有害物質の産生性 


 


(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


宿主の属する分類学上の種であるワタについては、他感作用物質のような野生動植


物等に対して影響を及ぼす有害物質の産生性は知られていない。 


 


有害物質の産生性については、隔離ほ場において、後作試験、鋤込み試験及び土壌


微生物相試験を実施した（第 1、2-(6)-②-g、15ページ）。その結果、後作試験、鋤込


み試験及び土壌微生物相試験において、本組換え体と対照の非組換え体の間で有意差


は認められず、意図しない有害物質の産生はないと考えられた。 


 


本組換え体において、改変 vip3A 遺伝子によって発現する改変 Vip3A 蛋白質が酵素


活性を持つとは考えにくい。また、選抜マーカーとして導入された aph4 遺伝子によ


って発現する APH4 蛋白質は、ハイグロマイシン B 等、一部のアミノグリコシド系抗


生物質をリン酸化するが、極めて基質特異性が高く、さらに、植物体中には基質とな


り得る物質が存在することは知られていない。よって、本組換え体において産生され


る改変 Vip3A 蛋白質や APH4 蛋白質が宿主の代謝経路に影響を及ぼし、有害物質を産


生するおそれはないと考えられた。なお、改変 Vip3A 蛋白質及び APH4 蛋白質のアミ


ノ酸配列が既知アレルゲンや毒素と有意な相同性を持たないことを確認している。 


 


本組換え体にはチョウ目害虫抵抗性を示す改変 Vip3A 蛋白質の産生性が付与され


ているため、本組換え体の花粉による非標的チョウ目昆虫種への影響が懸念されるが、


ワタの花粉は比較的重く、粘性があることから飛散する可能性は少ない。仮に飛散し


たとしても、その範囲は極めて限定されたものであると考えられる。さらに、搾油用


あるいは飼料用として輸入された種子がこぼれ落ちて、我が国の自然条件下でワタが


生育あるいは自生化したという報告はない。 


 


以上のことから、本組換え体の有害物質の産生性に関して影響を受ける可能性のあ


る動植物等は特定されなかった。 
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(2) 影響の具体的内容の評価 


― 


 


(3) 影響の生じやすさの評価 


― 


 


(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 


 以上のことから、有害物質の産生性に起因する生物多様性影響を生ずるおそれはな


いと判断された。 


 


3. 交雑性 


 


(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


 我が国には、本組換え体が属する 4倍体栽培ワタ（Gossypium hirsutum）と交雑可能


な近縁野生種は自生していないことから、本組換え体の交雑性によって影響を受ける


可能性のある野生動植物等は特定されなかった。 


 


(2) 影響の具体的内容の評価 


― 


 


(3) 影響の生じやすさの評価 


― 


 


(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 


 以上のことから、交雑性に起因する生物多様性影響を生ずるおそれはないと判断さ


れた。 


 


4. その他の性質 


 上記の他に、生物多様性影響の評価を行うことが適当であると考えられる本組換え


体の性質はないと考えられる。 
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第 3 生物多様性影響の総合的評価 


 
ワタには我が国における長期にわたる使用等の実績があるが、我が国の自然環境下


における自生は報告されていない。 


 


隔離ほ場試験において、本組換え体の競合における優位性に関わる諸形質として、


形態及び生育の特性、生育初期における低温耐性、成体の越冬性、花粉の稔性及びサ


イズ、種子の生産量、脱粒性、発芽率を検討した。その結果、これらすべての調査項


目において、本組換え体と対照の非組換え体の間で有意差や相違は認められなかった。


以上のことから、本組換え体の競合における優位性に関わる諸形質は、対照の非組換


え体や従来のワタと同様と判断された。なお、競合における優位性に関わる諸形質の


うち休眠性については、ワタの種子は一般的には休眠性が浅いことが知られている。


また、本組換え体は改変Vip3A蛋白質及びAPH4蛋白質を植物体中で生産するが、これ


らの形質の付与が栽培作物であるワタを自然環境下で自生させ、さらに競合における


優位性を高めるとは考えにくい。したがって、競合における優位性に起因する生物多


様性影響を生ずるおそれはないと判断された。 


 


有害物質産生性に関しては、隔離ほ場において、後作試験、植物残渣の鋤込み試験


及び土壌微生物相試験を実施したが、本組換え体と対照の非組換え体間で有意差は認


められず、意図しない有害物質の産生はないと考えられた。また、本組換え体で発現


する改変 Vip3A 蛋白質が酵素活性を持つとは考えにくく、さらに、APH4 蛋白質は極


めて基質特異性が高く、植物体中には基質となり得る物質が存在することが知られて


いないことから、宿主の代謝経路に影響を及ぼし、有害物質を産生するおそれはない


と考えられた。本組換え体にはチョウ目害虫抵抗性を示す改変 Vip3A 蛋白質の産生性


が付与されているため、本組換え体の花粉による非標的チョウ目昆虫種への影響が懸


念されるが、ワタの花粉は比較的重く、粘性があることから飛散する可能性は少ない。


仮に飛散したとしても、その範囲は極めて限定されたものであると考えられる。さら


に、搾油用あるいは飼料用として輸入された種子がこぼれ落ちて、我が国の自然条件


下でワタが生育あるいは自生化したという報告はない。したがって、有害物質の産生


性に関して影響を受ける可能性のある動植物等は特定されず、有害物質の産生性に起


因する生物多様性影響を生ずるおそれはないと判断された。 


 


交雑性に関しては、我が国には本組換え体と交雑可能なワタの近縁野生種は自生し


ていないことから、交雑性に起因して生物多様性影響が生ずるおそれはないと判断さ


れた。 







 21


 


以上のことから、本組換え体を第一種使用規定に従って使用した場合に、我が国に


おいて生物多様性影響が生ずるおそれはないと総合的に判断した。 
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緊 急 措 置 計 画 書（食用・飼料に供する場合） 


 
                                                   平成 20年 5月 29日 


 
氏名 シンジェンタシード株式会社 
   代表取締役社長  大伴 秀郎 
住所  千葉県香取郡多古町高津原向ノ台 401-2 
  


第一種使用規程の承認を申請しているチョウ目害虫抵抗性ワタ（改変 vip3A, 
Gossypium hirsutum L.）（COT102, OECD UI: SYN-IR102-7）（以下、「本組換え


体」という。）の第一種使用等において、生物多様性影響が生ずる可能性が示唆された場合、


弊社は生物多様性影響のリスク評価を実施する。このリスク評価に基づき、生物多様性に


及ぼす影響に応じた管理計画を設定し、こうした危険性を軽減する方法の決定のために関


係機関への協力等を必要に応じて行う。更に、特定された危険性の重大性や起こりうる確


率から判断して、生物多様性影響が生ずるおそれがあると認められた場合は、当該影響を


効果的に防止するため、特定された問題に応じ、以下のことを行う。 
 
１  第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 
 


個人名・所属は個人情報につき非開示。 
 
２ 第一種使用等の状況の把握の方法 
 


弊社は、本組換え体の開発者である米国シンジェンタシード社と連絡をとり、第一種使


用等の状況に関し、可能な限り情報収集を行う。 
 
３ 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内容を


周知するための方法 
  


本組換え体の使用に伴い生物多様性影響を生ずるおそれがあると認めた場合には、緊急


措置を講ずる必要があること及び緊急措置の内容を使用等をしている者に連絡するととも


に、弊社のホームページにおいて情報提供を行い、問い合わせ専用窓口を設置する。 
 
４ 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を執ってその使用等を継続するた


めの具体的な措置の内容 
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具体的な措置として、特定された問題に応じ、本組換え体の環境放出が行われないよう


にすること、環境中に放出された本組換え体があった場合はそれらが環境中で生存しない


ようにすること等、必要な措置を実施する。 
 
５ 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 
 
 本組換え体が我が国において生物多様性影響を及ぼすおそれがあると認められた場合は、


速やかに、農林水産省消費・安全局農産安全管理課及び環境省自然環境局野生生物課に報


告する。 
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第一種使用規程承認申請書 


 
平成25年8月23日 


 


農林水産大臣  林   芳正  殿 


環 境 大 臣 石原 伸晃 殿 


 
氏 名  ダウ・ケミカル日本株式会社 


 申請者  代表取締役 栗田 道郎  印 
住 所  東京都品川区東品川二丁目2番24号 


  
 
 


第一種使用規程について承認を受けたいので、遺伝子組換え生物等の使用等の規制に


よる生物の多様性の確保に関する法律第４条第２項の規定により、次のとおり申請しま


す。 


 


遺伝子組換え生物等の


種類の名称 
除草剤アリルオキシアルカノエート系及びグルホシネート耐性ワ


タ（改変aad-12, pat, Gossypium hirsutum L.）（DAS1910, OECD 
UI：DAS-8191Ø-7） 


遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の内容 
食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及び廃棄並


びにこれらに付随する行為 


遺伝子組換え生物等の


第一種使用等の方法 
－ 
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生物多様性影響評価書の概要 


第一 生物多様性影響の評価に当たり収集した情報 


1 宿主又は宿主の属する分類学上の種に関する情報 


(1) 分類学上の位置付け及び自然環境における分布状況 
① 和名、英名及び学名 5 
和名：ワタ 
英名：cotton 
学名：Gossypium hirsutum L. 


 
② 宿主の品種名又は系統名 10 
宿主の品種名は、四倍体栽培ワタ(G. hirsutum L.)の Coker310 である。 


 
③ 国内及び国外の自然環境における自生地域 


G. hirsutum（以下「ワタ」という。）は四倍体のワタの栽培種であり、我が


国の自然環境において、ワタ及び本種と交雑可能な Gossypium 属（以下「ワタ15 
属」という。）植物の自生は報告されていない。 
ワタ属は、熱帯及び亜熱帯の乾燥地帯から半乾燥地帯にかけて、世界におよ


そ 50 種が分布し、その生物学的多様性の中心は、主にアフリカ・アラビア半島、


オーストラリア及びメキシコの 3 地域である。ワタ属のうち二倍体種は、アフ


リカ、アラビア半島、パキスタン及びおそらくそれ以東に分布するアフリカ・20 
アラビア群(Gossypium 亜属)の約 14 種、オーストラリア群(Sturtia 亜属)の約


17 種、そして、メキシコ西部、ガラパゴス諸島及びペルーに分布するアメリカ


群(Houzingenia 亜属)の約 14 種である。四倍体種は、メソアメリカ(メキシコ


及び中央アメリカ)、南アメリカ、ガラパゴス諸島及びハワイ諸島に分布するア


メリカ・太平洋群(Karpas 亜属)の 5 種である。なお、二倍体種の G. arboreum25 
及び G. herbaceum は旧大陸(アフリカ・アジア)において、一方、四倍体種の


ワタ及び G. barbadense は新大陸(ワタはメソアメリカ、G. barbadense は南ア


メリカ)において、それぞれ栽培化された(OECD, 2008)。 


 


(2) 使用等の歴史及び現状 30 


① 国内及び国外における第一種使用等の歴史 
我が国における栽培種は二倍体種の G. arboreum であり、799 年に三河国に


漂着したインド人によって伝えられたことが記録に残っているが、このワタは


すぐに消滅したと考えられている。その後、文禄年間(1592～1595 年)に再び九


州に伝えられ、明治 15～20 年(1882～1887 年)ごろには関東以南を中心に 1035 
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万 ha 栽培されていた。しかし、輸入ワタに圧迫された結果、現在では観賞用な


どにわずかに栽培されているにすぎない(原田, 1981)。 
ワタの栽培はメソアメリカで始まり、紀元前 3500～2300 年頃のワタの栽培


化の形跡がメキシコのテワカン谷で発見されている。今日栽培されているワタ


の起源はグアテマラ国境近くのメキシコと考えられており、18 世紀半ばに米国5 
南東部に広まった。その後、米国の南北戦争の時期に、世界の熱帯・亜熱帯の


諸国に広がった。今日生産されるワタ属栽培種の 95％以上は四倍体種であり、


ワタが 90％以上、G. barbadense が 5％程度を占める(OECD, 2008)。 
 
② 主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途 10 


2011年の世界におけるワタの栽培面積は約3522万haであり、インドが約1218
万ha、中国が約504万ha、米国が約394万ha、パキスタンが約284万haであった


(FAO, 2013)。 
栽培方法については、畝立てを行い、深さ10 cmにおける地温が14℃以上、3


日間以上続く時期に十分な土壌水分含量を確認した上で機械により播種を行う。15 
発芽後、適宜、潅水、施肥、病害虫防除、雑草管理などの一般管理を行う。さ


くの成熟を確認した上で落葉剤を散布し、大部分の葉が枯れ落ちたことを確認


した後、機械による収穫を行う(OECD, 2008)。 
2012年の我が国における搾油用綿実の輸入量は、約12万トンであり、主な輸


入先はオーストラリア(約11万トン)及び米国(約5700トン)である。また、201220 
年の綿実油かすの輸入量は約2739トンであり、主な輸入先は中国(約2560トン)、


米国(約160トン)である(財務省, 2013)。 
ワタの主な用途は、繊維として衣服の原料になるほか、フェルトやマットレ


スの詰め物として利用されたり、紙やセルロースの原料とされる。子実(種子)


は搾油用に供され、綿実油かすは家畜の飼料として利用される(OECD, 2008)。 25 


 


(3) 生理学的及び生態学的特性 


イ 基本的特性 


ワタは多年生植物で低木にもなるが、商業的には一年生植物として栽培され


る。主茎は直立し、単軸性、無限成長であるが、一般的には草丈1～1.5 m で栽30 
培されている。葉は3～5に浅裂し、互生である。花色は乳白色から黄白色であ


る(OECD, 2008)。 
 


ロ 生息又は生育可能な環境の条件 


ワタの発芽若しくは実生の生育には 15℃以上を必要とし、38℃以上になると35 
生育遅延が起こる。日中の最適温度は 30～35℃であるが、35℃以上になると結


実が抑制され、25℃以下では生産量が半減する。正常な生育には、180～200 日


の無霜期間かつ、その中で平均 150 日間の適温（例:15.5℃以上での積算温度が
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1200℃）が必要である。また、潅水がない場合においては、栽培期間中に 500 mm
以上の降雨量を要する。ワタは様々な種類の土壌で栽培されているが、水はけ


の良い土壌でよく育つ。また、ワタは耐塩性植物であるが、塩分ストレスは発


芽に悪影響を与える(OECD, 2008)。 
 5 


ハ 捕食性又は寄生性 


――― 
 
ニ 繁殖又は増殖の様式 


①  種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命 10 
ワタのさくは球形ないし卵形で先端が尖っており、淡緑色である。さくは 3


～5 室からなり、1 さく当たり 25～35 個の種子を形成する。種子は綿毛で覆わ


れているため、脱粒性は低い。ワタの種子は 2～3 ヵ月の休眠性をもつが、栽培


種は育種により休眠性を最小限に抑えられているか若しくは完全になくされて


いる(OECD, 2008)。多湿の環境下において、ほ場に残った種子は、通常翌年の15 
作期まで生存しない(Jenkins, 2003）。 


 
② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官か


らの出芽特性 
ワタは種子繁殖であり、塊茎や地下茎などによる栄養繁殖はしない。また、20 


ワタには、自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官からの出芽特性


があるという報告はない。 
 


③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性及び


アポミクシスを生ずる特性を有する場合はその程度 25 
ワタは基本的には自殖性であるが、虫媒等で他家受粉が生じる場合がある


(OECD, 2008)。なお、我が国においてワタと交雑可能な近縁野生種は知られて


いない。また、アポミクシスは報告されていない。 
 


④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命 30 
ワタは 1 花当たり 50～125 以上の葯を形成し、1 葯当たり 350～900 個の花


粉粒を生産する。ワタの花粉は大きく重く、やや粘性があるため、自然条件下


で風に運ばれることはほとんどない。米国及びオーストラリアの研究機関の行


った調査によれば、ワタの花粉は 20 m 以上風で移動することはほとんどないこ


とが報告されている(Umbeck et al., 1991)。なお、マルハナバチ(Bombus 属)35 
やミツバチ(Apis 属)等が花粉を媒介することがある(OECD, 2008)。米国にお


ける研究では、ミツバチが存在する条件下における交雑率が、0.3 m で 7.65％
から 9 m で 0.67％に低下し、30 mでは 0.32％であった。一方、ミツバチが存


在しない条件下における交雑率は、0.3 m で 4.86％から 1 m で 0.30％にまで低
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下した（Van Deynze et al., 2005）。 
実験室での飽和湿度条件下における花粉の発芽率は、花粉採取後 8 時間で


90％、16 時間で 31％、32 時間で 7.5％に低下した。また、蛾（Helicoverpa 
armigera）の口吻に付着した花粉の発芽率は花粉採取後 8 時間で 19％であり、


飽和湿度条件下よりさらに短いものであった(OECD, 2008)。 5 
 


ホ 病原性 


――― 
 


へ 有害物質の産生性 10 


ワタは、他感作用物質のような野生動植物等の生息又は生育に影響を及ぼす


有害物質の産生性は知られていない。 
ワタにはゴッシポールとシクロプロペン脂肪酸が含まれていることが知られ


ている。ゴッシポールには遊離型と結合型があるが、遊離型ゴッシポールが生


理活性をもつ。ゴッシポールは非反芻動物、鳥類、多くの昆虫や微生物に対し15 
て毒性を示し、ほ乳類においては食欲減退、体重減少、呼吸困難を引き起こす


ことがある。一方、反芻動物では反芻胃において遊離型ゴッシポールを結合型


ゴッシポールに変換し無毒化することができるため、ゴッシポールの影響を受


けにくい(OECD, 2008)。また、遊離型ゴッシポールは、綿実油の加工中に除去


されるため、綿実油中にはほとんど含まれない(OECD, 2004)。 20 
一方、シクロプロペン脂肪酸(マルバリン酸、ステルクリン酸、ジヒドロステ


ルクリン酸)は、飽和脂肪酸の不飽和化を阻害することにより、鶏卵の卵黄の脱


色やふ化率低下を引き起こす。これらのシクロプロペン脂肪酸は、精製油の脱


臭工程中に大幅に減少する(OECD, 2004)。 
ワタの種子中には、これらの有害物質が含まれているが、野生のほ乳動物が25 


摂食するという例は報告されていない。 
 


ト その他の情報 


 


2 遺伝子組換え生物等の調製等に関する情報 30 


(1) 供与核酸に関する情報 


イ 構成及び構成要素の由来 


除草剤アリルオキシアルカノエート系及びグルホシネート耐性ワタ 
(改変aad-12, pat, Gossypium hirsutum L.)(DAS1910, OECD UI：
DAS-8191Ø-7)(以下「本組換えワタ」という。) の作出に用いられた供与核酸35 
の構成とその由来は、表1(p.6)のとおりである。 
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表 1 供与核酸の構成、構成要素の由来及び機能 


構成要素 サイズ 
(bp) 由来及び機能 


T-DNA Border B 24 アグロバクテリウム(Agrobacterium tumefaciens)由来の T-DNA
境界配列。 


RB7 MAR 1166 タバコ(Nicotiana tabacum)由来の核マトリックス結合領域


(Allen et al., 1996)。遺伝子の発現を安定させる。 
改変 aad-12 カセット 


AtUbi10 1322 
シロイヌナズナ(Arabidopsis thaliana)由来のポリユビキチン 10 
(UBQ10)遺伝子のプロモーター。5’ 末端非翻訳領域及びイントロ


ンを含む(Norris et al., 1993)。遺伝子を植物体全体で発現させる。 


改変 aad-12 882 


グラム陰性桿菌である Delftia acidovorans 由来のアリルオキシア


ルカノエート・ディオキシゲナーゼ遺伝子を植物における発現に


適したコドンに改変した遺伝子で、改変アリルオキシアルカノエ


ート・ディオキシゲナーゼ（AryloxyAlkanoate Dioxygenase、以


下「改変 AAD-12 蛋白質」という。）を発現させる。発現する改変


AAD-12 蛋白質のアミノ酸配列に関しては、クローニングサイト


導入のため、2 番目にアラニンが追加されている(Wright et al., 
2007)。 


AtuORF23 3’ 
UTR 457 


アグロバクテリウムのプラスミド pTi15955由来のORF23の転写


終結点とポリアデニル化部位からなる 3’ 末端非翻訳領域(Barker 
et al., 1983)。遺伝子の転写を終結する。 


pat カセット 


CsVMV 517 
キャッサバベインモザイクウィルス(Cassava vein mosaic virus)
由来のプロモーター。5’ 末端非翻訳領域を含む(Verdaguer et al., 
1998)。遺伝子を植物体全体で発現させる。 


pat 552 


Streptomyces viridochromogenes 由来のホスフィノスリシン・ア


セチルトランスフェラーゼ遺伝子を植物における発現に適したコ


ドンに改変した遺伝子で、PAT 蛋白質を発現させる。発現する PAT
蛋白質のアミノ酸配列に関しては改変されていない(Wohlleben 
et al., 1988)。 


AtuORF1 3’ 
UTR 704 


アグロバクテリウムのプラスミド pTi15955 由来の ORF1 の転写


終結点及びポリアデニル化部位からなる 3’ 末端非翻訳領域


(Barker et al., 1983)。遺伝子の転写を終結する。 
 
T-DNA Border A 24 アグロバクテリウム由来の T-DNA 境界配列。 


T-DNA Border A 24 アグロバクテリウム由来の T-DNA 境界配列。 


T-DNA Border A 24 アグロバクテリウム由来の T-DNA 境界配列。 
(本表に記載された情報に係る権利及び内容の責任はダウ・ケミカル日本株式会社にある) 
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ロ 構成要素の機能 


① 目的遺伝子、発現調節領域、局在化シグナル、選抜マーカーその他の供与


核酸の構成要素それぞれの機能 
挿入遺伝子の各要素の機能を表 1(p.6)に示した。 
供与核酸には、核マトリックス結合領域である RB7 MAR 配列が含まれる。5 


核マトリックス結合領域はゲノム DNA 配列に頻繁に見られる領域で、DNA の


ループ構造形成のために、核マトリックスに DNA を付着させる役割をしている


と考えられている。核マトリックス結合領域が導入遺伝子のいずれかの側に隣


接していると、導入遺伝子の発現を高めることや、導入遺伝子の発現を抑制す


るジーンサイレンシングを減少させることが報告されている(Allen et al., 10 
2000；Halweg et al., 2005）。また、核マトリックス結合領域が導入遺伝子の上


流もしくは両側に隣接していると導入遺伝子の発現を高めるが、下流に隣接し


ている場合は導入遺伝子の発現を高めないことも報告されている（Fukuda and 
Nishikawa, 2003）。 


 15 
② 目的遺伝子及び選抜マーカーの発現により産生される蛋白質の機能及び当


該蛋白質がアレルギー性を有することが明らかとなっている蛋白質と相同


性を有する場合はその旨 
改変 AAD-12 蛋白質は、アリルオキシアルカノエート構造をもつ化合物のう


ち、光学異性体のないもの及び光学異性体である S 体に特異的に酸素を導入す20 
る反応を触媒する酵素である(Wright et al., 2007)。 
本組換えワタにおいては、改変 AAD-12 蛋白質がアリルオキシアルカノエー


ト系除草剤に酸素を導入する反応を触媒することにより、除草活性のない化合


物に変換し、除草剤耐性を示す。例えば、改変 AAD-12 蛋白質は除草剤 2,4-ジ
クロロフェノキシ酢酸(2,4-D)に酸素を導入する反応を触媒し、除草活性のない25 
2,4-ジクロロフェノール(2,4-DCP)とグリオキシル酸に変換する(図 1、p.7)。な


お、改変 AAD-12 蛋白質の基質となる除草剤を添付資料 1 に示した。 
改変 AAD-12 蛋白質が既知アレルゲンとアミノ酸配列を共有するかどうかを


アレルゲン・データベース(FARRP Allergen Database version 12、2012)を用


いて調べたところ、既知アレルゲンと構造的に類似する配列を有していなかっ30 
た。 


 
図 1 改変 AAD-12 蛋白質の作用機作 


(本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任はダウ・ケミカル日本株式会社にある) 
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ホスフィノスリシン・アセチルトランスフェラーゼ


(Phosphinothricin AcetylTransferase、以下「PAT 蛋白質」という。)は、


グルホシネートの L 型異性体を、植物毒性のない安定した化合物である N-ア
セチル-L -グルホシネート（2-アセトアミド-4-メチルホスフィニコ-ブタン酸）に


迅速に変換する。 5 
グルタミン酸の構造類似体であるグルホシネートの L 型異性体は、細菌や植


物のグルタミン合成酵素の拮抗阻害剤であり、除草剤としての活性を有する。


したがって、除草剤グルホシネートに非耐性の植物では、グルタミン合成酵素


阻害のために大量のアンモニアが細胞中に蓄積し、最終的に植物細胞死が起こ


る。一方、N-アセチル-L-グルホシネートはグルタミン合成酵素を阻害しないた10 
め、PAT 蛋白質を発現する遺伝子組換え植物ではアンモニアの影響を受けず、


除草剤グルホシネートへの耐性を示す(OECD, 2002)。 
PAT 蛋白質が既知アレルゲンとアミノ酸配列を共有するかどうかをアレルゲ


ン・データベース(FARRP Allergen Database version 12、2012)を用いて調べ


たところ、既知アレルゲンと構造的に類似する配列を有していなかった。 15 
 
③ 宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容 
【改変 AAD-12 蛋白質】 
改変 AAD-12 蛋白質は、アリルオキシアルカノエート構造をもつ化合物のうち


光学異性体のないもの及び光学異性体である S 体に特異的に酸素を導入する反応20 
を触媒する酵素である。 


改変 AAD-12 蛋白質が基質に酸素を導入する反応において、α-ケトグルタ


ル酸の存在下で、α-ケトグルタル酸はコハク酸に変換される(図 2、p.8)。 


 
 25 
図 2 α-ケトグルタル酸存在下での改変 AAD-12 蛋白質の酵素反応 


(本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任はダウ・ケミカル日本株式会社にある) 
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そこで、アリルオキシアルカノエート構造をもつ化合物と構造的、生理機能


的に似通った植物体中に存在する化合物が改変 AAD-12 蛋白質の基質になり得


るかどうか、α-ケトグルタル酸を添加した改変 AAD-12 蛋白質の反応実験にお


いてコハク酸測定を行い、コハク酸の生成について確認した。コハク酸測定で


は、サクシニル CoA シンテターゼ、ピルビン酸キナーゼ及び乳酸デヒドロゲナ5 
ーゼを用いた反応系において、還元型ニコチンアミドアデニンジヌクレオチド


（NADH）の酸化により生成する酸化型ニコチンアミドアデニンジヌクレオチ


ド（NAD）量を 340 nm の吸光度で測定することにより、コハク酸の生成量に


換算した(Luo et al., 2006；図 3、p.9)。 


 10 
図 3 コハク酸測定の反応経路（Luo et al., 2006 の Scheme 1 を改編） 
①ジオキシゲナーゼが基質に酸素を導入する反応において、α-ケトグルタル酸はコハク


酸に変換される。 
②補酵素 A(CoA)及びアデノシン-5-三リン酸(ATP)の存在下で、コハク酸は、サクシニ


ル CoAシンテターゼによりサクシニル CoAに変換され、同時に、アデノシン-5’ -二リン15 
酸(ADP)及びリン酸が生成される。 
③ピルビン酸キナーゼにより、ホスホエノールピルビン酸と ADP から、ピルビン酸と


ATP が生成される。 
④還元型ニコチンアミドアデニンジヌクレオチド(NADH)の存在下で、ピルビン酸が乳


酸デヒドロゲナーゼによって乳酸に変換され、同時に NADが生成される。この反応で生20 
成された NAD量は量的にコハク酸量に等しいと考えられる。 


(本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任はダウ・ケミカル日本株式会社にある) 
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植物体中に存在するアリルオキシアルカノエート構造をもつ化合物と構造的、


生理機能的に似通った化合物として、植物ホルモンであるインドール-3-酢酸、


アブシジン酸、ジベレリン酸(GA3)、アミノシクロプロパン-1-カルボン酸、及


びフェニルプロパノイド中間体であるトランス桂皮酸、クマル酸、シナピン酸、


並びに 20 種類の L -アミノ酸をコハク酸測定に用いた。 5 
20 種類の L -アミノ酸については、1 M の改変 AAD-12 蛋白質の濃度におい


てコハク酸の生成が認められなかったため、改変 AAD-12 蛋白質は 20 種類の L 
-アミノ酸とは反応しないと考えられた(添付資料 2、Table 1、p.18)。一方、1 M
の改変 AAD-12 蛋白質を植物ホルモン及びフェニルプロパノイド中間体に作用


させた結果、クマル酸、トランス桂皮酸及びアミノシクロプロパン-1-カルボン10 
酸において、わずかにコハク酸の生成が認められた(添付資料 2、Table 2、p.19)。
さらに、5 M 及び 10 M の改変 AAD-12 蛋白質を作用させた結果、インドー


ル-3-酢酸、ジベレリン酸、アブシジン酸、クマル酸、トランス桂皮酸及びシナ


ピン酸において、コハク酸の生成が認められた(添付資料 2、Table 3 及び Table 
4、p.20 及び p.21)。このように、異なる改変 AAD-12 蛋白質の濃度において、15 
いくつかの化合物でコハク酸の生成が認められた。しかしながら、コハク酸測


定による測定では、基質の酸化を経なくともコハク酸生成物を誘発する脱共役


反応(uncoupling)が起こる可能性がある(Hausinger, 2004)。したがって、コハ


ク酸測定において反応が認められた化合物が実際に酸化されているかを確認す


るために、フーリエ変換質量分析(FT/MS)による一次酸化物の測定を行った。20 
その結果、10 M の改変 AAD-12 蛋白質を作用させた場合に、トランス桂皮酸


とインドール-3-酢酸の酸化物のみが検出された。 
そこで、トランス桂皮酸及びインドール-3-酢酸、また、対照として、アリル


オキシアルカノエート構造を持つ化合物で 2,4-D と類似の化学構造を持つ S-ジ
クロルプロップ1 についてコハク酸測定による改変 AAD-12 蛋白質の触媒効率25 
を検討した。その結果、トランス桂皮酸、インドール-3-酢酸及び S-ジクロルプ


ロップについての触媒効率 Kcat/Km は、それぞれ 156.7 M-1s-1、8.2 M-1s-1及び


30175 M-1s-1であった(添付資料 2、Table 5、p.22)。トランス桂皮酸及びイン


ドール-3-酢酸についての Kcat/Kmは、S-ジクロルプロップについての Kcat/Km
に対してそれぞれ 0.52%及び 0.027%であり、トランス桂皮酸及びインドール-3-30 
酢酸の触媒効率は S-ジクロルプロップと比較して非常に低い値であることが示


された。なお、改変 AAD-12 蛋白質の 2,4-Dについての Kcat/Kmは 18600 M-1s-1


であることが報告されており(Wright et al., 2010)、改変 AAD-12 蛋白質の


2,4-D 及び S-ジクロルプロップについての触媒効率は同等であることから、ト


ランス桂皮酸及びインドール-3-酢酸の触媒効率は 2,4-D と比較して非常に低い35 
値であると考えられる。 


 
 


                                                   
1 光学異性である除草剤ジクロルプロップの S体の化合物。除草活性を持つのは R体のみであ


るため、S-ジクロルプロップは除草活性を持たない。 
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さらに、シロイヌナズナの桂皮酸 -4-ヒドロキシラーゼ(Cinnamate-4- 
hydroxylase)の in vitro におけるトランス桂皮酸についての Kcat/Km は 3.4×
106 M-1s-1であることが報告されている(Chen et al., 2007)。また、イネのイン


ドール-3-酢酸アミドシンセターゼ(IAA amido synthetase)の in vitro における


インドール-3-酢酸についての Kcat/Kmは 2.75×103 M-1s-1であると報告されて5 
いる(Chen et al., 2009)。このように桂皮酸-4-ヒドロキシラーゼ及びインドー


ル-3-酢酸アミドシンセターゼの触媒効率はいずれも高い値であり、トランス桂


皮酸及びインドール-3-酢酸は、植物体内の既存の代謝経路において効率的かつ


特異的に利用されているものと考えられる。一方、改変 AAD-12 蛋白質のトラ


ンス桂皮酸に対する Kcat/Km 値は桂皮酸-4-ヒドロキシラーゼのトランス桂皮10 
酸に対する Kcat/Km 値の 0.005%である。また、改変 AAD-12 蛋白質のインド


ール-3-酢酸に対する Kcat/Km 値はインドール-3-酢酸アミドシンセターゼのイ


ンドール-3-酢酸に対する Kcat/Km 値の 0.3%であり、改変 AAD-12 蛋白質の


Kcat/Km 値はいずれも非常に低い値である。 
以上より、改変 AAD-12 蛋白質はトランス桂皮酸及びインドール-3-酢酸を酸15 


化する可能性があるものの、その触媒効率は非常に低く、認められた酸化反応


が植物の代謝経路に影響を与える可能性は低いと考えられる。 
また、植物体中にはアリルオキシアルカノエート構造をもつ化合物の存在は


知られていないことから、改変 AAD-12 蛋白質は、植物体の他の代謝系を変化


させることはないと考えられる。 20 
除草剤2,4-Dの分解産物である2,4-DCPの水生生物に及ぼす影響については、


急性毒性試験における LC50(半数致死濃度)は淡水魚で 1.7 mg/L、オオミ


ジンコ(Daphnia magna)で 1.4 mg/L であり、ウキクサの EC50(半数影響濃度)


が 1.5 mg/L である。また、慢性毒性試験ではウキクサの NOEC(無影響濃度)


が 0.14 mg/L、オオミジンコの NOEC が 0.21 mg/L である。さらに、陸生生物25 
に及ぼす影響については、ミミズの LC50が 125 mg/kg、オオフォルソムトビム


シ(Folsomia candida)の EC10(10%影響濃度)が 0.7 mg/kg である(OECD, 
2006)。一方、2,4-D の水生生物に及ぼす影響については、急性毒性試験におけ


る LC50は淡水魚で 0.26 mg/L、オオミジンコで 2.2 mg/L であり、ウキクサの


EC50 が 0.2992 mg/L である。また、慢性毒性試験ではウキクサの NOEC が30 
0.0476 mg/L、オオミジンコの NOEC が 0.20 mg/L である(EPA, 2004)。 
このように、2,4-Dの分解産物である 2,4-DCP は、2,4-Dと同等もしくは 2,4-D


に比べて毒性が低く、2,4-D が散布された場合における 2,4-DCP の濃度を最大


に見積もっても、散布された 2,4-D 以上に影響を及ぼす濃度にはならないと考


えられる。 35 
 
【PAT 蛋白質】 


PAT 蛋白質は除草剤グルホシネートの活性成分である L-グルホシネートの遊


離アミノ基を極めて特異的にアセチル化する酵素であり、他のアミノ酸や D-グ
ルホシネートをアセチル化することはない(OECD, 1999)。また、L型アミノ酸40 
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が過剰に存在する場合においても、PAT 蛋白質による L-グルホシネートのアセ


チル化反応が影響を受けることはない(OECD, 1999)。したがって、PAT 蛋白


質が植物体の他の代謝系を変化させることはないと考えられる。 
除草剤グルホシネートの代謝産物である N-アセチル-L-グルホシネートの動


物に対する毒性（急性毒性、亜急性毒性、慢性毒性、発がん性、生殖発生毒性）5 
はグルホシネートより低いことが確認されており(食品安全委員会, 2010）、グル


ホシネートが散布された場合における N-アセチル-L-グルホシネートの濃度を


最大に見積もっても、散布されたグルホシネート以上に影響を及ぼす濃度には


ならないと考えられる。 


 10 


(2) ベクターに関する情報 


イ 名称及び由来 


導入した pDAB4468 の基となったベクターpDAB2407 は、アグロバクテリウ


ムと大腸菌(Escherichia coli)に由来する。 
 15 


ロ 特性 


① ベクターの塩基数及び塩基配列 
発現ベクターpDAB4468 の塩基数は 12154 bpである。pDAB4468 の塩基配


列は添付資料 3 に示した。 
 20 


② 特定の機能を有する塩基配列がある場合は、その機能 
発現ベクターpDAB4468 はスペクチノマイシン耐性を付与する specR 遺伝子


を有する。specR 遺伝子は、発現ベクターpDAB4468 を構築する際の選抜マー


カーとして利用したが、T-DNA 領域の外側に位置するため、本組換えワタに


specR 遺伝子は導入されていない。 25 
なお、本組換えワタ中における specR 遺伝子の存在の有無をサザンブロット


分析分析により確認した結果、specR 遺伝子は存在していないことが確認され


た(添付資料 4、表 2、p.5)。 
 


③ ベクターの感染性の有無及び感染性を有する場合はその宿主域に関する情30 
報 
発現ベクターpDAB4468 の基となったベクターの T-DNA 領域は、表 1(p.6)


に示した供与核酸に置き換えられており、アグロバクテリウムの感染を可能と


する配列は含まれておらず、感染性は知られていない。 
  35 
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 (3) 遺伝子組換え生物等の調製方法 


イ 宿主内に移入された核酸全体の構成 


発現ベクターpDAB4468 の構成図を図 4 上段(p.13)に示した。また、発現ベ


クターpDAB4468 の作成過程を添付資料 5 に示した。 


 5 


 
 


 
図 4 発現ベクターpDAB4468 の構成図(上段)及び T-DNA 領域の挿入概要図(下段) 
 10 
 


(本図に記載された情報に係る権利及び内容の責任はダウ・ケミカル日本株式会社にある) 


 


 


pDAB4468
12154 bp 改変 aad-12 


trfA 


SpecR 


pat 


T-DNA Border A 


 


CsVMV 


Ori Rep 


AtuORF23 3'UTR 


AtuORF1 3' UTR 


RB7 MAR 


Spe I (5433) 


NheI (6235) 


Sph I (6245) 


XhoI (6229) 


Pst I (1433) 


Pst I (4301) 


Nco I (2751) 


BamHI (134) 


BamHI (5138) 
BamHI (5427) 


BamHI (6216) 


NcoI (10708) 


T-DNA Border A 


T-DNA Border A 


T-DNA Border B 


AtUbi10


pat


AtUbi10 
Partial T-DNA Border B CsVMV


RB7 MAR


AtuORF23 3' UTR


AtuORF1 3' UTR


1 6390


改変aad-12ワタゲノム


ワタゲノム


※上段図の( )内の数字は、T-DNA Border B を起点としたプラスミド上の制限酵素切断


位置を示す。下段図の数字（6390）は、実際に移入された核酸のサイズを示す。 
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ロ 宿主内に移入された核酸の移入方法 


核酸の宿主への導入はアグロバクテリウム法により行った。 
 


ハ 遺伝子組換え生物等の育成の経過 


① 核酸が移入された細胞の選択の方法 5 
除草剤グルホシネートを含む培地でカルスを培養することにより選抜した。 


 


② 核酸の移入方法がアグロバクテリウム法の場合はアグロバクテリウム菌体


の残存の有無 
アグロバクテリウム菌体が残存していないことは、カルス誘導培地及び胚形10 


成カルス培地に抗生物質を添加することにより、アグロバクテリウムを殺菌後、


T0及び T1世代において PCR法を用いて外骨格領域が検出されないことにより


確認した。 
 


③ 核酸が移入された細胞から、移入された核酸の複製物の存在状態を確認し15 
た系統、隔離ほ場試験に供した系統その他の生物多様性影響評価に必要な


情報を収集するために用いられた系統までの育成の経過 
再分化した植物体にグルホシネートを塗布することにより耐性を有する個体


を選抜した。選抜された植物体については、内部標準を用いた定量PCR法によ


る改変aad-12遺伝子及びpat遺伝子のコピー数の解析を行った。特にG. hirsut20 
um は異質四倍体ワタであることも考慮し、1コピーの導入遺伝子をもつ植物体


を選抜した（T0世代及びT1世代）。さらに、米国の野外ほ場において、後代系


統（T2世代以降）においてPCR法による改変aad-12遺伝子及びpat遺伝子の存


在確認並びにサザンブロット分析による改変aad-12カセット、patカセット及び


RB7 MAR配列のコピー数の解析を行った。これらの結果及び蛋白質発現の確認、25 
除草剤耐性及び農業形質から総合的に判断し、本組換えワタを選抜した。申請


の範囲はT2世代以降の後代系統である。 
詳細を図 5（p.15）に示す。 


 
本組換えワタの我が国における認可、申請の状況は次のとおりである(201330 


年 7 月現在)。 
 
2012 年 5 月 農林水産省及び環境省より「遺伝子組換え生物等の使用等の規


制による生物の多様性の確保に関する法律」に基づく第一種使


用規程(隔離ほ場試験)の承認を得た(使用期間：2012 年 5 月 2935 
日から 2014 年 3 月 31 日まで)。 


2013 年 厚生労働省に「食品衛生法」に基づく食品利用としての安全性


確認の申請を行う予定である。 


2013 年 農林水産省に「飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法
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律」に基づく飼料利用としての安全性確認の申請を行う予定で


ある。 
 
 


 5 
 


 


 
図 5 本組換えワタの育成図 


 10 


(4) 細胞内に移入した核酸の存在状態及び当該核酸による形質発現の安


定性 
① 移入した核酸の複製物が存在する場所 
移入した核酸は、いったん植物染色体に組み込まれると、メンデル遺伝の法


則に従う。本組換えワタに導入された形質が、T1 世代(図 5、p.15)の集団でど15 
のような分離を示すかを PCR 法による改変 aad-12 遺伝子の存在確認及び除草


剤 2,4-D 及びグルホシネート散布による除草剤耐性の有無を調べた(2009 年、


米国インディアナ州)。 
その結果、PCR 法による改変 aad-12 遺伝子の存在が確認された個体はすべ


て両除草剤耐性を示した。よって、得られた観測値は、核内遺伝子におけるメ20 
ンデルの分離法則に矛盾していないことより、移入した核酸が染色体上に存在


していることを確認した(表 2、p.15)。 
 


表 2 本組換えワタの T1 世代の形質分離 
 25 
 


 


 


 
② 移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複数世30 


代における伝達の安定性 
移入された核酸のコピー数を確認するため T2 世代から T5 世代及び BC1F2


世代におけるサザンブロット分析分析を行った結果、本組換えワタに導入され


た RB7 MAR 配列、改変 aad-12 カセット及び pat カセットは 1 コピーであり、


複数世代において安定して伝達されることが確認された(添付資料 4、表 2、p.4)。 35 
また、T-DNA 領域における個々の構成要素の挿入を確認するために、宿主ゲ


ノム境界領域を含む本組換えワタにおける挿入遺伝子全体のクローニング及び


塩基配列決定を行った。移入された核酸領域 6390 bp、5’ 末端の近傍配列 1373 


社外秘情報につき非開示 


社外秘情報につき非開示 
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bp 及び 3’ 末端の近傍配列 1071 bp を含む合計 8834 bp の塩基配列を決定した


(添付資料 6)。その結果、T-DNA Border については T-DNA Border A は移入さ


れておらず、T-DNA Border B の一部のみが移入されており、その他の構成要素に


ついては全て完全な形で移入されていることが明らかになった（図 4下段、p.13）。 
 5 


③ 染色体上に複数コピーが存在している場合は、それらが隣接しているか離


れているかの別 
染色体上に複数コピーは存在しない。 
 


④ (6)の①において具体的に示される特性について、自然条件の下での個体間10 
及び世代間での発現の安定性 


本組換えワタの T3 世代から T5 世代において、葉における改変 AAD-12 蛋白


質及び PAT 蛋白質の発現量を ELISA 法により調べた。その結果、複数世代に


おいて改変 AAD-12蛋白質及び PAT蛋白質が安定して発現していることを確認


した(表 3、p.16)。 15 
 


表 3 本組換えワタの T3 世代から T5 世代での葉における改変 AAD-12 蛋白質


及び PAT 蛋白質の発現量 


 
 20 
 
 
 
⑤ ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に


伝達されるおそれのある場合は、当該伝達性の有無及び程度 25 
本組換えワタには、伝達性を有する配列は含まれておらず、本組換えワタに


導入された遺伝子が伝達されることはない。 


 


(5) 遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び


信頼性 30 


本組換えワタの検出及び識別の方法として、導入遺伝子配列と隣接ゲノム配


列をプライマーとして設定し、本組換えワタをイベント特異的に検出できる


PCR 法が開発されている。非組換えワタに対する本組換えワタの混入率につい


て、本 PCR 法の検出限界値はゲノム DNA 濃度比で 0.04%である。なお、再現


性については、米国ダウ・アグロサイエンス社及び米国ユーロフィン・ジーン35 
スキャン社において、施設間互換性(inter-laboratory transferability)が確保さ


れていることが確認されている(添付資料 7)。 


 


社外秘情報につき非開示 
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(6) 宿主又は宿主の属する分類学上の種との相違 
① 移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特


性の具体的な内容 
本組換えワタには、改変 aad-12 遺伝子及び pat 遺伝子が導入されており、そ


れぞれ改変 AAD-12 蛋白質及び PAT 蛋白質が発現することにより、アリルオキ5 
シアルカノエート系除草剤及び除草剤グルホシネートに対する耐性が付与され


ている。 
2012 年にダウ・ケミカル日本株式会社小郡開発センターで行った隔離ほ場試


験において、本組換えワタ（BC1F3 世代）及び対照の非組換えワタ（社外秘情


報につき非開示）の除草剤 2,4-D 及びグルホシネート耐性試験を行った。3 葉期10 
の本組換えワタ及び非組換えワタ（各 10 個体）に 2,4-D を 1120g a.e./ha（通


常使用量）を散布し、2 週間後に調査した結果、本組換えワタはすべて 2,4-D 散


布後も生育したのに対し、対照の非組換えワタは薬害により生育が阻害された


（｢隔離ほ場試験結果報告書｣、図 1、p.2）。また、3 葉期の本組換えワタ及び


非組換えワタ（各 10 個体）にグルホシネートを 596g a.i./ha（通常使用量）散15 
布し、1 週間後に調査した結果、本組換えワタはすべてグルホシネート散布後も


生育したのに対し、対照の非組換えワタは薬害により生育が阻害された（｢隔離


ほ場試験結果報告書｣、図 2、p.3）。 
 
② 生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿主の属する20 


分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程度 
2012 年に、ダウ・ケミカル日本株式会社小郡開発センターにおいて隔離ほ場


試験を行い、本組換えワタと対照の非組換えワタの相違を検討した。 
 


a 形態及び生育の特性 25 
形態及び生育の特性として、発芽率、発芽揃い、開花期、開じょ期、葉形、


葉長・葉幅、着蕾数、花色、草型、幹長、節数、総分枝数、収穫期の地上部・


地下部重量、株当たり収穫さく数、株当たり総さく数、さくの形状、さく長・


幅、さくの重量、さくの室数、さく当たりの種子数、百粒重、種子の形状、種


子の色、綿毛の色について、本組換えワタと非組換えワタの比較を行った。 30 
 
隔離ほ場において、本組換えワタ及び非組換えワタはともに播種 5 日後に発


芽を開始した。発芽率について、本組換えワタと非組換えワタとの間に統計学


的有意差は認められなかった(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、表 1、p.4)。発芽揃


いについては、本組換えワタと非組換えワタとの間に相違は認められなかった。35 
また、開花期及び開じょ期について、本組換えワタと非組換えワタとの間に相


違は認められず(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、表 2、p.4)、葉形、花色、草型、


さくの形状、さくの室数、種子の形状、種子の色及び綿毛の色についても、相


違は認められなかった(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、図 3 及び図 4、p.7)。さら


に、葉長・葉幅、着蕾数、幹長、節数、総分枝数、収穫期の地上部・地下部重40 
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量、株当たり収穫さく数、株当たり総さく数、さく長・幅、さくの重量、さく


当たりの種子数及び百粒重について、本組換えワタと非組換えワタとの間に統


計学的有意差は認められなかった(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、表 3～表 5、p.5
～p.6)。 


 5 
b 生育初期における低温耐性 
本組換えワタと非組換えワタの生育初期における低温耐性について検討した。


本葉 1 葉期まで生育した本組換えワタ及び非組換えワタ(各 6 個体)を 4℃、16
時間日長に設定した恒温器内で栽培し、生育状況を観察した。その結果、16 日


後に本組換えワタ及び非組換えワタはともに、植物体の萎縮及び著しい生育障10 
害の症状を呈し、その程度に差は認められなかった(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、


図 5、p.8)。 
 
c 成体の越冬性 
本組換えワタと非組換えワタの成体の越冬性について検討した。ほ場で生育15 


した株(10 株)を成熟後も収穫せずに翌年まで放置し、冬季の自然条件下におけ


る植物体の状況を観察した。2013 年 3 月に供試個体を観察した結果、本組換え


ワタ及び非組換えワタはともに、いずれの株も枯死していたことより越冬性は


認められなかった(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、図 6、p.9)。 
 20 
d 花粉の稔性及びサイズ 
花粉の形状に差は認められなかった(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、図 7、p.10)。


また、酢酸カーミン溶液で染色した本組換えワタと非組換えワタの花粉の充実


度及びサイズについて検討した。その結果、本組換えワタと非組換えワタの間


に統計学的有意差は認められなかった(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、表 6、p.10)。 25 
 


e 種子の生産量、脱粒性、休眠性及び発芽率 
種子の生産量については、本組換えワタと非組換えワタの株当たり収穫さく


数、株当たり総さく数、さく当たりの種子数及び百粒重を比較した。その結果、


全ての項目において統計学的有意差が認められなかったことから、本組換えワ30 
タと非組換えワタの種子の生産量に差異はないと判断した(｢隔離ほ場試験結果


報告書｣、表 5、p.6)。 
脱粒性については、本組換えワタ及び非組換えワタの種子が開じょしたさく


から脱粒したかについて観察した。その結果、本組換えワタ及び非組換えワタ


の種子はともに綿毛で覆われており、脱粒性は認められなかった(｢隔離ほ場試35 
験結果報告書｣、図 3、p.7)。 
また、収穫直後及び収穫後 3 ヵ月間室温条件下で風乾した種子の発芽率に関


して、本組換えワタと非組換えワタとの間に統計学的有意差は認められなかっ


た(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、表 7、p.10)。さらに、供試種子、収穫種子の発


芽率はともに、本組換えワタと非組換えワタとの間に統計学的有意差は認めら40 
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れず(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、表 1 及び表 7、p.4 及び p.10)、休眠性に差は


ないものと考えられた。 
 
f 交雑率 


我が国には、ワタと交雑可能な近縁種は自生していないことから、交雑性試5 
験は行わなかった。 
 
g 有害物質の産生性 
本組換えワタと非組換えワタの有害物質の産生性を比較するために、後作試験、


鋤込み試験及び土壌微生物相試験を行った。 10 
 
＜後作試験＞ 
収穫期の本組換えワタ及び非組換えワタの根域土壌を各区 4 ヵ所から採取し


混和後、篩にかけて石等の夾雑物を取り除き、セルトレイ(25 穴)に詰めた。各


セルにハツカダイコンの種子を 1 粒ずつ播種し、8 日後に発芽率、29 日後に草15 
丈及び乾燥重量の調査を行った。 
その結果、検定植物であるハツカダイコンの発芽率、草丈、乾燥重量のいずれ


も本組換えワタと非組換えワタの試験区の間で統計学的有意差は認められなか


った(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、表 8、p.12)。 
 20 
＜鋤込み試験＞ 
収穫期の本組換えワタ及び非組換えワタの植物体地上部を刈取り(6 株/区)、6


株分を 1 サンプルとし、乾燥及び粉砕した後、園芸培土とよく混和した(乾燥粉


末の重量比約 0.6%)。セルトレイ(25 穴)に混和した土壌を入れ、ハツカダイコ


ンの種子を 1 粒ずつ播種し、播種 9 日後に発芽率、21 日後に草丈、乾燥重量の25 
調査を行った。 
その結果、検定植物であるハツカダイコンの発芽率、草丈、乾燥重量のいずれ


も本組換えワタと非組換えワタの試験区の間で統計学的有意差は認められなか


った(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、表 9、p.12)。 
 30 
＜土壌微生物相試験＞ 
本組換えワタ及び非組換えワタの収穫後の土壌を各区 3 ヵ所から採取した。希


釈平板法により、細菌数、放線菌数及び糸状菌数を測定した。その結果、本組


換えワタと非組換えワタの試験区の間で統計学的有意差は認められなかった


(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、表 10、p.12)。 35 
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3 遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報 


(1) 使用等の内容 
食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及び廃棄並びにこれ


らに付随する行為。 


 5 


(2) 使用等の方法 
――― 


 


(3) 承認を受けようとする者による第一種使用等の開始後における情報


収集の方法 10 


――― 


 


(4) 生物多様性影響が生ずるおそれのある場合における生物多様性影響


を防止するための措置 
「緊急措置計画書」を参照。 15 


 


(5) 実験室等での使用等又は第一種使用等が予定されている環境と類似


の環境での使用等の結果 
――― 


 20 


(6) 国外における使用等に関する情報 
米国(2010～2012年)の延べ221ヵ所のほ場において試験を行ってきたが、非


組換えワタと比較して生物多様性影響を生じるおそれがあるような相違は報告


されていない。 
なお、本組換えワタの国外における申請状況は以下のとおりである（表4、25 


p.21）。 
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 表 4 本組換えワタの国外における申請状況(2013 年 9 月現在) 


申請国 申請先機関 申請目的 申請状況 
米国 農務省(USDA) 栽培 2013年9月申請 


連邦食品医薬品局(FDA) 食品、飼料 2013年6月申請 
カナダ 保健省(Health Canada) 食品 2013年9月申請 


食品検査庁(CFIA) 飼料 2013年9月申請 
オーストラリア /
ニュージーランド 


食品基準機関(FSANZ) 食品、飼料 社 外 秘 情 報 に 


つき非表示 
韓国 食品医薬品安全庁(KFDA) 食品 社 外 秘 情 報 に 


つき非表示 農村振興庁(RDA) 飼料、環境 
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第二 項目ごとの生物多様性影響の評価 
1 競合における優位性 
(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


我が国の自然環境下におけるワタの自生は報告されていない。 
第一の2の(6)に示したとおり、2012年にダウ・ケミカル日本株式会社小郡開5 


発センターにおいて隔離ほ場試験を行い、形態及び生育の特性、生育初期にお


ける低温耐性、成体の越冬性、花粉の稔性及びサイズ、種子の生産量・脱粒性・


休眠性及び発芽率について観察し、本組換えワタと非組換えワタの競合に関わ


る諸形質の相違を検討した。 
形態及び生育の特性については、すべての調査項目で本組換えワタ及び非組10 


換えワタとの間に統計学的有意差あるいは相違は認められなかった(｢隔離ほ場


試験結果報告書｣、表1～表5及び図3～図4、p.4～p.7)。 
生育初期における低温耐性、成体の越冬性、花粉の稔性及びサイズ、種子の


生産量・脱粒性・休眠性及び発芽率についても、すべての調査項目で本組換え


ワタ及び非組換えワタとの間に統計学的有意差あるいは相違は認められなかっ15 
た(｢隔離ほ場試験結果報告書｣、表5～表7及び図5～図7、p.6及びp.8～p.10)。 
また、本組換えワタは、改変AAD-12 蛋白質及びPAT蛋白質が発現すること


により、アリルオキシアルカノエート系除草剤及び除草剤グルホシネート耐性


が付与されているが、これらの除草剤を散布されることが想定されない自然条


件下においてアリルオキシアルカノエート系除草剤及び除草剤グルホシネート20 
耐性であることが競合における優位性を高めるとは考えられない。 
さらに、本組換えワタの供与核酸中には、タバコ由来の核マトリックス結合


領域であるRB7 MAR配列が含まれる。核マトリックス結合領域は導入遺伝子の


上流もしくは両側に隣接していると導入遺伝子の発現を高めるが、下流に隣接


している場合は導入遺伝子の発現を高めないことが報告されていることから25 
（Fukuda and Nishikawa, 2003）、RB7 MAR配列は導入遺伝子の発現にのみ


影響を及ぼす可能性があると考えられる。また、隔離ほ場試験の結果において、


上述のとおり生理学的及び生態学的特性について本組換えワタと非組換えワタ


の相違はないと考えられた。さらに、米国(2010～2012 年)の延べ 221 ヵ所のほ


場において試験を行ってきたが、本組換えワタは非組換えワタと比較して生物30 
多様性影響を生じるおそれがあるような相違は報告されていない。よって、RB7 
MAR配列が植物体の他の代謝系を変化させ、競合における優位性に関わる生理


学的または生態学的特性について宿主との相違をもたらすことはないと考えら


れる。 
したがって、競合における優位性に起因する影響を受ける可能性のある野生35 


動植物等は特定されないと判断された。  
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(2) 影響の具体的内容の評価 
――― 


(3) 影響の生じやすさの評価 
――― 


(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 5 


以上のことから、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、本


組換えワタの競合における優位性に起因する生物多様性影響を生ずるおそれは


ないと判断された。 
 


2 有害物質の産生性 10 


(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


ワタの種子には、非反芻動物に対して毒性を示すゴッシポール及び飽和脂肪


酸の不飽和化を阻害することにより鶏卵の脱色やふ化率低下を引き起こすシク


ロプロペン脂肪酸が含まれている。しかし、野生のほ乳動物がワタの種子を摂


食するという例は報告されていない。また、ワタには他感作用物質のような野15 
生動植物等の生息又は生育に影響を及ぼす有害物質の産生性は知られていない。 
本組換えワタは、アリルオキシアルカノエート系除草剤耐性を付与する改変


AAD-12蛋白質及び除草剤グルホシネート耐性を付与するPAT蛋白質を生産す


る。改変AAD-12蛋白質及びPAT蛋白質については、ともに有害物質としては知


られていない。 20 
第一の2の(1)ロ③に示したとおり、改変AAD-12蛋白質にはトランス桂皮酸及


びインドール-3-酢酸を酸化する可能性があるものの、その触媒効率は非常に低


く、これらが植物の代謝経路に影響を与える可能性は低いと考えられた。また、


植物体中にはアリルオキシアルカノエート構造をもつ化合物の存在は知られて


いないことから、改変AAD-12蛋白質は植物体の他の代謝系を変化させることは25 
ないと考えられる。一方、PAT蛋白質は除草剤グルホシネートの活性成分であ


るL-グルホシネートの遊離アミノ基を極めて特異的にアセチル化する酵素であ


り、他のアミノ酸やD-グルホシネートをアセチル化することはない(OECD, 
1999)。また、L型アミノ酸が過剰に存在する場合においても、PAT蛋白質によ


るL-グルホシネートのアセチル化反応が影響を受けることはない(OECD, 30 
1999)。したがって、PAT蛋白質が植物体の他の代謝系を変化させることはない


と考えられる。さらに、本組換えワタの供与核酸中には、タバコ由来の核マト


リックス結合領域であるRB7 MAR配列が含まれる。核マトリックス結合領域が


導入遺伝子の上流もしくは両側に隣接していると導入遺伝子の発現を高めるが、


下流に隣接している場合は導入遺伝子の発現を高めないことが報告されている35 
ことから（Fukuda and Nishikawa, 2003）、RB7 MAR配列は導入遺伝子の発







24 
 


現にのみ影響を及ぼす可能性があると考えられる。また、第一の2の(6)に示し


たとおり、2012年にダウ・ケミカル日本株式会社小郡開発センターで実施した


ほ場試験の結果、生理学的及び生態学的特性について本組換えワタと非組換え


ワタの相違はないと考えられた。さらに、米国(2010～2012年)の延べ221ヵ所


のほ場において試験を行ってきたが、本組換えワタは非組換えワタと比較して5 
生物多様性影響を生じるおそれがあるような相違は報告されていない。よって、


RB7 MAR配列が植物体の他の代謝系を変化させることはないと考えられる。 
また、改変AAD-12蛋白質またはPAT蛋白質について既知アレルゲンとアミノ


酸配列を共有するかどうかをアレルゲン・データベース(FARRP Allergen 
Database version 12、2012)を用いて調べたところ、既知アレルゲンと構造的10 
に類似する配列を有していなかった。 
なお、2012年にダウ・ケミカル日本株式会社小郡開発センターの隔離ほ場試


験において、本組換えワタと非組換えワタの有害物質の産生性を比較するため


に、後作試験、鋤込み試験及び土壌微生物相試験を行った。その結果、後作試


験、鋤込み試験及び土壌微生物相試験のいずれにおいても、本組換えワタと非15 
組換えワタの試験区の間に統計学的有意差は認められなかった(｢隔離ほ場試験


結果報告書｣、表8～表10、p.12)。 
一方、除草剤 2,4-D の分解産物である 2,4-DCP の水生生物に及ぼす影響につ


いては、急性毒性試験における LC50(半数致死濃度)は淡水魚で 1.7 mg/L、オオ


ミジンコ(Daphnia magna)で 1.4 mg/L であり、ウキクサの EC50(半数影響濃20 
度)が 1.5 mg/L である。また、慢性毒性試験ではウキクサの NOEC(無影響濃度)


が 0.14 mg/L、オオミジンコの NOEC が 0.21 mg/L である。さらに、陸生生物


に及ぼす影響については、ミミズの LC50が 125 mg/kg、オオフォルソムトビム


シ(Folsomia candida)の EC10(10%影響濃度)が 0.7 mg/kg である(OECD, 
2006)。2,4-D の水生生物に及ぼす影響については、急性毒性試験における LC5025 
は淡水魚で 0.26 mg/L、オオミジンコで 2.2 mg/L であり、ウキクサの EC50が


0.2992 mg/Lである。また、慢性毒性試験ではウキクサのNOECが0.0476 mg/L、
オオミジンコの NOEC が 0.20 mg/L である(EPA, 2004)。 
このように、2,4-Dの分解産物である 2,4-DCP は、2,4-Dと同等もしくは 2,4-D


に比べて毒性が低く、2,4-D が散布された場合における 2,4-DCP の濃度を最大30 
に見積もっても、散布された 2,4-D 以上に影響を及ぼす濃度にはならないと考


えられる。 
また、除草剤グルホシネートの代謝産物である N-アセチル-L-グルホシネート


の動物に対する毒性（急性毒性、亜急性毒性、慢性毒性、発がん性、生殖発生


毒性）はグルホシネートより低いことが確認されており（食品安全委員会, 2010）、35 
グルホシネートが散布された場合における N-アセチル-L-グルホシネートの濃


度を最大に見積もっても、散布されたグルホシネート以上に影響を及ぼす濃度


にはならないと考えられる。 
したがって、有害物質の産生性に起因する影響を受ける野生動植物等は特定


されないと判断された。 40 







25 
 


(2) 影響の具体的内容の評価 
――― 


 


(3) 影響の生じやすさの評価 
――― 5 


 


(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 
以上のことから、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、本


組換えワタの有害物質の産生性に起因する生物多様性影響を生ずるおそれがな


いと判断された。 10 


 


3 交雑性 


(1) 影響を受ける可能性のある野生動植物等の特定 


本組換えワタと交雑可能な近縁野生種は我が国には存在しないことから、本


組換えワタの交雑性に関して影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定さ15 
れなかった。 


 


(2) 影響の具体的内容の評価 
――― 


 20 


(3) 影響の生じやすさの評価 
――― 


 


(4) 生物多様性影響が生ずるおそれの有無等の判断 
以上のことから、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、本25 


組換えワタの交雑性に起因する生物多様性影響を生ずるおそれがないと判断さ


れた。 
 


4 その他の性質 


――― 30 
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第三 生物多様性影響の総合的評価 


我が国において本組換えワタの商業栽培は行わないため、生物多様性影響が


生ずる可能性は、運搬中にこぼれ落ちた種子が生育し、自生する場合に限られ


る。しかし、ワタは我が国において長期にわたり輸入され、加工用として使用


されてきた経験があるが、自然環境下において自生化したという報告はなされ5 
ていない。 


 
競合における優位性に関わる諸形質(形態及び生育の特性、生育初期における


低温耐性、成体の越冬性、花粉の稔性及びサイズ、種子の生産量・脱粒性・休


眠性及び発芽率)について、隔離ほ場において調査した結果、本組換えワタの競10 
合における優位性が高まる可能性を示唆する形質は認められなかった。また、


本組換えワタはアリルオキシアルカノエート系除草剤及び除草剤グルホシネー


ト耐性を持つが、これらの除草剤を散布されることが想定されない自然条件下


において、これらの除草剤耐性であることが競合における優位性を高めるとは


考えられない。 15 
以上のことから、本組換えワタは、競合における優位性に起因する生物多様


性影響を生ずるおそれはないと判断された。 
 
ワタの種子には、非反芻動物に対して毒性を示すゴッシポール及び飽和脂肪


酸の不飽和化を阻害することにより鶏卵の脱色やふ化率低下を引き起こすシク20 
ロプロペン脂肪酸含まれている。しかし、野生動物がワタの種子を摂食すると


いう例は報告されていない。また、ワタには、他感作用物質のような野生動植


物等の生息又は生育に影響を及ぼす有害物質の産生性は知られていない。さら


に、改変 AAD-12 蛋白質及び PAT 蛋白質は有害物質としては知られていない。


また、これら蛋白質と既知アレルゲンとの間でアミノ酸配列の相同性は認めら25 
れていない。有害物質の産生性について、後作試験、鋤込み試験及び土壌微生


物相試験を行った結果、いずれの項目においても、本組換えワタと非組換えワ


タの試験区の間に統計学的有意差は認められなかった。 
水生生物に及ぼす影響についての調査結果から、2,4-D の分解産物である


2,4-DCP は、2,4-D と同等もしくは 2,4-D に比べて毒性が低く、2,4-D が散布さ30 
れた場合における 2,4-DCP の濃度を最大に見積もっても、散布された 2,4-D 以


上に影響を及ぼす濃度にはならないと考えられる。また、2,4-D を散布し生育し


た本組換えワタの輸入種子が野生動物に影響を及ぼすことはないと考えられた。


また、除草剤グルホシネートの代謝産物である N-アセチル-L-グルホシネートの


動物に対する毒性はグルホシネートより低いことが確認されており、グルホシ35 
ネートが散布された場合における N-アセチル-L-グルホシネートの濃度を最大


に見積もっても、散布されたグルホシネート以上に影響を及ぼす濃度にはなら


ないと考えられる。 
以上のことから、本組換えワタは、有害物質の産生性に起因する生物多様性
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影響を生ずるおそれはないと判断された。 
 
本組換えワタと交雑可能な近縁野生種は我が国には存在しないことから、本


組換えワタは交雑性に起因する生物多様性影響を生ずるおそれはないと判断さ


れた。 5 
 
よって、総合評価として、本組換えワタを第一種使用規程に従って使用した


場合、我が国の生物多様性に影響が生ずるおそれはないと結論づけられた。 
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緊 急 措 置 計 画 書 


 
平成25年8月23日 


 
氏名 ダウ・ケミカル日本株式会社 
代表取締役 栗田 道郎 
住所 東京都品川区東品川二丁目2番24号 


 


第一種使用規程の承認を申請している除草剤アリルオキシアルカノエート系


及びグルホシネート耐性ワタ(改変aad-12, pat, Gossypium hirsutum 
L.)(DAS1910, OECD UI：DAS-8191Ø-7)（以下「本組換えワタ」という。）の


第一種使用等において、生物多様性影響が生ずるおそれがあると、科学的に明


らかである場合、以下の措置を執ることとする。 
 
 


１ 第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 
平成25年7月現在 


（個人名・所属・電話番号は個人情報のため非開示） 
社内委員 


 


ダウ・ケミカル日本株式会社  


東京都品川区東品川二丁目 2 番 24 号 


（電話番号       ） 


           ＊
 


ダウ・ケミカル日本株式会社  


 


 ダウ・ケミカル日本株式会社 


 
ダウ・ケミカル日本株式会社  


 


＊：管理責任者 
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２ 第一種使用等の状況の把握の方法 


弊社は、米国ダウ・アグロサイエンス社と連絡をとり、種子生産、収穫物


の状況に関し、種子生産、種子供給、販売、種子取扱など使用の可能性があ


る関係各者から可能な限り情報収集を行う。 


 


３ 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措


置の内容を周知するための方法 


弊社は、米国ダウ・アグロサイエンス社と連絡をとり、生産農家や種子取


扱業者などの取引ルートへ本組換えワタの適切な管理、取扱いなどの生物多


様性影響のリスクとその危機管理計画について情報提供を行う。 


 
４ 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を取り、その使用等を継


続するための具体的な措置の内容 


生物多様性影響を生ずるおそれがあると認められた場合、弊社は米国ダ


ウ・アグロサイエンス社の協力のもと、本組換えワタが環境中に放出されな


いようにリスクの程度に応じて適切な措置をとるとともに、環境中に放出さ


れた本組換えワタについては、環境中で生存しないように不活化するよう措


置する。 


 


５ 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 


弊社は信憑性のある証拠及びデータにより生物多様性影響が生ずるおそれがあ


ると示唆された場合、直ちに農林水産省 消費・安全局 農産安全管理課及び環境


省 自然環境局 野生生物課に報告する。 
 
 


以上 
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添 付 資 料 リ ス ト 


 
 
 


 
１．除草剤アリルオキシアルカノエート系及びグルホシネート耐性ワタ(改変aad-12, 


pat, Gossypium hirsutum L.)(DAS1910, OECD UI：DAS-8191Ø-7)の隔離ほ場試


験結果報告書 
 
２．添付資料 1：改変 AAD-12 蛋白質が活性を示す除草剤 
 
３．添付資料 2：Substrate Specificity of Aryloxyalkanoate Dioxygenase-12 (AAD-12) 
 


４．添付資料 3：pDAB4468 の塩基配列 
 
５．添付資料 4：導入遺伝子のコピー数並びに世代間及び同一世代における安定性 
 
６．添付資料 5：pDAB4468 の作成過程 
 
７．添付資料 6：Cloning and Characterization of the DNA Sequence for the Insert  


and its Flanking Border Regions of DAS-81910-7 Cotton 
 


８．添付資料 7：Development and Validation of an Event-Specific Real-Time PCR 
System for the Quantitative Detection of DAS-81910-7 Cotton 


 


社外秘情報につき非開示 





		除草剤アリルオキシアルカノエート系及びグルホシネート耐性ワタ (改変aad-12, pat,Gossypium hirsutum L.) (DAS1910, OECD UI：DAS-8191Ø-7) 申請書等の概要

		①宿主の品種名又は系統名

		②供与核酸に関する情報

		③PAT 蛋白質

		④改変AAD-12 蛋白質

		⑤宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容（改変AAD-12 蛋白質）

		⑥宿主の持つ代謝系を変化させる場合はその内容（PAT 蛋白質）

		⑦ベクターに関する情報

		⑧遺伝子組換え生物等の調製方法

		⑨移入された核酸の複製物のコピー数及び移入された核酸の複製物の複数世代における伝達の安定性

		⑩ウイルスの感染その他の経路を経由して移入された核酸が野生動植物等に伝達されるおそれのある場合は、当該伝達性の有無及び程度

		⑪遺伝子組換え生物等の検出及び識別の方法並びにそれらの感度及び信頼性

		⑫移入された核酸の複製物の発現により付与された生理学的又は生態学的特性の具体的な内容

		⑬生理学的又は生態学的特性について、遺伝子組換え農作物と宿主の属する分類学上の種との間の相違の有無及び相違がある場合はその程度

		⑬遺伝子組換え生物等の使用等に関する情報










緊 急 措 置 計 画 書 


 


平成27年8月18日 


 
 氏名 ダウ・ケミカル日本株式会社 
 代表取締役 栗田 道郎 
 住所 東京都品川区東品川二丁目2番24号 


 


第一種使用規程の承認を申請しているチョウ目害虫抵抗性並びに除草剤アリルオ


キシアルカノエート系及びグルホシネート耐性ワタ（改変cry1F, 改変cry1Ac, 改変


vip3A, pat, 改変aad-12, Gossypium hirsutum L.）（ (281×3006)×COT102×
DAS1910, OECD UI : (DAS-24236-5 × DAS-21Ø23-5) × SYN-IR1Ø2-7 ×


DAS-8191Ø-7）（以下、「本スタック系統ワタ」という。）並びに当該ワタの分離系統


に包含される組合せの第一種使用等において、生物多様性影響が生ずるおそれがある


と、科学的に明らかになった場合、以下の措置をとることとする。 
 


１ 第一種使用等における緊急措置を講ずるための実施体制及び責任者 


 （個人名・所属・電話番号は個人情報のため非表示）  平成27年8月現在 


社内委員 


 


ダウ・ケミカル日本株式会社 代表取締役 


東京都品川区東品川二丁目 2 番 24 号 
（電話番号        ） 


     
＊
 ダウ・ケミカル日本株式会社  


 ダウ・ケミカル日本株式会社 


 ダウ・ケミカル日本株式会社  


＊：管理責任者 
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２ 第一種使用等の状況の把握の方法 


弊社は、米国ダウ・アグロサイエンス社と連絡をとり、種子、穀物生産、収穫物


の状況に関し、種子生産、種子供給、販売、穀物取扱など使用の可能性がある関係


各者から可能な限り情報収集を行う。 


 


３ 第一種使用等をしている者に緊急措置を講ずる必要があること及び緊急措置の


内容を周知するための方法 


弊社は、米国ダウ・アグロサイエンス社と連絡をとり、生産農家や穀物取扱業者


などの取引ルートへ本スタック系統ワタ及び当該ワタの分離系統に包含される組


合せの適切な管理、取扱いなどの生物多様性影響のリスクとその危機管理計画につ


いて情報提供を行う。 


 


４ 遺伝子組換え生物等を不活化し又は拡散防止措置を取り、その使用等を継続する


ための具体的な措置の内容 


生物多様性影響を生ずるおそれがあると認められた場合、弊社は米国ダウ・アグ


ロサイエンス社の協力のもと、本スタック系統ワタ及び当該ワタの分離系統に包含


される組合せが環境中に放出されないように必要かつ適切な措置をとるとともに、


環境中に放出された本スタック系統ワタ及び当該ワタの分離系統に包含される組


合せは、環境中で生存しないように不活化する。 


 


５ 農林水産大臣及び環境大臣への連絡体制 


弊社は信憑性のある証拠及びデータにより生物多様性影響が生ずるおそれが示唆さ


れた場合、直ちに農林水産省 消費・安全局 農産安全管理課及び環境省 自然環境局 


野生生物課に報告する。 
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		緊急措置計画書






 


ワタに関する情報 


 
和名：ワタ 
英名：cotton 
学名：Gossypium hirsutum L. 


 
１．国内及び国外の自然環境における自生地域 


G. hirsutum（以下「ワタ」という。）は四倍体のワタの栽培種であり、我が


国の自然環境において、ワタ及び本種と交雑可能な Gossypium 属（以下「ワタ


属」という。）植物の自生は報告されていない。 
ワタ属は、熱帯及び亜熱帯の乾燥地帯から半乾燥地帯にかけて、世界におよ


そ 50 種が分布し、その生物学的多様性の中心は、主にアフリカ・アラビア半島、


オーストラリア及びメキシコの 3 地域である。ワタ属のうち二倍体種は、アフ


リカ、アラビア半島、パキスタン及びおそらくそれ以東に分布するアフリカ・


アラビア群(Gossypium 亜属)の約 14 種、オーストラリア群(Sturtia 亜属)の約


17 種、そして、メキシコ西部、ガラパゴス諸島及びペルーに分布するアメリカ


群(Houzingenia 亜属)の約 14 種である。四倍体種は、メソアメリカ(メキシコ


及び中央アメリカ)、南アメリカ、ガラパゴス諸島及びハワイ諸島に分布するア


メリカ・太平洋群(Karpas 亜属)の 5 種である。なお、二倍体種の G. arboreum
及び G. herbaceum は旧大陸(アフリカ・アジア)において、一方、四倍体種の


ワタ及び G. barbadense は新大陸(ワタはメソアメリカ、G. barbadense は南ア


メリカ)において、それぞれ栽培化された(OECD, 2008)。 


 


２．国内及び国外における第一種使用等の歴史 
我が国における栽培種は二倍体種の G. arboreum であり、799 年に三河国に


漂着したインド人によって伝えられたことが記録に残っているが、このワタは


すぐに消滅したと考えられている。その後、文禄年間(1592～1595 年)に再び九


州に伝えられ、明治 15～20 年(1882～1887 年)ごろには関東以南を中心に 10
万 ha 栽培されていた。しかし、輸入ワタに圧迫された結果、現在では観賞用な


どにわずかに栽培されているにすぎない(原田, 1981)。 
ワタの栽培はメソアメリカで始まり、紀元前 3500～2300 年頃のワタの栽培


化の形跡がメキシコのテワカン谷で発見されている。今日栽培されているワタ


の起源はグアテマラ国境近くのメキシコと考えられており、18 世紀半ばに米国


南東部に広まった。その後、米国の南北戦争の時期に、世界の熱帯・亜熱帯の


諸国に広がった。今日生産されるワタ属栽培種の 95％以上は四倍体種であり、


ワタが 90％以上、G. barbadense が 5％程度を占める(OECD, 2008)。 
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３．主たる栽培地域、栽培方法、流通実態及び用途 
2013年の世界におけるワタの栽培面積は約3692万haであり、インドが約1170


万ha、中国が約435万ha、米国が約305万ha、パキスタンが約281万haであった


(FAO, 2014)。 
栽培方法については、畝立てを行い、深さ10 cmにおける地温が14℃以上、3


日間以上続く時期に十分な土壌水分含量を確認した上で機械により播種を行う。


発芽後、適宜、潅水、施肥、病害虫防除、雑草管理などの一般管理を行う。さ


くの成熟を確認した上で落葉剤を散布し、大部分の葉が枯れ落ちたことを確認


した後、機械による収穫を行う(OECD, 2008)。 
2014年の我が国における搾油用綿実の輸入量は、約11万トンであり、主な輸


入先はオーストラリア(約6万2000トン)、米国(約2万9000トン) 及びブラジル


（約1万4000トン）である。また、2014年の綿実油かすの輸入量は約1248トン


であり、主な輸入先は中国(約664トン)、インド(約512トン)及び米国(約72ト
ン)である(財務省, 2015)。 


ワタの主な用途は、繊維として衣服の原料になるほか、フェルトやマットレ


スの詰め物として利用されたり、紙やセルロースの原料とされる。子実(種子)


は搾油用に供され、綿実油かすは家畜の飼料として利用される(OECD, 2008)。 


 


４．生理学的及び生態学的特性 


イ 基本的特性 


ワタは多年生植物で低木にもなるが、商業的には一年生植物として栽培され


る。主茎は直立し、単軸性、無限成長であるが、一般的には草丈1～1.5 m で栽


培されている。葉は3～5に浅裂し、互生である。花色は乳白色から黄白色であ


る(OECD, 2008)。 
 


ロ 生息又は生育可能な環境の条件 


ワタの発芽若しくは実生の生育には 15℃以上を必要とし、38℃以上になると


生育遅延が起こる。日中の最適温度は 30～35℃であるが、35℃以上になると結


実が抑制され、25℃以下では生産量が半減する。正常な生育には、180～200 日


の無霜期間かつ、その中で平均 150 日間の適温（例:15.5℃以上での積算温度が


1200℃）が必要である。また、潅水がない場合においては、栽培期間中に 500 mm
以上の降雨量を要する。ワタは様々な種類の土壌で栽培されているが、水はけ


の良い土壌でよく育つ。また、ワタは耐塩性植物であるが、塩分ストレスは発


芽に悪影響を与える(OECD, 2008)。 
 


ハ 捕食性又は寄生性 


――― 
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ニ 繁殖又は増殖の様式 


①  種子の脱粒性、散布様式、休眠性及び寿命 
ワタのさくは球形ないし卵形で先端が尖っており、淡緑色である。さくは 3


～5 室からなり、1 さく当たり 25～35 個の種子を形成する。種子は綿毛で覆わ


れているため、脱粒性は低い。ワタの種子は 2～3 ヵ月の休眠性をもつが、栽培


種は育種により休眠性を最小限に抑えられているか若しくは完全になくされて


いる(OECD, 2008)。多湿の環境下において、ほ場に残った種子は、通常翌年の


作期まで生存しない(Jenkins, 2003）。 
 


② 栄養繁殖の様式並びに自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官か


らの出芽特性 
ワタは種子繁殖であり、塊茎や地下茎などによる栄養繁殖はしない。また、


ワタには、自然条件において植物体を再生しうる組織又は器官からの出芽特性


があるという報告はない。 
 


③ 自殖性、他殖性の程度、自家不和合性の有無、近縁野生種との交雑性及び


アポミクシスを生ずる特性を有する場合はその程度 
ワタは基本的には自殖性であるが、虫媒等で他家受粉が生じる場合がある


(OECD, 2008)。なお、我が国においてワタと交雑可能な近縁野生種は知られて


いない。また、アポミクシスは報告されていない。 
 


④ 花粉の生産量、稔性、形状、媒介方法、飛散距離及び寿命 
ワタは 1 花当たり 50～125 以上の葯を形成し、1 葯当たり 350～900 個の花


粉粒を生産する。ワタの花粉は大きく重く、やや粘性があるため、自然条件下


で風に運ばれることはほとんどない。米国及びオーストラリアの研究機関の行


った調査によれば、ワタの花粉は 20 m 以上風で移動することはほとんどないこ


とが報告されている(Umbeck et al., 1991)。なお、マルハナバチ(Bombus 属)


やミツバチ(Apis 属)等が花粉を媒介することがある(OECD, 2008)。米国にお


ける研究では、ミツバチが存在する条件下における交雑率が、0.3 m で 7.65％
から 9 m で 0.67％に低下し、30 m では 0.32％であった。一方、ミツバチが存


在しない条件下における交雑率は、0.3 m で 4.86％から 1 m で 0.30％にまで低


下した（Van Deynze et al., 2005）。 
実験室での飽和湿度条件下における花粉の発芽率は、花粉採取後 8 時間で


90％、16 時間で 31％、32 時間で 7.5％に低下した。また、蛾（Helicoverpa 
armigera）の口吻に付着した花粉の発芽率は花粉採取後 8 時間で 19％であり、


飽和湿度条件下よりさらに短いものであった(OECD, 2008)。 
 


ホ 病原性 


――― 
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へ 有害物質の産生性 


ワタは、他感作用物質のような野生動植物等の生息又は生育に影響を及ぼす


有害物質の産生性は知られていない。 
ワタにはゴッシポールとシクロプロペン脂肪酸が含まれていることが知られ


ている。ゴッシポールには遊離型と結合型があるが、遊離型ゴッシポールが生


理活性をもつ。ゴッシポールは非反芻動物、鳥類、多くの昆虫や微生物に対し


て毒性を示し、ほ乳類においては食欲減退、体重減少、呼吸困難を引き起こす


ことがある。一方、反芻動物では反芻胃において遊離型ゴッシポールを結合型


ゴッシポールに変換し無毒化することができるため、ゴッシポールの影響を受


けにくい(OECD, 2008)。また、遊離型ゴッシポールは、綿実油の加工中に除去


されるため、綿実油中にはほとんど含まれない(OECD, 2004)。 
一方、シクロプロペン脂肪酸(マルバリン酸、ステルクリン酸、ジヒドロステ


ルクリン酸)は、飽和脂肪酸の不飽和化を阻害することにより、鶏卵の卵黄の脱


色やふ化率低下を引き起こす。これらのシクロプロペン脂肪酸は、精製油の脱


臭工程中に大幅に減少する(OECD, 2004)。 
ワタの種子中には、これらの有害物質が含まれているが、野生のほ乳動物が


摂食するという例は報告されていない。 
 


ト その他の情報 


――― 
 


以上 
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（別紙）


１ （略）


２ 名称：チョウ目害虫抵抗性及び除草剤グルホシネート耐性ワタ


, L. 281 3006,OECD UI:DAS-24236-5（ )( ×cry1F, cry1Ac, pat Gossypium hirsutum
× ）DAS-21Ø23-5


第一種使用等の内容：食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及び


廃棄並びにこれらに付随する行為


申請者：ダウ・ケミカル日本（株）


(1) 生物多様性影響評価の結果について


① 競合における優位性


宿主が属する生物種であるワタ（ ）の植物体は我が国の冬期Gossypium hirsutum .L
には低温により枯死し、また、その種子は休眠が極めて浅いこと等から、ワタが我


が国において自生化することはないと考えられる。なお、ワタは長期にわたって我


が国において綿実として流通しているが、我が国において自生化しているとの報告


はされていない。


我が国の隔離ほ場における調査の結果、競合における優位性に関わる諸形質につ


いては、いずれの項目においても本組換えワタと非組換えワタとの間で有意差は認


められなかった。


本組換えワタには、移入された改変型 遺伝子及び改変型 遺伝子によcry1F cry1Ac
りチョウ目害虫抵抗性が、 遺伝子により除草剤であるグルホシネートへの耐性がpat
付与されているが、チョウ目害虫による食害は、ワタが我が国の自然環境下で生育


することを困難にさせる主な要因ではなく、グルホシネートが自然環境下で選択圧


になるとは考えにくいため、本組換えワタの競合における優位性が高まり、我が国


において生育し自生化することは考えられない。


これらのことから、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、競合


における優位性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による


結論は妥当であると判断した。


② 有害物質の産生性


宿主が属する分類学上の種であるワタについては、野生動植物等に影響を与える


有害物質を産生するとの報告はない。


本組換えワタは、除草剤グルホシネートへの耐性を有する 蛋白質を産生するPAT
が、本蛋白質が有害物質であるとする報告はされていない。また、 蛋白質は除PAT
草剤グルホシネートを特異的にアセチル化してアセチルグルホシネートに変換する


酵素であるが、基質特異性が高いことから、他の代謝系に関与することは考えられ







ない。


また、本組換えワタは改変型 蛋白質及び改変型 蛋白質を産生するたCry1F Cry1Ac
め、本組換えワタの花粉による非標的チョウ目昆虫種への影響が懸念されるが、競


合における優位性の項において考察しているように、本組換えワタが生育し自生化


することはないと考えられる。たとえ本組換えワタがこぼれ落ち等により生育し開


花したとしても、ワタの花粉は比較的重く、粘着性があるため飛散する可能性は少


ない。従って、ワタを摂食しない非標的昆虫が本組換えワタの花粉に曝露される可


能性は低いと考えられる。


さらに、我が国の隔離ほ場試験において、本組換えワタの有害物質（根から分泌


、 、され他の植物へ影響を与えるもの 根から分泌され土壌微生物に影響を与えるもの


植物体が内部に有し枯死した後に他の植物に影響を与えるもの）の産生性の試験が


行われており、非組換えワタとの間で有意差は認められていない。


これらのことから、本組換えワタが、宿主であるワタを越えて野生動植物等に影


響を与えることは考えにくい。


従って、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、有害物質の産生


性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当で


あると判断した。


③ 交雑性


我が国の自然環境中にはワタと交雑可能な野生種は生育していないことから、影


響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、交雑性に起因する生物多様性


影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当であると判断した。


(2) 生物多様性影響評価書を踏まえた結論


上記を踏まえ、本組換えワタを第一種使用規程に従って使用した場合に生物多様性


影響が生ずるおそれはないとした生物多様性影響評価書の結論は妥当であると判断し


た。





		チョウ目害虫抵抗性及び除草剤グルホシネート耐性ワタ










生物多様性影響評価検討会での検討の結果


名称：チョウ目害虫抵抗性ワタ（改変 vip3A, Gossypium hirsutum L.）
（COT102, OECD UI: SYN-IR102-7）


第一種使用等の内容：食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及び廃


棄並びにこれらに付随する行為


申請者：シンジェンタシード株式会社


（１）生物多様性影響評価の結果について


ア 競合における優位性


宿主が属する生物種であるワタについては我が国における長期にわたる使用


等の実績があるが、我が国において自生化することは報告されていない。


本組換えワタには、移入された改変 vip3A 遺伝子によりチョウ目害虫抵抗性が付
与されているが、チョウ目害虫による食害は、ワタが我が国の自然環境下において生


育することを困難にさせる主な要因ではなく、抵抗性が付与されても競合における優


位性に影響はないと考えられる。よって、これらの形質の付与が栽培作物であるワタ


を自然条件下で自生させ、さらに競合における優位性を高めるとは考えにくい。


我が国の隔離ほ場試験における調査の結果、競合における優位性に関わる諸形質に


ついて、本組換えワタと対照の非組換えワタとの間で有意差は認められなかった。


また、移入された aph4 遺伝子により APH4 蛋白質を発現するため、一部の
アミノグリコシド系抗生物質耐性が付与されるが、これらの形質により競合に


おける優位性が高まることはないと考えられる。


以上より、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、競合における


優位性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当


であると判断した。


イ 有害物質の産生性


宿主が属する生物種であるワタについては他感作用物質のような野生動植物等に対


して影響を与える有害物質の産生性は知られていない。


本組換えワタは、チョウ目昆虫に殺虫活性を有する改変 Vip3A 蛋白質及び一部の
アミノグリコシド系抗生物質への耐性を付与する APH4 蛋白質を産生するが、いず
れの蛋白質についても既知のアレルゲンや毒素との間でアミノ酸配列に相同性はみら


れないことが確認されている。


改変 Vip3A 蛋白質は酵素活性を有するとは考えにくく、また、APH4 蛋白質は極
めて基質特異性が高く、植物体中では基質となり得る物質の存在は報告されていない。


したがって、これらの蛋白質が宿主の代謝系に影響を及ぼし、有害物質を産生する


おそれはないと考えられる。なお、本組換えワタの花粉による非標的チョウ目昆虫種







への影響が懸念されるが、ワタの花粉は比較的重く、粘性があることから飛散する可


能性は少ないと考えられる。仮に飛散したとしても、その範囲は極めて限定されたも


のであると考えられ、輸入された種子がこぼれ落ちて、我が国の自然条件下でワタが


生育あるいは自生化したという報告はない。


さらに、隔離ほ場において、本組換えワタの有害物質（根から分泌されて他の植物


へ影響を与えるもの、植物体が内部に有し枯死した後に他の植物に影響を与えるもの、


根から分泌されて土壌生物に影響を与えるもの）の産生性に関する試験として、後作


試験、鋤込み試験及び土壌微生物相試験を行った結果、いずれについても、本組換え


ワタと対照の非組換えワタとの間で統計学的有意差は認められなかった。


以上より、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、有害物質の産生


性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当であ


ると判断した。


ウ 交雑性


我が国の自然環境中にはワタと交雑可能な野生植物は自生していないことか


ら、影響を受ける可能性のある野生植物は特定されず、交雑性に起因する生物


多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥当であると判断し


た。


（２）生物多様性影響評価書を踏まえた結論


以上を踏まえ、本組換えワタを第一種使用規程に従って使用した場合に、生物多様


性影響が生ずるおそれはないとした生物多様性影響評価書の結論は妥当であると判断


した。
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生物多様性影響評価検討会での検討の結果


名称：除草剤アリルオキシアルカノエート系及びグルホシネート耐性ワタ(改変 aad-12, pat, 
Gossypium hirsutum L.)(DAS1910, OECD UI: DAS-8191Ø-7) 


第一種使用等の内容：食用又は飼料用に供するための使用、加工、保管、運搬及び廃棄並びに


これらに付随する行為


申請者：ダウ・ケミカル日本株式会社


(１)生物多様性影響評価の結果について 


本組換えワタは、アグロバクテリウム(Agrobacterium tumefaciens)と大腸菌(Escherichia 
coli)由来のプラスミド pDAB2407 をもとに構築された pDAB4468 の T-DNA 領域をアグロバク


テリウム法により導入し作出されている。


本組換えワタは、Delftia acidovorans 由来の改変 AAD-12 蛋白質をコードする改変


aad-12 遺伝子、Streptomyces viridochromogenes 由来の PAT 蛋白質をコードする pat 遺


伝子及びタバコ(Nicotiana tabacum)由来の核マトリックス結合領域 RB7 MAR（導入遺伝子


発現の安定化を行う）を含む T-DNA 領域が染色体上に１コピー組み込まれ、複数世代にわた


り安定して伝達されていることが遺伝子の分離様式及びサザンブロット分析により確認されてい


る。


(ア)競合における優位性 


  宿主が属する生物種であるワタは、我が国の自然条件下において自生化しているとの報告


はなされていない。


2012 年に我が国の隔離ほ場において、本組換えワタの競合における優位性に係る諸形質


について調査が行われた。その結果、本組換えワタと対照の非組換えワタとの間に差異は認め


られなかった。


本組換えワタには、改変 aad-12 遺伝子及び pat 遺伝子が導入されており、改変 AAD-12
蛋白質及び PAT 蛋白質の産生により、アリルオキシアルカノエート系除草剤及び除草剤グルホ


シネートに対する耐性が付与されているが、これらの除草剤が散布されることが想定しにくい自


然条件下においてこれらの除草剤に耐性であることが競合における優位性を高めるとは考え難


い。


以上より、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、本組換えワタの競合に


おける優位性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれはないとの申請者による結論は妥


当であると判断した。


(イ)有害物質の産生性


宿主が属する生物種であるワタについては、非反芻動物に対して毒性を示すゴッシポール


及び飽和脂肪酸の不飽和化を阻害することにより鶏卵の脱色やふ化率低下を引き起こすシク


ロプロペン脂肪酸が含まれている。しかしながら、野生のほ乳動物がワタの種子を摂食するとい


う報告はなされていない。また、ワタには、他感作用物質のような野生動植物等の生息又は生


育に影響を及ぼす有害物質の産生性は知られていない。本組換えワタは、アリルオキシアルカ







ノエート系除草剤耐性を付与する改変 AAD-12 蛋白質及び除草剤グルホシネート耐性を付与


する PAT 蛋白質を産生するが、両蛋白質ともに有害物質としての報告は無く、既知アレルゲン


と類似性のある配列を有していないことも確認されている。なお、除草剤グルホシネートの代謝


産物である N-アセチル-L-グルホシネートの動物に対する毒性はグルホシネートより低いことが


確認されている。


本組換えワタと非組換えワタの有害物質の産生性を比較するため、2012 年に我が国の隔離


ほ場において、後作試験、鋤込み試験及び土壌微生物相試験が行われた。その結果、いずれ


の試験においても、本組換えワタと非組換えワタの試験区の間に統計学的有意差は認められ


なかった。


以上のことから、影響を受ける可能性のある野生動植物等は特定されず、有害物質の産生


性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれがないとの申請者による結論は妥当であると判


断した。


(ウ)交雑性 


我が国の自然環境中にはワタと交雑可能な野生植物は生育していないことから、影響を受け


る可能性のある野生植物は特定されず、交雑性に起因する生物多様性影響が生ずるおそれは


ないとの申請者による結論は妥当であると判断した。


(２)生物多様性影響評価を踏まえた結論


以上を踏まえ、本組換えワタを第一種使用規程に従って使用した場合に、我が国における


生物多様性に影響が生ずるおそれはないとした生物多様性影響評価書の結論は妥当であると


判断した。
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